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第１ 平成24年度決算の概要 
 

１ 一般会計の決算概要 

平成24年度の一般会計歳入歳出予算は、当初871億625万2千円、その後東日本大震災

対応事業を主とした補正や事業進捗に合わせた予算の整理等10回の補正予算の結果最

終予算は707億6,494万円となり、前年度からの繰越事業費132億3,280万9千円を加えた

額は839億9,774万9千円となり、翌年度への繰越事業費101億6,837万1千円を差し引い

た額は738億2,937万8千円となりました。 

これに対し、平成24度一般会計の歳入歳出決算状況は、歳入総額694億9,406万6千円、

歳出総額648億6,563万1千円となりました。平成24年度の一般会計における歳入歳出差

引額（形式収支）は、46億2,843万5千円であり、この額から繰越明許費等の予算の繰

越のため翌年度に繰り越すべき財源24億6,995万円を差し引いた額である実質収支は

21億5,848万5千円の黒字となりました。 

 

２ 地方財政状況調査に基づく普通会計の決算概要 

平成24年度決算に係る成果報告書においては、前年度決算と的確に比較するため、

国の地方財政状況調査（決算統計）を用い、さらに会計内や会計間、団体相互間の重

複部分を控除（純計）した普通会計の決算概要は次のとおりです。 

普通会計 

個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等により、財政比較や統一的な

掌握が困難なため、地方財政状況調査上統一的に用いられる会計区分。 

普通会計は、一般会計と特別会計のうち、公営企業会計、収益事業会計、地方公営企業

法を全部又は一部を適用している事業会計に含まれない特別会計を合算した会計区分。 

地方財政状況調査に係る普通会計の範囲 

①一般会計            ③亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計 

②育英資金貸付特別会計       

(1) 決算の総額 

平成24年度の普通会計歳入歳出の決算額は、歳入総額695億172万6千円、歳出総額

648億5,364万8千円となりました。 

(2) 決算収支 

平成24年度の普通会計における歳入歳出差引額（形式収支）は、46億4,807万8千

円であり、この額から翌年度に繰り越すべき財源24億7,010万1千円を差し引いた実

質収支は21億7,797万7千円の黒字となり、財政調整基金の積立・取崩しや繰上償還

金を加減した実質単年度収支についても4億9,731万7千円の黒字となりました。これ

は、繰越事業において執行残額が増加したことなどによるものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円）

区　　　　　　分 平成２４年度 平成２３年度 差　　引

歳入決算額 A 69,501,726 68,387,330 1,114,396

歳出決算額 B 64,853,648 62,497,061 2,356,587

差引（A-B) C 4,648,078 5,890,269 ▲ 1,242,191

翌年度に繰り越すべき財源 D 2,470,101 3,778,629 ▲ 1,308,528

実質収支（C-D) E 2,177,977 2,111,640 66,337

単年度収支 F 66,337 1,246,502 ▲ 1,180,165

　財政調整基金積立金 G 1,718,384 1,642,825 75,559

　繰上償還金 H 0 1,020 ▲ 1,020

　財政調整基金取崩金 Ｉ 1,287,404 1,577,870 ▲ 290,466

実質単年度収支（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 497,317 1,312,477 ▲ 815,160
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(3) 歳入の決算状況 

普通会計に係る歳入決算額は、695億172万6千円となり、前年度に比べ11億1,439

万6千円（1.6％）の増加となりました。主な増減理由は次のとおりです。 

 

［自主財源］ 

市税の決算額は、地震及び津波被災や原子力災害による課税免除や減免等によ

る減額が縮小したことで固定資産税で26億6,694万6千円の増、個人市民税7億623

万6千円の増、法人市民税4億7,760万2千円の増などにより、前年度と比べ34億

6,412万7千円（117.0％）増加した64億2,409万5千円となりました。 

繰入金の決算額は、復興事業実施に伴う東日本大震災復興交付金基金繰入金12

億5,236万5千円の増などにより、前年度と比べ14億554万1千円（43.5％）増加し

た46億3,486万2千円となりました。 

繰越金の決算額は、災害復旧事業を中心とした平成２３年度から平成２４年度

への繰越事業の財源として、前年度と比べ42億4,210万8千円（256.9％）増加した

58億9,318万4千円となりました。 

 

［依存財源］ 

地方交付税の決算額は、災害弔慰金等にかかる地方負担分として措置された特

別交付税の減少などにより、前年度と比べ39億7,521万5千円（▲19.7％）減少し

た162億2,783万8千円となりました。 

国庫支出金の決算額は、東日本大震災復興交付金の88億9,690万4千円の減少な

どにより、前年度と比べ72億7,358万4千円（▲28.1％）減少した186億5,524万6

千円となりました。 

県支出金の決算額は、市町村復興支援交付金21億947万1千円が減少となりまし

たが、除染対策交付金の増加等により、前年度と比べ34億6,342万5千円（44.1％）

増加した113億963万3千円となりました。 

市債の決算額は、臨時財政対策債で1億1,250万円の増や学校耐震事業等に係る

緊急防災・減災事業債で1億6,380万円の増などにより、前年度と比べ1億9,650万

円（9.8％）増加した21億9,160万円となりました。 
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歳入の決算状況
（単位：千円・％）

決算額 構成比 決算額 構成比

自 一 市 税 6,424,095 9.2 2,959,968 4.3 3,464,127 117.0 市民税 706（個人477、法人229）、固定資産税 2,667（土地
456、家屋392、償却資産1,818）、たばこ税86

依 一 地 方 譲 与 税 442,819 0.6 472,654 0.7 ▲29,835 ▲6.3 自動車重量譲与税 ▲3

依 一 利 子 割 交 付 金 14,726 0.0 17,775 0.0 ▲3,049 ▲17.2

依 一 配 当 割 交 付 金 8,529 0.0 7,975 0.0 554 6.9

依 一 株式等譲渡所得割交付金 1,963 0.0 1,669 0.0 294 17.6

依 一 地 方 消 費 税 交 付 金 634,160 0.9 634,474 1.0 ▲314 ▲0.0

依 一 ゴルフ場利用税交付金 4,454 0.0 1,603 0.0 2,851 177.9

依 一 自動車取得税交付金 123,490 0.2 75,910 0.1 47,580 62.7

依 一 地 方 特 例 交 付 金 12,889 0.0 101,089 0.1 ▲88,200 ▲87.2 児童手当及び子ども手当特例交付金▲50
減収補てん特例交付金（住宅控除）▲38

依 一 地 方 交 付 税 16,227,838 23.3 20,203,053 29.5 ▲3,975,215 ▲19.7 普通交付税433、特別交付税▲3,513、震災復興特別交付
税▲895

依 特 交通安全対策特別交付金 11,669 0.0 13,005 0.0 ▲1,336 ▲10.3

自 特 分 担 金 及 び 負 担 金 93,256 0.1 93,763 0.1 ▲507 ▲0.5 保育負担金（私立）5、し尿処理施設運営費負担金▲4、広
域入所保育所運営費▲1

自 特 使 用 料 及 び 手 数 料 350,458 0.6 235,010 0.4 115,448 49.1 市営住宅使用料 63、市営住宅駐車場使用料14、一般廃棄物処理手数
料11、保育負担金（公立） 8、幼稚園授業料等6

依 特 国 庫 支 出 金 18,655,246 26.8 25,928,830 37.9 ▲7,273,584 ▲28.1 災害等廃棄物処理事業費補助金1,045、消防防災施設・設備補助災害
復旧事業費補助金743、東日本大震災復興交付金▲8,897

依 特 県 支 出 金 11,309,633 16.3 7,846,208 11.5 3,463,425 44.1
除染対策事業交付金3,768、災害救助費繰替支弁金1,834、帰還住民放

射能対策機器整備事業補助金627、福島県市町村復興支援交付金▲

2,109、災害弔慰金負担金▲1,418

自 特 財 産 収 入 314,260 0.5 223,759 0.4 90,501 40.4 有価証券売払収入219、住宅団地売払収入▲55、貴金属
売払収入▲55、市有地売払収入▲25

自 特 寄 附 金 569,340 0.8 670,246 1.0 ▲100,906 ▲15.1 東日本大震災遺児等支援139、東日本大震災災害復旧・復興▲121、杉
並区民等▲65、郵便葉書等▲40、生活支援義援金▲51

自 特 繰 入 金 4,634,862 6.7 3,229,321 4.7 1,405,541 43.5 東日本大震災復興交付金基金繰入金1,252、特別会計繰
入金426、職員退職手当基金繰入金▲346

一 繰 越 金 5,893,184 8.5 1,651,076 2.4 4,242,108 256.9 災害復旧事業繰越財源3,089、普通建設事業繰越財源
161、その他▲258

特 う ち 繰 越 事 業 財 源 3,778,629 5.4 785,938 1.1 2,992,691 380.8

自 特 諸 収 入 1,583,255 2.3 2,024,842 3.0 ▲441,587 ▲21.8 災害見舞金▲197、災害共済災害見舞金▲247

特 市 債 2,191,600 3.2 1,995,100 2.9 196,500 9.8 臨時財政対策債113、緊急防災・減債事業債164、合併特
例事業債40、地方道路等整備事業債▲138

一 うち臨時財政対策債 1,586,100 2.3 1,473,600 2.2 112,500 7.6

69,501,726 100.0 68,387,330 100.0 1,114,396 1.6

※予算区分・・「自」＝「自主財源」、「依」＝「依存財源」、「一」＝「一般財源」、「特」＝「特定財源」

平成23年度
比較 対比 主な増減理由　（単位：百万円）

合　　　　　　計

依

平成24年度
歳入科目

予算

区分

自

 
 
 
 
 
 

① 自主財源・依存財源 

歳入決算額を「自主財源」と「依存財源」とに分類すると、自主財源の歳入総額に占め

る割合（自主財源比率）は28.6％で、前年度の16.2％から12.4ポイント増加しました。

これは市税や繰入金、繰越金などの増加によるものです。しかし依存財源である国庫支

出金や県支出金などが大幅に増加しており、平成２２年度決算における自主財源比率

44.1％からは減少しています。 

② 一般財源・特定財源 

歳入決算額を「一般財源」と「特定財源」に分類すると、一般財源が歳入決算額に占め

る割合（一般財源比率）は39.7％で、市税収入の増加等により前年度の39.2％から0.5ポ

イント増加しました。しかし特定財源である国庫支出金や県支出金などが大幅に増加し

ており、平成２２年度決算における一般財源比率70.4％からは大きく減少しています。 
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 (4) 歳出の決算状況 

普通会計の歳出決算額は、648億5,364万8千円で、前年度に比べ23億5,658万7千円、3.8％

の増加となりました。 

この決算状況を「目的別」と「性質別」とに区分すると、次のとおりです。 

 

①目的別歳出の状況 

総務費においては、東日本大震災復旧・復興基金積立金で増加となりましたが東日本大

震災復興交付金基金積立金が減少し、前年比32億6,059万5千円（▲11.3％）の減少となり

ました。 

衛生費においては、帰還住民放射能対策機器整備事業の増などにより前年比10億9,984

万8千円（60.4％）の増加となりました。 

土木費においては、防災集団移転促進事業や災害公営住宅建設事業の実施などにより前

年比20億577万5千円（84.1％）の増加となりました。 

災害復旧費においては、衛生施設災害復旧事業及び農地農業用施設災害復旧事業の増な

どにより前年比15億7,969万8千円（68.7％）の増加となりました。 

全体では、前年比23億5,658万7千円（3.8％）の増加となりました。 

（単位：千円・％）

平成24年度 構成比 平成23年度 構成比 比較 対比 主な増減理由(単位：百万円)

議会費 239,528 0.4 276,976 0.4 ▲ 37,448 ▲13.5

総務費 25,501,718 39.3 28,762,313 46.1 ▲3,260,595 ▲11.3

東日本大震災復旧・復興基金積立金

4,712、南相馬チャンネル整備事業352、東

日本大震災復興交付金基金積立金▲

8,505、退職手当▲900

民生費 16,450,197 25.3 16,240,667 26.0 209,530 1.3
生活圏除染事業3,594、災害等廃棄物処理

対策事業1,204、災害弔慰金▲1,898、災害

救助事業▲1,530、災害見舞金▲1,038

衛生費 2,919,564 4.5 1,819,716 2.9 1,099,848 60.4
帰還住民放射能対策機器整備事業742、焼

却灰等一時保管対策事業163

労働費 307,983 0.5 339,308 0.5 ▲31,325 ▲9.2
緊急雇用対策事業▲28、サンライフ南相馬

管理運営事業▲7

農林水産業費 2,328,579 3.6 2,023,903 3.2 304,676 15.1

被災農家経営再開支援事業補助金594、被

災農家経営農業機械・施設等貸付支援事業

157、農業集落排水事業特別会計繰出金▲

610

商工費 1,143,712 1.8 1,169,841 1.9 ▲26,129 ▲2.2
復興工業団地整備事業60、相馬野馬追事業

補助金36、きめ細かな基盤整備事業▲65震

災対策特別資金信用保証料補助金▲53、

土木費 4,391,795 6.7 2,386,020 3.8 2,005,775 84.1
防災集団移転促進事業855、下水道事業会

計負担金623、災害公営住宅建設事業617、

下水道事業会計出資金▲227

消防費 910,486 1.4 1,167,049 1.9 ▲256,563 ▲22.0

地域防災計画策定事業8、災害記録編纂事

業7、相馬地方広域市町村圏組合消防費負

担金▲168、消防団員費用▲34、非常備消

防一般経費▲14

教育費 3,241,473 5.0 2,161,962 3.5 1,079,511 49.9
小・中学校空調機器等整備事業684、石神

中学校校舎耐震改修事業129、臨時小・中

学校開設事業▲124

災害復旧費 3,878,482 6.0 2,298,784 3.7 1,579,698 68.7

衛生施設災害復旧266、道路橋梁災害復旧

213、農業用施設災害復旧238、社会体育施

設災害復旧158、その他施設災害復旧

1,493、学校施設災害復旧▲754

公債費 3,540,131 5.5 3,769,648 6.0 ▲229,517 ▲6.1H13臨時経済対策債償還終了▲167

諸支出金 0 0.0 80,874 0.1 ▲80,874 ▲100.0工場用地取得事業▲80

計 64,853,648 100.0 62,497,061 100.0 2,356,587 3.8

　目的別歳出の状況

 
※平成２４年度一般会計予算においては震災対応経費を総務費で一括計上しておりますが、普通会計決算統計においては本来の目的

に計上しております。 
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②性質別歳出の状況 

〔義務的経費〕 

人件費においては、退職者数の減に伴う退職手当や震災対応業務に伴う超過勤務手当の

減などにより、前年比14億2,264万7千円（▲23.2％）の減少となりました。 

扶助費において災害弔慰金、災害見舞金など、震災直後に要した経費が減となり、前年

比36億1,244万6千円（▲49.7％）の減少となりました。 

義務的経費全体では、52億6,461万円（▲30.7％）の減少となりました。 

  〔投資的経費〕 

普通建設事業においては、単独事業では、環状１号線整備事業や地方特定道路整備事業

などで減少する一方で、補助事業では、防災集団移転促進事業や災害公営住宅建設事業に

より大幅な増となり、前年比30億6,307万円（189.1％）の増加となりました。 

災害復旧事業においては、東日本大震災により、衛生施設、農林水産業施設、公共土木

施設などでそれぞれ増となり、前年比15億7,969万8千円（68.7％）の増加となりました。 

投資的経費全体では、46億4,276万8千円（118.5％）の増加となりました。 

〔その他経費〕 

物件費においては、生活圏除染事業や災害等廃棄物処理対策事業などで大幅な増となり、

前年比56億192万1千円（69.3％）の増加となりました。 

積立金においては、東日本大震災復旧・復興基金積立金で増加となる一方で、東日本大

震災復興交付金基金積立金が減となり、前年比で33億9,810万6千円（▲13.7％）の減少と

なりました。 

その他の経費全体では、29億7,842万9千円（7.2％）の増加となりました。 

（単位：千円・％）

平成24年度 構成比 平成23年度 構成比 比較 対比 主な増減理由(単位：百万円)

人件費 4,709,227 7.3 6,131,874 9.8▲ 1,422,647 ▲23.2退職手当▲900、災害超勤▲308

扶助費 3,661,528 5.6 7,273,974 11.6 ▲3,612,446 ▲49.7
災害弔慰金▲1,898、災害見舞金▲1,038、

災害救助事業▲517

公債費 3,540,131 5.5 3,769,648 6.0 ▲229,517 ▲6.1H13臨時経済対策債償還終了▲167

小計 11,910,886 18.4 17,175,496 27.5 ▲5,264,610 ▲30.7

普通建設事業費 4,682,489 7.2 1,619,419 2.6 3,063,070 189.1
防災集団移転促進事業855、災害公営住宅

建設事業617、南相馬チャンネル整備事業

351

災害復旧費 3,878,482 6.0 2,298,784 3.7 1,579,698 68.7

衛生施設災害復旧266、道路橋梁災害復旧

213、農業用施設災害復旧238、社会体育施

設災害復旧158、その他施設災害復旧

1,493、学校施設災害復旧▲754

小計 8,560,971 13.2 3,918,203 11.6 4,642,768 118.5

物件費 13,685,732 21.1 8,083,811 12.9 5,601,921 69.3
生活圏除染事業3,593、災害廃棄物処理対

策事業1,210、帰還住民放射能対策機器整

備事業742

維持補修費 343,239 0.5 294,525 0.5 48,714 16.5道路維持管理事業23、林道維持管理事業20

補助費等 5,290,290 8.2 3,841,309 6.1 1,448,981 37.7
被災農家経営再開支援事業補助金593、災

害派遣職員受入事業168

積立金 21,408,602 33.0 24,806,708 39.7 ▲3,398,106 ▲13.7
東日本大震災復旧・復興基金積立金

4,712、東日本大震災復興交付金基金積立

金▲8,505

貸付金 678,420 1.0 746,413 1.2 ▲67,993 ▲9.1
企業立地促進特別融資資金貸付金▲50、災

害援護資金貸付金▲13

繰出金 2,672,456 4.1 3,087,882 4.9 ▲415,426 ▲13.5
国民健康保険特別会計繰出金79、後期高齢

者医療療養給付費負担金62、農業集落排水

事業繰出金▲610

その他 303,052 0.5 542,714 0.9 ▲239,662 ▲44.2下水道事業会計出資金▲227

小計 44,381,791 68.4 41,403,362 66.2 2,978,429 7.2

64,853,648 100.0 62,497,061 100.0 2,356,587 3.8計

　性質別歳出の状況

投
資
的

そ
の
他

義
務
的
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３ 財政指標等による分析 

 

(1)財政力 

①財政力指数 

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指標として用いられるもので、普

通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の３

年間（平成22～24年度）の平均値で表し、1.0に近くあるいは超えるほど財源に余

裕があるといわれています。 

平成24年度の財政力指数は、0.57（前年度0.59）となりました。 

（参考：Ｈ23年度東北地方類似団体平均 0.45、Ｈ23年度類似団体 0.65） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)財政構造の弾力性 

①経常収支比率 

財政構造の弾力性を測定する比率で、地方税、地方交付税といった経常一般財源

が人件費、公債費などの経常的経費にどの程度充当されているかをみることにより

財政構造の弾力性を判断するための指標であり、一般的には80％を超えると弾力性

を失いつつあると考えられています。 

平成24年度の経常収支比率は、87.1％（前年度118.1％）となりました。要因とし

ては、平成２３年度では市税が東日本大震災に伴う減免等により大幅に減少し、経常的な

経費へ充当する経常一般財源が大幅に減少しましたが、平成２４年度では、市税収入が増

加したことに伴い経常一般財源が増加したことで比率が低下したものです。 

（参考：Ｈ23年度東北地方類似団体平均 93.1％、Ｈ23年度類似団体 89.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H20 H21 H22 H23 H24

南相馬市 0.67 0.65 0.62 0.59 0.57

類似団体 0.66 0.64 0.61 0.65

0.67

0.65

0.62

0.59

0.57

0.66

0.64

0.61

0.65

0.56

0.58

0.60

0.62

0.64

0.66

0.68

0.70
指数 財政力指数

南相馬市

類似団体

H20 H21 H22 H23 H24

南相馬市 93.2 90.2 85.4 118.1 87.1

類似団体 93.0 91.8 87.9 89.6

93.2
90.2 85.4

118.1

87.1

93.0 91.8 

87.9 89.6

78

88

98

108

118

％ 経常収支比率
南相馬市

類似団体
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 (3)財政の健全性（財政健全化判断比率） 

   （単位：％）  

区  分 南相馬市の数値 早期健全化基準 財政再生基準  

実質赤字比率 －   12.59  20.00  

連結実質赤字比率 －   17.59  30.00  

実質公債費比率 14.4  25.0 35.0  

将来負担比率 21.0 350.0   

＊実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字額がないため「－」表示としている。 

・実質赤字比率の早期健全化基準は、標準財政規模をもとに算出されます。  

   標準財政規模が50億円以上200億円未満の場合 

   {(A＋100億円)/（30×A）×100＋20}/2 （A=標準財政規模 単位：億円） 

・連結実質赤字比率の早期健全化基準は、実質赤字比率の早期健全化基準に5％加

算した数値となっています。 

・上記以外の基準は、定数です。 

 

 

①実質赤字比率 

 一般会計等の赤字の程度を示すもので、数値が大きいほど財政状況が厳しいこ

とを表す比率。 

 実質赤字比率＝一般会計等の実質赤字額／標準財政規模 

一般会計等の実質収支額は黒字となり、実質赤字比率はありません。 

 

②連結実質赤字比率 

 一般会計等に加え、国民健康保険特別会計、水道事業などのすべての公営事業

会計を合算し、市全体としての赤字の程度を示すもので、数値が大きいほど財政

状況が厳しいことを表す比率。 

連結実質赤字比率＝連結実質赤字額／標準財政規模 

 一般会計等及び連結するすべての他の会計を合算した実質収支額、資金不足・剰

余額は黒字ですので、連結実質赤字比率はありません。 

 

③実質公債費比率 

地方債の返済額及びこれに準ずる額の負担の程度を示すもので、数値が大きい

ほど負担が重いことを表す比率。 

 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
             （特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
 

平成24年度の実質公債費比率（3か年平均）は、14.4％（前年度15.2％）となりま

した。要因としては、平成24年度単年度比率（13.3％）が平成21年度単年度比率（15.7％）

より減少したことで、3か年平均比率で0.8ポイント低下しました。 

実質公債費比率＝ 

（3か年平均） 
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（参考：Ｈ23年度東北地方類似団体平均 14.5％、Ｈ23年度類似団体 11.1％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④将来負担比率 

地方債など将来負担すべき額の残高の程度を示すもので、数値が大きいほど今

後の負担が重いことを表す比率。 

将来負担額－(充当可能基金額+特定財源見込額+ 

             地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）  
標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

平成24年度の将来負担比率は、21.0％（前年度82.4％）となりました。要因とし

ては、地方債現在高や退職手当負担見込額の減少、東日本大震災復旧・復興基金な

どの充当可能基金残高の増加などにより、61.4ポイント低下しました。 

（参考：Ｈ23年度東北地方類似団体平均 104.1％、Ｈ23年度類似団体 69.2％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ⑤資金不足比率 

  公営企業の事業規模に対する資金不足額の程度を示すもので、数値が大きいほど経営状況が

厳しいことを表す比率。  
  資金不足比率＝資金の不足額／事業の規模 
上記②連結実質赤字比率で記載したとおり、各企業会計において資金不足額が生じていませんの

で、資金不足比率はありません。 

将来負担比率＝ 

H20 H21 H22 H23 H24

南相馬市 16.7 16.5 15.7 15.2 14.4

類似団体 14.3 13.9 12.9 11.1

16.7 16.5 
15.7 

15.2 
14.4 

14.3 
13.9 

12.9 

11.1 
10.0
11.0
12.0
13.0
14.0
15.0
16.0
17.0
18.0
％ 実質公債費比率

南相馬市
類似団体

H20 H21 H22 H23 H24

南相馬市 129.3 117.1 107.1 82.4 21.0

類似団体 113.2 106.7 88.1 69.2

129.3
117.1

107.1

82.4

21.0

113.2
106.7

88.1

69.2

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

％
将来負担比率 南相馬市

類似団体
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 ⑥地方債 
  普通会計における地方債残高は、総合計画実施計画に掲げた事業実施に伴う合併特例債の借入や

臨時財政対策債※が増加していることにより増加傾向にありましたが、平成２１年度をピークに減少

傾向に転じました。これは、新図書館建設事業など合併後に実施した大型事業の終了等によるもの

です。また、平成２４年度においても償還元金に比べ新たな借入額が少なかったことで地方債残高

が減少しました。 
（参考：Ｈ23年度東北地方類似団体平均 35,145百万円、Ｈ23年度類似団体 27,471百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

 

                                                   
※ 臨時財政対策債・・・本来地方交付税として措置されるべき額のうち、原資が不足した場合に地方自治体が臨時財政
対策債を発行して不足額を補うこととされ、この地方債は後年度全額交付税に算入されるものであり地方交付税の代替

財源的な役割を果たすもの。 

H20 H21 H22 H23 H24

南相馬市 34,865 35,996 35,404 34,192 33,271

類似団体 28,712 29,049 28,995 27,471

34,865 35,996 35,404 34,192

33,271

28,712 29,049 28,995 27,471

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

百万円

地方債年度末残高 南相馬市
類似団体
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４ 新地方公会計制度に基づく財務書類 普通会計（総務省改定モデル） 

(1) 財務書類の作成基準 

① 対象年度及び作成基準日 

平成24年度を対象とし、平成25年3月31日を作成基準日としています。ただし、出納整理期

間（平成25年4月1日から5月31日）における取引は、基準日までに終了したものとして処理し

ています。 

② 基礎数値 

昭和44年度から平成24年度までの地方財政状況調査表（決算統計）及び平成24年度決算書な

どにおける数値を使用しています。 

③ 評価方法    

 公共資産のうち売却可能資産は時価評価を行い、有形固定資産については取得原価主義により積

算をしています。 

具体的には、昭和 44年度以降の決算統計における普通建設事業費の累計データを有形固定資産

の取得原価として用いています。そのため、平成 24年度決算の有形固定資産には過去に除売却済

となった資産も包含されている可能性があります。 

 投資等のうち投資及び出資金は時価評価を行っています。 

※ 資産評価の基準は、総務省報告書において公正価値評価によることとされていますが、総務省改訂

モデルにおいて認められた資産評価の段階的整備により今後計上・精緻化していきます。 

※ 他団体に支出した負担金、補助金などによって形成された有形固定資産は他団体の所有物であるた

め、貸借対照表には計上していませんが、補助額累計については欄外に注記しています。 

 

(2) 平成24年度決算財務書類4表 

「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の概要と相互の関連

は、次のとおりとなります。 

 

財務書類４表 内 容 

貸 借 対 照 表 決算期末時点の財政状態（「資産」「負債」「純資産」）を一覧で示すもの 

行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち、資産形成につながらない行政サービスの経費（人件

費や物件費等のコスト）とその行政サービスの直接対価（使用料・手数料等）

となる財源を対比させたもの 

純資産変動計算書 
貸借対照表の純資産の部（「資産」－「負債」＝「純資産」）に計上されている

各数値が１年間でどのように変動したかを示すもの 

資金収支計算書 歳計現金（＝資金）の１年間の動きを示すもの 
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経常行政コスト  349億円

１　公共資産 1,247億円 １　固定負債   345億円 １　人にかかるコスト   45億円

（道路、学校、庁舎など） （23年度以降支払予定の地方債など） ２　物にかかるコスト   180億円

２　流動負債    37億円 ３　移転支出的なコスト   119億円

（22年度に支払予定の地方債など） ４　その他のコスト    5億円

２　投資等   483億円 負債合計   382億円 －

（出資金、基金、長期延滞債権など） 経常収益    10億円

３　流動資産    77億円 （使用料などの受益者負担）

うち歳計現金    46億円 ＝

（現金・預金、未収金など） 純資産合計   1,425億円 純経常行政コスト  339億円

資産合計 1,807億円 負債純資産合計 1,807億円

期首歳計現金の残高    59億円 期首純資産残高    1,251億円

－

＋ 純経常行政コスト 　 　339億円

当年度歳計現金増減額  △13億円 ＋

一般財源、補助金等受入 　　 549億円

１　経常的収支   153億円 ＋

２　公共資産整備収支  △27億円 臨時損益など 　　　△36億円　

３　投資・財務的収支 △139億円

＝ ＝

期末歳計現金の残高 　 46億円 期末純資産残高    1,425億円

純資産変動計算書

自　平成24年4月 1日

至　平成25年3月31日

（１年間の純資産の動き）

[純資産の部]

資金収支計算書

自　平成24年4月 1日

至　平成25年3月31日

（１年間の資金＝現金の流れ）

[資産の部] [負債の部]

行政コスト計算書貸借対照表

自　平成24年4月 1日

至　平成25年3月31日
(平成25年3月31日現在)

（１年間に要した行政サービスのコスト）（資産の状況とその財源）

将来の世代に引き継ぐ社会資本

債務返済の財源等

将来の世代の負担となる債務

これまでの世代の負担

1年間の

純資産増加額
174億円

①
②

③

 

 

 

 

① 「貸借対照表」の純資産は、国・県からの補助金や国・県補助金以外の財源で既に負担した部

分を表していますが、この純資産の変動を表したものが「純資産変動計算書」になります。 

② 「資金収支計算書」は、資金の動きを表す計算書ですが、期末資金残高は「貸借対照表」の歳

計現金残高と必ず一致します。すなわち「資金収支計算書」は、「貸借対照表」に計上されてい

る歳計現金の増減明細ということになります。 

③ 「行政コスト計算書」は「純資産変動計算書」における純経常行政コストの詳細な内訳明細で

す。１年間にかかった経常行政コスト総額から受益者負担である経常収益を控除することで、一

般財源、補助金受入等で負担すべき純経常行政コストが算出されます。 
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(3) 平成24年度決算 主な市民１人あたりの状況 

平成24年度決算における主な市民１人あたりの状況は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 普通会計に係る財務書類の分析 

① 社会資本形成の世代間負担比率（世代間公平性） 

ア 本市の社会資本形成の過去及び現世代負担比率 １１４．３％（前年比１４．１ポイント増） 

イ 本市の社会資本形成の将来世代負担比率     ２６．７％（前年比△０．７ポイント減） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

公 共 資 産 合 計 127,619,062 124,798,703 124,693,178 △105,525 

純 資 産 合 計 99,300,126 125,078,153 142,483,505 17,405,352 

地 方 債 残 高 35,403,586 34,192,494 33,270,627 △921,867 

過去及び現世代負担比率 77.8% 100.2% 114.3% 14.1% 

将 来 世 代 負 担 比 率 27.7% 27.4% 26.7% △0.7% 

 

 

 

 

 

 

 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これまでの

世代（過去及び現世代）の既負担割合を、また、地方債に着目すれば将来返済しなければならない、

今後の世代によって負担する割合を見ることができます。 

平成２４年度では、災害復旧を主としたことから、新たな資産形成は少なかったものの、東日本大

震災復興交付金基金積立金111億614万1千円、東日本大震災復旧・復興基金積立金71億2,292万

8千円等により純資産が大きく増加したことで、過去及び現世代負担比率が増加しました。 

なお、純資産には将来において社会資本形成の財源となる基金を含んでいること等から、過去およ

び現世代負担比率と将来世代負担比率の合計は100％になりません。 

【算出方法】 

ア 社会資本形成の過去及び現世代負担比率 ＝ 純資産合計÷公共資産合計×100 

イ 社会資本形成の将来世代負担比率    ＝ 地方債残高÷公共資産合計×100 

○ 市民１人当たりの資産（資産形成度） 

                     276万 8千円（前年比 28万 4千円増） 
○ 市民１人当たりの負債（持続可能性） 

                      58万 6千円（前年比 1万 3千円減） 
○ 市民１人当たりの純経常行政コスト（効率性） 

                      51万 9千円（前年比 4万 0千円増） 
※ 平成 25年 3月 31日現在の住民基本台帳人口 65,298人（前年比 1,087人減） 
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② 歳入額対資産比率（資産形成度）        ２．６０年分（前年比 ０．１９ポイント増） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

資 産 合 計 141,279,259 164,873,563 180,740,990 15,867,427 

歳 入 合 計 29,394,826 68,387,330 69,501,726 1,114,396 

歳 入 額 対 資 産 比 率 4.81年分 2.41年分 2.60年分 0.19年分 

 

③ 資産老朽化比率（資産形成度）          ４７．６％（前年比 １．５ポイント増） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

有 形 固 定 資 産 合 計 127,495,037 124,674,678 124,572,153 △102,525 

土 地 31,681,437 32,000,664 32,994,954 994,290 

減 価 償 却 累 計 額 75,389,047 79,390,381 83,345,181 3,954,800 

資 産 老 朽 化 比 率 44.0% 46.1% 47.6% 1.5% 

 

④ 受益者負担比率（自律性）                 ２．９％（前年比 増減なし） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

経 常 収 益 合 計 688,113 960,633 1,005,346 44,713 

経 常 行 政 コ ス ト 24,008,770 32,736,172 34,925,833 2,189,661 

受 益 者 負 担 比 率 2.9% 2.9% 2.9% 0.0% 

 

 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、資産の形成に何年分の歳入が充当されたかを

見ることができます。平成２４年度では、基金積立額の増による資産の増加がありましたが、歳入合

計が増加したことで、歳入額に対する資産比率はわずかな増加となりました。 

【算出方法】 資産合計÷歳入合計 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算するこ

とにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを把握することができま

す。平成２４年度では、有形固定資産がわずかに減少し、減価償却が進んだことで資産老朽化比率が

増加しました。 

【算出方法】 

 減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）× 100 

行政コスト計算書における経常収益は、使用料等の受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を算定することで、受益者負担比率を算定することができます。平成２４年度で

は、受益者負担の割合に増減はありませんでした。 

【算出方法】 経常収益÷経常行政コスト×100 
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⑤ 行政コスト対公共資産比率（効率性）       ２８．０％（前年比 １．８ポイント増） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

経 常 行 政 コ ス ト 24,008,770 32,736,172 34,925,833 2,189,661 

公 共 資 産 合 計 127,619,062 124,798,703 124,693,178 △105,525 

行政コスト対公共資産比率 18.8% 26.2% 28.0% 1.8% 

 

⑥ 行政コスト対税収等比率（弾力性）        ７８．５％（前年比 ６．０ポイント減） 

 

（単位：千円） 

 H22 H23 H24 H24－H23 

純 経 常 行 政 コ ス ト 23,320,657 31,775,539 33,920,487 2,144,948 

一 般 財 源 19,340,061 25,870,566 24,954,193 △916,373 

補助金等受入（その他一財） 3,967,298 11,720,394 18,282,156 6,561,762 

行政コスト対税収等比率 100.1% 84.5% 78.5% △6.0% 

 

⑦ 地方債の償還可能年数                   ３年（前年比 １ポイント減） 

 

（単位：千円） 
 H22 H23 H24 H24－H23 

地 方 債 残 高 35,403,586 34,192,494 33,270,627 △921,867 

経 常 的 収 支 額 6,786,570 12,458,945 15,330,441 2,871,496 

地 方 債 発 行 額 1,656,000 1,475,600 1,626,900 151,300 

基 金 取 崩 額 535,962 3,146,852 3,014,568 △132,284 

控 除 後 の 経 常 的 収 支 額 4,594,608 7,836,493 10,688,973 2,852,480 

地 方 債 の 償 還 可 能 年 数 8年 4年 3年 △1年 

行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけのコストがかけ

られているか、あるいはどれだけの資産でどれだけのサービスを提供しているか（資産が効率的に活

用されているか）を分析することができます。平成２４年度では、生活圏除染等、災害対応の本格化

に伴う行政コストの増加等により、比率が増加しました。 

【算出方法】 経常行政コスト÷公共資産×100 

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることにより、当年度に行われた行政サービスの

コストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度の負担で賄われたか

が分かります。平成２４年度では、県支出金の増加により比率が減少しました。 

【算出方法】 純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入（その他一般財源等））×100 

本市の抱えている地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す

指標で、借金の多寡や債務返済能力を測るものです。平成２４年度では、地方債残高の減少、市税や

県支出金の増加に伴う経常的収支額の増により減少となりました。 

【算出方法】 地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く） 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 前年度 当年度 増減 １　固定負債 前年度 増減

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 △ 1,150,452

①生活インフラ・国土保全 65,550,74065,958,285407,545(2) 長期未払金

②教育 31,190,02131,272,60082,579 ①物件の購入等 △ 288,038

③福祉 1,889,3341,798,861△ 90,473②債務保証又は損失補償

④環境衛生 3,647,2263,602,228△ 44,998③その他

⑤産業振興 12,473,98911,819,037△ 654,952長期未払金計 △ 288,038

⑥消防 1,635,7181,591,753△ 43,965(3) 退職手当引当金 △ 88,394

⑦総務 8,287,6508,529,389241,739(4) 損失補償等引当金

有形固定資産計 124,674,678124,572,153△ 102,525固定負債合計 △ 1,526,884

(2) 売却可能資産 124,025 121,025△ 3,000

公共資産合計 124,798,703124,693,178△ 105,525２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 228,585

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 △ 73,898

①投資及び出資金 3,699,7044,003,799304,095(4) 翌年度支払予定退職手当 △ 168,450

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金 2,722

投資及び出資金計 3,699,7044,003,799304,095流動負債合計 △ 11,041

(2) 貸付金 503,793 503,729 △ 64

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 △ 1,537,925

①退職手当目的基金 300,042 550,113 250,071

②その他特定目的基金 26,316,19742,299,09215,982,895

③土地開発基金 400,000 400,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 22,869 22,873 4 １　公共資産等整備国県補助金等 7,828,494

⑤退職手当組合積立金

基金等計 27,039,10843,272,07816,232,970２　公共資産等整備一般財源等 10,217,337

(4) 長期延滞債権 866,040 705,620△ 160,420

(5) 回収不能見込額 △ 191,698△ 152,439 39,259３　その他一般財源等 △ 640,401

投資等合計 31,916,94748,332,78716,415,840

４　資産評価差額 △ 78

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 17,405,352

①財政調整基金 1,535,6971,966,677430,980

②減債基金 470,3791,034,277563,898

③歳計現金 5,893,1844,648,078△ 1,245,106

現金預金計 7,899,2607,649,032△ 250,228

(2) 未収金

①地方税 300,202 72,891△ 227,311

②その他 11,487 9,007 △ 2,480

③回収不能見込額 △ 53,036△ 15,905 37,131

未収金計 258,653 65,993△ 192,660

流動資産合計 8,157,9137,715,025△ 442,888

資　　産　　合　　計 164,873,563180,740,99015,867,427負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,867,427

(平成25年3月31日現在)

38,257,485

34,523,014

3,254,785

比較貸借対照表

借　　　　　　　　　　方

418

当年度

30,015,842

貸　　　　　　　　　　方

31,166,294

288,456

142,483,505

180,740,990

244,427

235,039

3,734,471

418

4,506,754

220

106,701,547

△ 11,260,310

146,781

46,895,487

288,456

4,595,148

74,118

412,877

232,317

3,745,512

36,049,898

3,026,200

146,859

125,078,153

164,873,563

39,795,410

39,066,993

96,484,210

△ 10,619,909
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（単位：千円）

前年度 増減

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 △ 16,331

②教育 △ 1,889

③福祉 10,545

④環境衛生 △ 96,574

⑤産業振興 △ 786,337

⑥消防 △ 6,318

⑦総務 1,984

計 △ 894,920

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 △ 96,907

②地方債 △ 253,369

③一般財源等 △ 544,644

計 △ 894,920

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等

②債務保証又は損失補償

（うち共同発行地方債に係るもの

③その他 18,201,536

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち次の金額については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

△ 563,516

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 △ 2,253,019

　[内訳]　普通会計地方債残高 △ 921,867

〔負債計上〕 〔△921,867〕 

　　　　　債務負担行為支出予定額 〔△366,906〕 

〔負債計上〕 〔△361,936〕 

〔注記〕 〔△4,970〕 

　　　　　公営事業地方債負担見込額 △ 685,487

〔注記〕 〔△685,487〕 

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 △ 16,464

〔注記〕 〔△16,464〕 

　　　　　退職手当負担見込額 △ 262,295

〔負債計上〕 〔△262,295〕 

　　　　　第三セクター等債務負担見込額

〔負債計上〕

〔注記〕

　　　　　連結実質赤字額

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額

　基金等将来負担軽減資産 7,331,845

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 8,557,397

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 △ 183,840

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 △ 1,041,712

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 9,584,864

※５　有形固定資産のうち土地の金額、また、有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりです。

　　　　　有形固定資産のうち土地 994,290

　　　　　有形固定資産の減価償却累計額 3,954,80083,345,181

24,148,186

32,994,954

225,059

〔225,059〕

1,703,508

7,226,673

20,876,542

〔11,677,860〕

1,415,937

77,839

10,946,680

11,500

11,677,860

25,282

2,016,499

10,946,680

60,607

489,805

2,215,804

6,661,406

3,160,051

48,408,474

16,750,579

263,221

31,394,674

〔1,648,611〕

〔638〕

〔4,745,730〕

4,745,730

1,649,249

当年度

51,568,525

33,270,627

〔33,270,627〕

2,232,135

31,600

75,855

11,841,600

2,113,406

62,496

479,260

1,512,511

7,447,743

11,500

2,675,006

24,711,702

1,956,877

7,771,317

11,841,600

〔362,574〕

〔1,653,581〕

12,363,347

〔12,363,347〕

53,821,544

34,192,494

〔34,192,494〕

2,016,155

241,523

〔241,523〕

5,008,025

〔5,008,025〕

32,436,386

12,744,915

32,000,664

79,390,381

41,076,629

8,193,182

447,061
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行政コスト計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,816,554 10.9% 387,698 636,412 472,812 344,588 377,199 67,315 1,320,639 209,891

（２）退職手当引当金繰入等 522,560 1.5% 49,625 93,412 78,081 54,093 55,798 4,760 180,307 6,484

１ （３）賞与引当金繰入額 235,039 0.7% 19,868 39,115 31,293 21,521 22,939 4,364 82,555 13,384

小　　計 4,574,154 13.1% 457,191 768,939 582,186 420,202 455,937 76,439 1,583,501 229,759

（１）物件費 13,685,732 39.2% 94,628 1,321,448 9,336,104 1,410,744 594,005 81,259 836,680 10,864

（２）維持補修費 343,239 1.0% 201,788 27,117 33,165 18,202 45,875 2,798 14,294

（３）減価償却費 3,952,398 11.3% 1,758,455 881,325 96,714 346,755 603,315 43,965 221,869

小　　計 17,981,369 51.5% 2,054,871 2,229,890 9,465,983 1,775,701 1,243,195 128,022 1,072,843 10,864

（１）社会保障給付 3,661,528 10.5% 78,138 3,461,413 121,977

（２）補助金等 3,573,702 10.2% 35,296 117,358 520,418 50,157 1,480,498 751,911 613,180 4,884

３ （３）他会計等への支出額 4,389,039 12.6% 1,334,285 2,512,165 403,923 138,666

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

259,109 0.7% 71,158 43,701 30,134 107,297 1,557 5,262

小　　計 11,883,378 34.0% 1,440,739 195,496 6,537,697 606,191 1,726,461 753,468 618,442 4,884

（１）支払利息 516,146 1.5% 516,146

（２）回収不能見込計上額 △ 29,214 -0.1% △ 29,214

（３）その他行政コスト

小　　計 486,932 1.4% 516,146 △ 29,214

34,925,833 3,952,801 3,194,325 16,585,866 2,802,094 3,425,593 957,929 3,274,786 245,507 516,146 △ 29,214

（　構　成　比　率　） 11.3% 9.1% 47.5% 8.0% 9.8% 2.7% 9.4% 0.7% 1.5% -0.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 342,788 124,573 19,811 46,352 68,932 2,694 1 29,273 51,152

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 662,558 8,463 65,163 13,415 1,185 121,650 452,682

1,005,346 124,573 28,274 111,515 82,347 3,879 1 150,923 503,834

ｄ／ａ 2.88% 3.2% 0.9% 0.7% 2.9% 0.1% 0.0% 4.6%

33,920,487 3,828,228 3,166,051 16,474,351 2,719,747 3,421,714 957,928 3,123,863 245,507 516,146 △ 29,214 △ 503,834

 
-
 
1
7
 
-

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 125,078,153 39,066,993 96,484,210 △ 10,619,909 146,859

純経常行政コスト △ 33,920,487 △ 33,920,487

一般財源

地方税 6,090,684 6,090,684

地方交付税 16,227,838 16,227,838

その他行政コスト充当財源 2,635,671 2,635,671

補助金等受入 29,964,879 11,682,723 18,282,156

臨時損益

災害復旧事業費 △ 3,878,482 △ 3,878,482

公共資産除売却損益 285,348 285,348

投資損失 △ 21 △ 21

損失補償等引当金繰入等

その他の臨時損益

科目振替

公共資産整備への財源投入 2,882,173 △ 2,882,173

公共資産処分による財源増 △ 3,000 3,000

貸付金・出資金等への財源投入 9,089,032 △ 9,089,032

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 3,123,443 △ 608,023 3,731,466

減価償却による財源増 △ 730,786 △ 3,247,613 3,978,399

地方債償還等に伴う財源振替 2,104,768 △ 2,104,768

資産評価替えによる変動額 △ 78 △ 78

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高 142,483,505 46,895,487 106,701,547 △ 11,260,310 146,781

純資産変動計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

-
 
1
8
 

-



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

4,221,721

33,396,201

資金収支計算書
自　平成24年4月  1日

至　平成25年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,828,275

13,685,732

3,661,528

3,562,058

516,146

2,920,741

259,109

6,424,095

16,227,838

18,174,916

350,458

542,669

857,910

1,626,900

3,014,568

678,420

1,507,288

48,726,642

15,330,441

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,230,214

864,655

5,353,978

998,423

10,791,540

679,255

100,000

13,700

551,000

1,066,190

44,990

2,660,603

△ 2,693,375

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

21,408,602

918,339

74,118

26,103,469

5

3,023,985

△ 1,245,106

5,893,184

4,648,078

288,348

348,454

12,221,297

△ 13,882,172

- 19 -
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５ むすび 

 
 国においては、東日本大震災からの復興、経済分野のフロンティア開拓、分厚い中間層の復

活、農林業の再生、エネルギー・環境政策の再設計の重点分野を中心に日本再生に全力で取り

組むこととし、復興事業については経理を明確にするため特別会計の設置や予算の組替えによ

る予算配分の重点化を図りました。地方財政については、国の取組と歩調を合わせて人件費、

投資的経費及び一般行政経費の各分野にわたり抑制を図るとともに、安定的な財政運営に必要

な地方の一般財源総額を確保することとなりました。 

 その後、東日本大震災からの復興加速、防災・減災、成長による富の創出等を図るため１３

兆円の補正予算が編成されるなど復興推進を中心とした取組みがなされました。 

 本市の平成２４年度当初予算は、厳しい財政状況にあっても市政が直面する諸課題に的確に

対応するため、震災からの復旧・復興を最優先と位置づけ、資源を復旧・復興事業へ可能な限

り集中させるとともに、持続可能な財政運営の両立を図っていく予算として編成しました。 

さらに、東日本大震災、原子力災害への対策をより推進していくための補正予算を編成し、

公共施設等の復旧、住民が安心して帰還・生活できる環境づくり等の原子力災害対策に市全体

が総力を挙げて取り組んできました。 

 これらの結果、平成２４年度の普通会計ベースの決算状況については、 

○ 歳出決算額が約６４９億円となり、過去最大の決算規模 

○ 地方債現在高は減少し、積立金現在高は上昇 

○ 財政構造の弾力性の観点からは、経常収支比率は87.1％と、31.0ポイント低下 

○ 健全化判断比率は、これまでどおりいずれも財政の早期健全化が必要となる早期健全化

基準を下回る 

こととなりました。 

決算規模は、災害対応を最優先に大規模な復旧・復興事業を実施した結果、震災前の２倍を

超えるものとなりました。これら震災にかかる財源は国庫支出金や地方交付税で措置されたこ

とから、市の借金である地方債による負担は軽減され残高は減少しました。また、多くの義援

金や福島県市町村復興支援交付金などを今後の復旧・復興事業財源として基金に積み立てるこ

とができるなど、国等による財政支援を受け本市の財政状況は、莫大な災害関連事業の実施に

伴う財政状況への影響は避けられ、財政指標においても健全な状態を維持することができまし

た。その一方で、経常的な通常の行政サービス経費は、避難指示区域内での施設運営が休止状

況にあるのをはじめとして、震災以前に比べ減少しており、このことが経常収支比率の低下し

た要因の一つであって、財政構造の弾力性確保には至っていないことから、引き続き財政構造

の弾力性の確保に努めていく必要があります。 

今後とも東日本大震災に伴う復旧・復興を最優先に全市民生活の回復に向け、国県による復

興財源等を活用し、全力で取り組んでいくとともに、通常の事業においても普通交付税の特例

措置として合併算定替1 による増加額約１０億円が平成２８年度以降段階的に減少していく

ことや全国的に進む人口減少・高齢化により、新たな行政需要へ柔軟に対応できる財政構造構

築が不可避となっていることから、厳しい財政環境へと変化していくことが想定されますので、

限られた財源の中で、将来を見据えた計画的な財政運営に努めていく考えです。 

                                                   
1合併算定替・・・合併関係市町村がそのまま存続したものとした時の算定額（合併関係市町

村の合計額） 



 

 

 

 

 

 

 

第 ２  一 般 会 計 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



01 議会費
 01 議会費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 議会費 050-29 政務調査費交付金 4,089 一般財源 4,089 　市政に係る調査研究に要するため、政務調査費交付金を交付した。                              134

 事業内容                                                                              

 　友和会　　　　　　　１，８００，０００円                                               

(議会事務局) (前年度) 　改革クラブ　　　　　　　９００，０００円

　　　　― 　公明党南相馬市議団　　　３３６，２６１円

 　日本共産党議員団　　　　３３３，１０８円

0 　無会派　　　　　　　　　１８０，０００円

　無会派　　　　　　　　　１８０，０００円

　無会派　　　　　　　　　１８０，０００円

　無会派　　　　　　　　　１８０，０００円

 

 

01 議会費 500-29 議会だより発行事業 1,159 一般財源 1,159 　議会活動の状況を広く市民に周知し、議会に対する意識の高揚を図るため、議会だよりを発行 134

 した。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (議会事務局) (前年度) 　議会だより発行　　４回                                                            

1,040 　　　５月１日号　２９，４００部

 　　　８月１日号　２９，４００部

 　　１１月１日号　２９，４００部

　　　２月１日号　２９，４００部

 

 

01 議会費 502-20 議会インターネット配信事業 749 特定財源 700 　本会議の様子（録画を含む。）をインターネットで配信することで、市民がいつでも気軽に議 134

 　その他 700 会を知ることができる環境をつくり、幅広い層に対して市政への参画を動機付けた。          

 一般財源 49 事業内容                                                                              

 (議会事務局) (前年度) 　「議会インターネット配信」アクセス件数（４月～３月）

 736 　　　生中継　　　　６，１９２件

 　　　録画中継　　２１，８７２件

　　議会映像配信システム保守点検業務委託　　　　２０４，１２０円　

　　議会映像配信データリンク加工業務委託　　　　３２８，７５５円　

　　議会映像配信データ変換業務委託　　　　　　　２１５，９４０円

 

01 議会費           01 議会費

- 22 - - 23 -

決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 一般管理費 502-20 職員研修事業 11,453 特定財源 4,923 　質の高い行政サービスを提供するため、職員一人ひとりの資質の向上と能力の開発を図った。 134

 　その他 4,923 事業内容 

 一般財源 6,530 　基本研修　研修所研修（ふくしま自治研修センター　基礎力アップ研修等）　１５４人

 (総務課) (前年度) 　特別研修　市主催研修（管理職研修）　１４１人

 10,302 　派遣研修　長期研修（福島県、後期高齢者連合）  ２人

 　実務研修　各部・各区独自の研修計画に基づく実務専門研修等の実施　１７人

 

 

 

01 一般管理費 504-20 職員健康管理事業 27,023 特定財源 352 　職員の健康保持増進のため、各種検診等を実施した。 136

 　財産収入 352 事業内容                                                                              

 一般財源 26,671 　定期健康診断（職員・嘱託職員）　　４６０人

 (総務課) (前年度) 　人間ドック（４０歳以上）　　　　　２６７人

 22,001 　脳ドック（４０歳以上の偶数年齢）　１０９人

　子宮がん検診（２０歳以上）　　　　２０７人

 　乳がん検診（３０歳以上）　　　　　２５０人

 

 

02 文書広報費 600-20 広報発行事業 8,807 一般財源 8,807 　市の行政施策や事業内容を市民に分かりやすく正確に周知し、市政に対する理解と参加の向上 136

 を図るため、広報みなみそうまを月２回編集し、行政情報を全市民に提供した。

 事業内容

 (秘書課) (前年度) 　定刊号（１日号）及びお知らせ版（１５日号）発行

 7,984 　　発行頁数

　　　定刊号：２０頁、お知らせ版：１２頁

　　発行部数

　　　定刊号：２２，８００部、お知らせ版：２２，３００部

 

 

05 財産管理費 180-10 財政調整基金積立金 1,718,384 特定財源 352 　翌年度以降の行政需要に対応して安定した財政運営を行うため、基金の積立を行った。 138

 　財産収入 352 事業内容                                                                              

 一般財源 1,718,032 　平成２３年度末残高　　  １，５３５，６９６千円                                      

 (財政課) (前年度) 　積立額　　　　  　　　　１，７１８，３８４千円                                      

 1,642,825 　取崩額　　　　  　　　　１，２８７，４０４千円                                      

 　平成２４年度末残高　  　１，９６６，６７６千円                                      

 

 

05 財産管理費 202-10 東日本大震災復旧・復興基金積立金 7,122,928 特定財源 275,749 　東日本大震災からの早期復旧及び復興を推進するため、本市に寄せられた義援金を積立てた。 140

 　県支出金 77,202 事業内容                                                                             

 　財産収入 570 　平成２３年度末残高　  　２，４１０，６０１千円

 (財政課) (前年度) 　その他 197,977 　積立額　　　　  　　　　７，１２２，９２８千円

 2,410,601 一般財源 6,847,179 　取崩額　　　　  　　　　　　１９１，１４４千円

 　平成２４年度末残高　  　９，３４２，３８５千円

 

02 総務費           01 総務管理費

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ
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02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

05 財産管理費 204-10 みらい夢基金積立金 339,207 特定財源 339,207 　東日本大震災からの復興に向け、市民が将来に夢や希望を抱くことができる事業の推進を図る 140

 　財産収入 219,528 ため、東京都杉並区民等から本市に寄せられた義援金を積立てた。                          

 　その他 119,679 事業内容

 (財政課) (前年度) 　平成２３年度末残高　　  　　２４０，０８０千円    

240,080 　積立額　　　　　　  　　　　３３９，２０７千円

　取崩額　　　　  　　　　　　１１５，０００千円

　平成２４年度末残高　　  　　４６４，２８７千円

 

 

05 財産管理費 206-10 東日本大震災復興交付金基金積立金 11,106,141 特定財源 10,717,323 　東日本大震災からの復興を円滑かつ迅速に推進するため、東日本大震災復興交付金の交付に伴 140

 　国庫支出金 10,714,338 い、基金への積立てを行った。        

 　財産収入 2,985 事業内容

 (企画課) (前年度) 一般財源 388,818 　平成２３年度末残高　　１９，６１１，２４２千円

 19,611,242 　積立額　　　  　　　　１１，１０６，１４１千円

 （うち、平成２３年度事業精算分３８８，８１８千円）

 　取崩額　　　　　　　  　３，１６９，５３５千円

 　平成２４年度末残高　　２７，５４７，８４８千円

 

07 企画費 052-20 まちづくり活動支援事業補助金 584 特定財源 500 　まちづくりを担う人材や新たな協働のまちづくりを担う市民活動団体の育成及び市民活動団体 142

 　その他 500 が主体的に実施する交流事業等を行う団体に対し、経費の一部を助成した。                          

 一般財源 84 事業内容                                                                              

 (総務課) (前年度) 　①いきいき人づくり部門（補助率１／２以内、上限３００千円、同一事業で３年間） 

 　　　　―   　　事業主体　小高区小・中学校児童生徒親の会

　　　内　　容　こどもみらい塾実践事業（１６９千円×１／２）

 　②まちづくり市民活動部門                                                          

 　　・スタートコース（補助率４／５以内、上限１００千円、１回限り）     

 　　　　応募なし

 　　・ステップアップコース（補助率１／２以内、上限５００千円、同一事業で３年間）

    　　事業主体　 もとまつり実行委員会

　　　　内　　容　 もとまつり[コミュニティイベント等]（１，０５０千円×１／２）

 

02 総務費           01 総務管理費
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02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

07 企画費 057-20 コミュニティ助成事業補助金 13,600 特定財源 13,600 　財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業の助成決定事業者に対し補助金を交付する 142

 　その他 13,600 ことにより、市民の自主的コミュニティ活動の促進を図った。                                  

 事業内容                                                                              

 (総務課) (前年度) 　①コミュニティセンター助成事業（補助率３／５以内、上限１５，０００千円）

3,200     　事業主体　山下行政区（鹿島区）

 　　　内　　容　山下公会堂新築工事（２０，７９０千円×３／５）

 　②一般コミュニティ助成事業（補助率１０／１０以内、補助額１，０００千円から２，５００

　　千円まで）

    　事業主体　四区子ども手踊り保存会（鹿島区）

　　　内　　容　伝統行事備品購入（１，３００千円×１０／１０）

 　③青少年健全育成助成事業（補助率１０／１０以内、補助額３００千円から１，０００千円ま

　　で）

    　事業主体　二見町１行政区（原町区）

　　　内　　容　親子参加安達太良山ウォーキング（３０４千円×１０／１０）

 

 

07 企画費 502-20 公共事業評価事業 105 一般財源 105 　公共事業の実施の必要性及び有効性等を確認するとともに、評価の過程を市民に明らかにする 142

 ことにより、市民に対する説明責任を遂行し、もって行政サービスの質的向上を図るため、市が

 新たに実施する５億円以上の事業を対象として公共事業評価を実施した。

 (企画課) (前年度) 事業内容

　　　　― 　開催日　　平成２４年９月２７日（木）

 　対象案件　下太田工業用地造成事業

 

 

07 企画費 522-20 再生可能エネルギー導入促進事業 1,311 一般財源 1,311 　南相馬市復興計画に基づき、原子力から再生可能エネルギーへの転換やその拠点づくり、省エ 142

 ネルギー政策の推進など環境との共生を目指すため、再生可能エネルギーの導入促進を図った。

 事業内容

 (新エネルギー推進課) (前年度) 　南相馬市再生可能エネルギー推進ビジョン策定等に係る経費

 　　　　―

 

07 企画費 525-20 屋内プール緊急整備事業 23,137 特定財源 5,250 　子どもたちの遊び場の確保や高齢者も含めた市民の健康増進のため、市が取得した休館中の屋 142

 　財産収入 5,250 内プール施設の再開に向けて、緊急的な整備を図った。                              

 一般財源 17,887 事業内容                                                                              

 (企画課) (前年度) 　施設の点検及び修繕工事に係る負担金　１４，７３４千円

 　　　　― 　施設備品譲受けに伴う代金　　　　　　　８，４００千円

   施設運営団体　ＮＰО法人 フロンティア南相馬

 　施設運営期間　平成２５年１月７日～平成２５年３月３１日（休館日：毎週水曜日）

 　施設利用者数　延べ４，０４６人

 

02 総務費           01 総務管理費
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02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

09 交通対策費 050-20 交通対策協議会運営費補助金 1,600 一般財源 1,600 　交通事故の撲滅のため、市内の交通安全上の諸問題について総合的かつ効果的な対策を実施し、 146

 これを推進するとともに市民運動を展開する南相馬市交通対策協議会に対し補助金を交付した。

 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　事業主体　南相馬市交通対策協議会                                                    

 316 　補助率　　定額                                                                      

 　内　容　　南相馬市交通安全市民大会の開催、交通安全街頭活動                          

 

 

11 鹿島区自治振興費 601-50 まごころセンター改築事業（鹿島区） 16,118 特定財源 12,894 　南相馬市まごころセンターについて、従来の機能に周辺地域の新たな需要である交流機能を加 148

 　その他 12,894 えた安全な施設として改築するため、改築実施設計業務委託と地質調査業務委託を行った。

 一般財源 3,224 事業内容                                                                              

 (鹿島区地域振興課) (前年度) 　事業期間　平成２４年度から平成２６年度                                              

 　　　　― 　平成２４年度事業                                                                    

 　　実施設計委託　１２，６００千円                                                    

 　　地質調査委託　　３，５１８千円                                                    

 　平成２５年度及び２６年度事業                                                        

 　　既存施設の取り壊し及び建築工事等                                                  

 

 

13 諸費 056-30 集会施設整備事業補助金（小高区） 126 一般財源 126 　活力と魅力のある行政区の維持・発展のため、集会施設の整備を必要とする行政区及び東日本              150

大震災により集会施設が被災した行政区に対し、集会施設の整備を支援した。

 事業内容                                                                              

(小高区地域振興課) (前年度) 　東日本大震災よる改修（補助率４/５以内、上限２，４００千円）

 　　　　― 　　①南鳩原公会堂

 　　　事業主体　南鳩原行政区                                                              

 　　　内　　容　屋根瓦修繕工事           

　　　補助金額　１２６千円

 

02 総務費           01 総務管理費
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02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

13 諸費 056-50 集会施設整備事業補助金（鹿島区） 830 特定財源 190 　活力と魅力のある行政区の維持・発展のため、集会施設の整備を必要とする行政区及び東日本              150

 　その他 190 大震災により集会施設が被災した行政区に対し、集会施設の整備を支援した。

 一般財源 640 事業内容

 (鹿島区地域振興課) (前年度) 　通常の改修（補助率１／２以内、上限１，５００千円）

 12,807 　　①牛河内公会堂

 　　　事業主体　牛河内行政区                                                            

 　　　内　　容　 トイレ改修工事                      

 　　　補助金額　１９０千円

　東日本大震災による改修（補助率４／５以内、上限２，４００千円）

 　　①寺内公会堂

 　　　事業主体　寺内行政区                                                                

 　　　内　　容　屋根補修工事           

 　　　補助金額　１６０千円                                                                

 　　②浮田公会堂

 　　　事業主体　浮田行政区                                                                

 　　　内　　容　間仕切り修繕工事

 　　　補助金額　３６５千円                                                                

 　　③車川公会堂

 　　　事業主体　車川行政区                                                                

 　　　内　　容　屋根修繕工事     

　　　補助金額　１１５千円                                                                

 

02 総務費           01 総務管理費
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02 総務費
 01 総務管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

13 諸費 056-70 集会施設整備事業補助金（原町区） 4,432 特定財源 4,432 　活力と魅力のある行政区の維持・発展のため、集会施設の整備を必要とする行政区及び東日本              150

 　その他 4,432 大震災により集会施設が被災した行政区に対し、集会施設の整備を支援した。

 事業内容

 (総務課) (前年度) 　通常の改修（補助率１／２以内、上限１，５００千円）

 12,772 　　①大木戸１公会堂

 　 　 事業主体　大木戸１行政区

 　　　内　　容　増築工事           

　　　補助金額　２５９千円

 　東日本大震災による修繕（補助率４／５以内、上限２，４００千円）

 　　①益田公会堂

 　　　事業主体　益田行政区                                                              

 　　　内　　容　建具等修繕工事      

 　　　補助金額　５８６千円

　　②馬場公会堂

 　　　事業主体　馬場行政区                                                            

　　　内　　容　屋根修繕工事

 　　　補助金額　４３６千円

　　③北長野集会所

 　　　事業主体　北長野行政区                                                              

 　　　内　　容　瓦・壁・床修繕工事              

　　　補助金額　２，０１２千円

　　④北新田公会堂

　　　事業主体　北新田行政区                                                            

　　　内　　容　屋根・外壁等修繕工事          

　　　補助金額　１，１３３千円

　　⑤深野公会堂

　　　事業主体　深野行政区                                                            

　　　内　　容　壁修繕工事

　　　補助金額　２１８千円

 

02 総務費           01 総務管理費
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02 総務費
 07 東日本大震災対策費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 災害対策総務費 500-20 東日本大震災追悼式実施事業 1,396 特定財源 1,396 　東日本大震災により犠牲になられた方々に対し哀悼の意を捧げるとともに、全国から寄せられ 160

 　その他 1,396 た様々な支援に感謝し、復興に向けて力強く歩む機会とするため、追悼式を開催した。        

 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　東日本大震災追悼式の開催                                                            

 1,694 　開催日　　平成２５年３月１１日                                                    

　参列者数　７６８人

　会　場　　南相馬市民文化会館

 

 

01 災害対策総務費 501-20 災害記録編纂事業 7,329 特定財源 5,863 　東日本大震災における南相馬市の災害状況を、後世に伝え、残すため、写真、体験談など様々 160

 　その他 5,863 な震災の記録を収集・編纂し、南相馬市災害記録誌を作成した。            

 一般財源 1,466 事業内容                                                                              

 (危機管理課) (前年度) 　災害記録編纂業務委託                                                                

　　　　― 　　南相馬市災害記録誌　５００部

 

 

01 災害対策総務費 502-20 災害派遣職員受入事業 289,575 一般財源 289,575 　東日本大震災からの復旧・復興を推進するため、地方自治法第２５２条の１７の規定に基づき 160

 他自治体から本市への職員の派遣協力を受けた。                                     

 事業内容                                                                              

 (総務課) (前年度) 　派遣職員の受入に伴う負担金等                                              

 57,364 　受入人数　２８人（H２５．３．３１現在）                                  

 　派遣元自治体　１８団体                                                            

 　　　　　　　　（杉並区・千代田区・島田市・牧之原市・七尾市・三条市・小千谷市・    

 　　　　　　　　　糸魚川市・鹿沼市・佐野市・所沢市・南砺市・笛吹市・近江八幡市・    

 　　　　　　　　　知多市・うきは市・倉敷市・燕市）                                  

 

 

01 災害対策総務費 503-20 復興計画推進調査事業 28,571 特定財源 21,427 　 市復興計画に掲げた各種施策等の推進に必要な調査を実施した。                          160

 　その他 21,427 事業内容                                                                              

 　一般財源 7,144  　南相馬市復興計画推進プログラム構築支援業務委託                                   

 (企画課) (前年度) 　　  委託先　（株）千代田コンサルタント 南相馬事務所  　委託費　１５，０２６千円

 　　　　― 　復興計画推進調査事業　河川整備計画基礎調査業務委託                                     

　　  委託先　（株）千代田コンサルタント 南相馬事務所 　 委託費　　３，５７０千円

  南相馬市再生可能エネルギー推進ビジョン策定業務委託

　　  委託先　（株）竹中工務店 東北支店                  委託費　　９，９７５千円

 

02 総務費           07 東日本大震災対策費

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

- 36 - - 37 -



02 総務費
 07 東日本大震災対策費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

01 災害対策総務費 505-50 再生可能エネルギー設備導入事業 840 特定財源 840 　本市の再生可能エネルギーの推進や災害時における防災拠点機能の最低限の機能維持・強化を 160

 （鹿島保健センター）（鹿島区） 　県支出金 840 図る観点から、公共施設に再生可能エネルギー設備を導入した。                    

 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　鹿島保健センターへの太陽光発電設備、蓄電池の導入に係る設計業務委託　８４０千円

 　　　　―

01 災害対策総務費 506-50 再生可能エネルギー設備導入事業 1,313 特定財源 1,313 　本市の再生可能エネルギーの推進や災害時における防災拠点機能の最低限の機能維持・強化を 160

 （鹿島区役所）（鹿島区） 　県支出金 1,313 図る観点から、公共施設に再生可能エネルギー設備を導入した。                    

 事業内容                                                                              

 (鹿島区地域振興課) (前年度) 　鹿島区役所への太陽光発電設備、蓄電池の導入に係る設計業務委託  １，３１３千円

 　　　　―

 

01 災害対策総務費 507-70 再生可能エネルギー設備導入事業 840 特定財源 840 　本市の再生可能エネルギーの推進や災害時における防災拠点機能の最低限の機能維持・強化を 160

 （原町保健センター）（原町区） 　県支出金 840 図る観点から、公共施設に再生可能エネルギー設備を導入した。                    

 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　原町保健センターへの太陽光発電設備、蓄電池の導入に係る設計業務委託　８４０千円

 　　　　―

 

01 災害対策総務費 509-20 移転促進区域等土地権利等調査事業 33,632 特定財源 26,929 　円滑な復興事業の推進のため、土地改良事業、再生可能エネルギー事業、復興工業団地造成事 160

 　その他 26,929 業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業に係る事業用地の権利等調査を実施し、土地情

 一般財源 6,703 報を一元管理できる体制を構築し、各事業用地の履歴等の情報管理及び調整を行った。

 (都市計画課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　市内災害危険区域（１，９８０ｈａ）の土地情報の整備

 

02 総務費           07 東日本大震災対策費
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02 市民生活対策費 050-20 浄化槽設置整備復興事業補助金 12,976 特定財源 9,597 　東日本大震災により被害を受けた者に対する住宅等再建の支援及び生活排水による公共用水域 162

 　その他 9,597 の水質汚濁を防止するため、被災者に対し、低炭素社会対応型合併処理浄化槽の設置費用の一部

 一般財源 3,379 及び被災により使用不能となった合併処理浄化槽の撤去費用の一部を補助した。

 (下水道課) (前年度) 事業内容

 　　　　― 　【設置費補助】

 　　　　　　設置基数　　　　　補助金額

 　　小高区　　　２基　　　　７４６千円                                          

 　　鹿島区　　　６基　　２，３２０千円                                          

 　　原町区　　２３基　　９，７３０千円                                          

 　　合　計　　３１基　１２，７９６千円                                          

 　【撤去費補助】                                                                      

 　　　　　　撤去基数　　　　　補助金額

 　　小高区　　　０基　　　　　　０千円                                          

 　　鹿島区　　　２基　　　　　６０千円                                          

 　　原町区　　　４基　　　　１２０千円                                          

 　　合　計　　　６基　　　　１８０千円                                          

 

 

 

02 市民生活対策費 501-20 災害関連広報活動事業 16,597 特定財源 16,597 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故に伴う不安を解消するため、従来の広報みなみ 162

 　その他 16,597 そうまを増ページ及び増刷し、全市民に情報を提供した。

 事業内容                                                                              

 (秘書課) (前年度) 　災害に関する情報の提供

 　　　　― 　　広報みなみそうまに災害関連情報を掲載し、全世帯に情報を提供した。

　　　定刊号増頁：５４頁／年　　　　　お知らせ版増頁：４４頁／年

　　　定刊号増刷：７，２００部／月　　お知らせ版増刷：７，７００部／年

　　（市外避難者については、郵送して広報紙を届けた。）

 

02 市民生活対策費 502-20 市外避難者支援事業 7,577 特定財源 7,577 　市外避難者の不安を解消するため、避難者受入自治体において懇談会を開催し、適切な情報提 162

 　その他 7,577 供に努めた。                                                              

 事業内容                                                                              

 (企画課) (前年度) 　懇談会の開催（計６回、２７会場で開催：参加者４８０人）

 　　　　―

 

02 市民生活対策費 600-20 応急仮設住宅ごみ分別収集事業 14,228 特定財源 14,228 　避難先での生活環境の確保のため、応急仮設住宅において、避難前と同様のごみ分別収集を実 162

　その他 14,228 施した。

 事業内容                                                                              

 　応急仮設住宅ごみ分別収集運搬業務委託                                                

 (生活環境課) (前年度)

 　　　　―
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03 災害廃棄物対策費 500-20 災害廃棄物処理対策事業（生活環境課） 2,659,592 特定財源 1,936,648 　被災者の生活再建と生活環境の確保のため、東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理す 162

 　国庫支出金 1,852,140 ることにより、速やかな復旧を図った。

 　県支出金 60,770 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　その他 23,738   災害廃棄物仮置場設置　８か所　４７．７ｈａ

 1,070,603 一般財源 722,944 　　　　　　　　　　　　（鹿島区　４か所　１１．７ｈａ　原町区　４か所　３６．０ｈａ）

 　災害廃棄物の処理状況（平成２５年３月３１日現在）　　　

 　　２３年度　５０９，５７３トン（保管量５０２，５１９トン、処理量　　７，０５４トン）

 　　２４年度　５４５，８３８トン（保管量３５４，１９７トン、処理量１９１，６４１トン）

 　　　計　１，０５５，４１１トン（保管量８５６，７１６トン、処理量１９８，６９５トン）

 

 

03 災害廃棄物対策費 500-21 災害廃棄物処理対策事業（農林水産課） 1,760,077 特定財源 1,386,407 　農用地の保全のため、東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理することにより、速やか 162

 　国庫支出金 1,342,364 な復旧を図った。

 　県支出金 44,043 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 一般財源 373,670 　農地等に堆積した瓦礫の処理経費                                                      

 　　　　―

 

03 災害廃棄物対策費 500-22 災害廃棄物処理対策事業（土木課） 953,600 特定財源 414,338 　被災者の生活再建と生活環境の確保のため、東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理す 162

 　国庫支出金 401,176 ることにより、速やかな復旧を図った。

 　県支出金 13,162 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 一般財源 539,262 　倒壊危険家屋及び瓦礫の処理経費                                                      

 　　　　―

 

 

03 災害廃棄物対策費 500-23 災害廃棄物処理対策事業（都市計画課） 4,074 特定財源 3,786 　都市公園内の安全確保のため、東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理することにより 162

 　国庫支出金 3,666 速やかな復旧を図った。

 　県支出金 120 事業内容                                                                              

 (都市計画課) (前年度) 一般財源 288 　北泉海浜総合公園内にある倒壊危険家屋の処理経費                                      

 　　　　― 　トイレ及びシャワー施設　２棟                                                        

 

 

04 健康福祉対策費 501-29 高齢者見守り等支援緊急通報システム 478 特定財源 477 　東日本大震災により、同居している家族が避難しているため、一人もしくは高齢者等のみ世帯 164

 設置事業 　県支出金 477 で仮設住宅等へ入居した方へ緊急通報装置を貸与し、在宅での自立した生活を支援した。

 一般財源 1 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 　対象者　　概ね６５歳以上の仮設住宅もしくは市内の民間借上住宅等へ入居となった方で、日

 75 　　　　　　常生活上安全確保が必要な方                                                 

 　内　容　　緊急通報装置一式（機器本体＋ペンダント、もしくは携帯電話型機器）の貸与      

 　　　　　　受信センターで２４時間３６５日対応し、定期的に呼びかけコールする。          

 　貸与台数　１５台 (平成２５年３月末現在)
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04 健康福祉対策費 502-20 高齢者見守り等支援循環バス運行事業 7,944 特定財源 7,925 　仮設住宅地域と市内の病院や公共施設等を巡回するバスを運行することにより、仮設住宅等に 164

 　県支出金 7,925 入居している高齢者等の閉じこもり防止や生活支援を図った。

 一般財源 19 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度)   運行期間　平成２４年４月２日～平成２５年３月２９日まで（祝日を除く毎週月水金運行）

 4,185 　運行日数　１４４日

 　乗車人数　４，０３０人

 　

 

04 健康福祉対策費 504-20 高齢者見守り等支援健康増進事業 494 特定財源 494 　仮設住宅及び民間借り上げ住宅に避難する市民の健康維持を図るため、高血圧予防、生活不活 164

 　県支出金 494 発病等対策を実施した。                                                             

 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　仮設住宅認知症予防健康教育　３４回　３８９人

 　　　　― 　自由参加型サロンいちに～のさんぽ　１１１回　１，８９４人

 　お口さわやかサロン　５１回　６３７人 

 

 

04 健康福祉対策費 505-29 東日本大震災遺児等支援金支給事業 17,300 特定財源 17,300 　東日本大震災により親を亡くした子どもたちが健やかに成長することを願い、生活の安定と福 164

 　その他 17,300 祉の向上を図ることを目的に支援金を支給した。                                          

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　対象者                                                                              

 19,100 　　平成２３年３月１１日現在本市に住所を有し、東日本大震災により両親またはその一方を亡

 　くした孤児及び遺児 （１８歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある者に限る）

 　対象人数                                                                            

 　　孤児３人　遺児５５人（当初５３人、その後災害関連死認定により２人増）　合計５８人 

 

 

04 健康福祉対策費 506-20 保健医療専門職等雇用事業 6,077 特定財源 6,014 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による被災者を対象に健康状態の把握や各種指 164

 　県支出金 6,014 導、相談等を行うことにより、健康状態の悪化予防や健康不安の解消、住民同士の交流を図った。

 一般財源 63 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　各種教室、相談、訪問のための常勤の看護師１人、栄養士１人を雇用した。

 　　　　―
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04 健康福祉対策費 507-20 被災市町村健康推進事業 6,103 特定財源 6,102 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による被災者を対象に健康状態の把握や各種指 164

 　県支出金 6,102 導、相談等を行うことにより、健康状態の悪化予防や健康不安の解消、住民同士の交流を図った。

 一般財源 1 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　仮設住宅集会所料理教室　２４回　男性のための料理教室　１２回

　　　　― 　高血圧予防イベント　１１０人

 　学童期を対象とした歯磨き教室　１６回　８３０人

 　被災乳幼児健康相談 （随時実施） ３３２件

 　親子ふれあい事業（リトミック教室）　１２回　１８７人

　自分のからだは自分で守る事業

　　ノルディックウォーキング教室　７回　７８人

　　メンズ限定！マシンに頼らない『脱！メタボ　肉体改造講座　６回　４４人

　　はるみ先生のリフレッシュ講座　２回　３０人

　　笑ウ健康教室　４回　１１９人

　　高血圧予防事業　　高血圧予防に関するチラシおよびＤＶＤ作成

　健康づくりリーダー育成及び健康づくり組織支援事業

　　健康運動普及サポーター養成講座　　　６回　１４７人

　　元気モリモリ！もりあげ隊研修　　　１１回　２１５人

 　　健康づくり自主グループ活動支援　　３８回　４２２人

 　健康相談                                                                            

 　　仮設住宅・借り上げ住宅入居者の健康調査及び継続訪問（健康調査１，５９１人　継続訪問  

　　４，６８２人）

 　　在宅高齢者の健康調査                                                                

 

 

04 健康福祉対策費 508-20 健診受診率向上対策事業 625 特定財源 624 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による健康不安の解消や健康の保持増進を図る 164

 　県支出金 624 ため、定期的な健（検）診受診により自分の健康状態を確認し必要な対処をしていけるよう、健

 一般財源 1 （検）診受診を勧奨した。                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　各種健（検）診のお知らせを作成し、広報と一緒に配布した。パンフレットやチラシを作成

し、健康教育等の機会を利用し配布した。

 

 

04 健康福祉対策費 509-20 県外避難者健診体制整備事業 162 特定財源 162 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故による健康不安の解消や健康の保持増進を図る 164

 　県支出金 162 ため、定期的な健（検）診受診により自分の健康状態を確認し必要な対処をしていけるよう、県

 外避難者の健（検）診機会を確保した。                                                  

 (健康づくり課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　がん検診受診者数　３５人
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05 地域産業対策費 050-30 被災農家経営再開支援事業補助金 234,510 特定財源 234,510 　東日本大震災に伴う農地等の復旧作業を共同で行う農業者に対し、地域農業復興組合を通じて 164

 （小高区） 　県支出金 234,510 その活動に応じ経営再開を支援した。                                                    

 事業内容                                                                              

 (前年度) 　被災農家経営再開支援事業補助金                                                      

 (小高区産業建設課) 　　　　― 　（津波被災農地５４１．５ｈａ、原発被災農地９１８．６ｈａ）                        

 　補助金　定額                                                                        

　　　　交付対象組合等　　　　　　　　　　　金額　　　　　　　　事業内容

　　ふるさと小高区地域農業復興組合　１２４，１６４，４６５円　　５４１．５ｈａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水田５１４．８ｈａ、畑２６．７ｈａ）

　　小高区ふるさと農地復興組合　　　１１０，２３６，３３０円　　９１８．６ｈａ（水田）

　　市町村事務費　　　　　　　　　　　　　　１０９，５９７円　　（消耗品）

 　　　　合　　計　　　　　　　　　　２３４，５１０，３９２円

 

05 地域産業対策費 050-50 被災農家経営再開支援事業補助金 354,806 特定財源 354,806 　東日本大震災に伴う農地等の復旧作業を共同で行う農業者に対し、地域農業復興組合を通じて 164

 （鹿島区） 　県支出金 354,806 その活動に応じ経営再開支援金を交付した。                                              

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　被災農家経営再開支援事業補助金                        

 286,520 　（津波被災農地９９３．００ｈａ、原発被災農地３１．９５ｈａ）    

 　補助金　定額                                                                        

 　　交付対象組合等　　　　        金額　　　　        事業内容

 　　鹿島地域農業復興組合　２０４，６５７，０００円　　ガレキ撤去

 　　八沢地域農業復興組合　１４６，１１３，０００円　　ガレキ撤去

 　　鹿島地域農業復興組合　　　３，８３８，２２２円　　除草

 　　市町村事務費　　　　　　　　　１９７，２９２円　　事務費

 　　　　合　　計　　　　　３５４，８０５，５１４円

 

 

05 地域産業対策費 050-70 被災農家経営再開支援事業補助金 481,532 特定財源 481,532 　東日本大震災に伴う農地等の復旧作業を共同で行う地域農業復興組合に対し、その活動に応じ 164

 （原町区） 　県支出金 481,532 経営再開支援金を交付した。                                             

 事業内容                                                                              

 (農林放射線対策課) (前年度) 　被災農家経営再開支援交付金                                        

 190,734 　（津波被災農地７９４．２０ｈａ、原発被災農地１，６５６．００ｈａ）    

　交付金　定額                                                                        

 　　交付対象組合等　　　　　　　　　金額　　　　　　　事業内容

 　　原町区地域農業復興組合　２８３,３４７,７３２円　　津波ガレキ除去

 　　原町区農地保全復興組合　１９７,２９８,９３１円　　除草

 　　市町村事務費　　     　　　　　８８５,６４３円　　事務費

 　　　　合　　計　　　　　　４８１,５３２,３０６円
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05 地域産業対策費 051-20 震災対策特別資金信用保証料補助金 21,493 特定財源 21,493 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故の影響で業績が悪化した事業者に対する融資制 164

 　その他 21,493 度の利用者に係る信用保証料の一部を助成することで、事業の継続を支援した。        

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　対象融資制度　ふくしま復興特別資金                                                  

 74,589 　　　　　　　　国の東日本大震災復興緊急保証制度                                      

 　補助額　　　　信用保証料相当額（上限額５０万円）                                      

 　補助件数　　　７６件                                                              

 

 

05 地域産業対策費 052-20 ロボット産業協議会運営費補助金 500 特定財源 500 　地域の工業生産を回復させ、基盤産業の機械工業関連産業の復興施策として、原発の廃炉、除 164

 　その他 500 染作業などに使用するロボット技術高度化研究施設に対応することで、新分野の進出を促進する

 ため、地域へのロボット産業の導入を促進する南相馬ロボット産業協議会の運営に対し補助金を 

 (商工労政課) (前年度) 交付した。

　　　　― 事業内容                                                                              

　事業主体　南相馬ロボット産業協議会

　補助率　　定額

 

 

05 地域産業対策費 055-50 農と福祉の連携によるシニア能力活用 754 特定財源 754 　仮設住宅の近くに仮設住宅入居者を対象とした農園を設置し、農村高齢者の指導のもとで、農 166

 モデル事業補助金（鹿島区） 　国庫支出金 754 作業を行う環境整備を行い、入居者の交流・心身のケアや新たな活動・就労の機会を創出した。

 事業内容                                                                              

 (前年度) 　事業主体　特定非営利活動法人　公共政策支援団                                        

 (鹿島区産業建設課) 3,806 　内　容　　仮設住宅入居者等が協働で行う農園活動の企画・運営                          

 　　　　　　高齢者等が農作業をしやすい営農環境の整備                                  

 　　　　　　農園の実践活動                                                            

 　　　　　　農村高齢者、先進農家等による農業技術指導の実施                            

 　事業費　　７５４千円                                                            

 　補助率　　１０／１０                                                                

 

 

05 地域産業対策費 057-50 園芸産地等復興支援事業補助金（鹿島区） 3,673 特定財源 3,673 　東日本大震災等により園芸畑作物の産地においては、壊滅的な被害を受け、産地再生には風評 166

 　県支出金 3,673 被害も伴い厳しい状況にある。その中で園地設備や施設の導入等を支援し、生産者の早期所得確

 保対策を図るとともに、園芸産地の復興を推進した。                                      

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　栽培管理用水源（井水）整備                                                          

 　地被植物の親株購入                                                                  

 　　総事業費　　　　４，１１９，９９０円                                    

 　　補助対象事業費　４，０８１，１４０円                                    

 　　補助率　９／１０以内                                                              

 　　事業主体　個人生産者                                                              
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05 地域産業対策費 058-20 避難農業者一時就農等支援事業補助金 1,450 特定財源 1,450 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故により避難している被災農業者が、ふるさとに 166

 　県支出金 1,450 戻り営農を再開できるまでの間、避難先等において一時的に農業経営を開始するため費用の一部

 を補助した。

 (農林水産課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　補助対象者　２人　（内訳）１，０００千円　１人                                

 　　　　　　　　　　　　　　　　４５０千円　１人                                

 

 

05 地域産業対策費 059-20 東日本大震災農業生産再生対策事業 19,175 特定財源 19,175 　東日本大震災からの農業生産の復旧等を図るため、共同利用施設の修繕に要する費用の一部を 166

 補助金 　県支出金 19,175 補助した。                                                                            

 事業内容                                                                              

 (前年度) 　耕種作物共同利用施設整備（鹿島ＣＥ、原町ＣＥ）                                      

 (農林水産課) 　　　　― 　　事業主体　そうま農業協同組合                                                    

 　　業務内容　穀類乾燥調整施設の修繕にかかる補助事業の県嵩上げ補助                  

 　　事業費　　５９，０００千円                                                      

 　　国交付金　２９，５００千円                                                      

 　　補助率　　国交付金の６５％以内                                                  

 　　補助金　　１９，１７５千円                                                      

 

 

05 地域産業対策費 100-20 農山漁村地域復興基盤総合整備事業 3,938 一般財源 3,938 　東日本大震災により被災した農地・農業用施設復旧のため、県営農山漁村地域復興基盤総合整 166

 負担金 備事業に対し、市負担金を拠出した。                                                    

 事業内容                                                                              

 (前年度) 　県営農山漁村地域復興基盤総合整備事業                                                

 (農林水産課) 　　　　― 　　内　容　調査測量設計費                                                            

 　　地　区　金沢・北泉地区                                                            

　　事業費　３５，０００千円                                                            

 　　負担率　国７５．０％、県１３．７５％、市１１．２５％、受益者０％                  

 

 

05 地域産業対策費 500-20 水産業共同利用施設復興整備事業 2,115 特定財源 1,239 　真野川漁港共同利用施設として漁船保全修理施設（附帯設備含む）の実施設計等を行った。 166

 　その他 1,239 事業内容                                                                              

 一般財源 876 　漁船保全修理施設実施設計、上水道給水管布設工事設計等を行った。

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　　事業費　４９，８００千円                                                          

 　　　　― 　工事、港内地質調査について、繰越で２５年度施工
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05 地域産業対策費 501-20 被災地域農業復興総合支援事業（効果 19,344 特定財源 15,475 　津波により被災した農業用施設の再整備や新たな取り組みにより生産された農産物を最大限に 166

 促進事業） 　県支出金 15,475 活用し復興に結び付けてゆくために、特産品開発・加工品開発を行った。また、開発された産品

 一般財源 3,869 の販路開拓を目的とした企画・営業・販売の人材育成を行った。                    

 (サービスエリア利活用推進課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　被災地域農業復興総合支援業務委託

 

 

05 地域産業対策費 505-20 民間経済復興活動支援事業 1,000 特定財源 1,000 　民間事業者等が南相馬市の経済復興を主たる目的として実施する活動を支援し、南相馬市のイ 166

 　その他 1,000 メージアップと復興における機運醸成を行い、南相馬市の経済復興を図る一助とした。

 事業内容                                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　復興活動等実施に対する報償金支給                                                   

　　　　― 　　県外（隣接県以外）　１００千円×１０件

 

 

05 地域産業対策費 506-20 復興支援ツアー誘致事業 2,237 特定財源 2,237 　観光客誘客を促進し、原発事故風評被害の払拭、市内消費拡大による地域経済の復興を図るた 166

 　その他 2,237 め、委託事業により首都圏等からの復興支援ツアー誘致事業を実施した。                    

 事業内容                                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　復興支援ツアー誘致業務委託                                                          

 　　　　― 　　委託先　社団法人　原町観光協会

 

05 地域産業対策費 507-20 南相馬コミュニティＦＭ開設調査事業 117 特定財源 117 　東日本大震災に伴う臨時災害放送（みなみそうまさいがいＦＭ）をコミュニティＦＭに移行し 166

 　その他 117 て開局するための調査を実施した。                                                      

 一般財源 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　関係機関等との運営に関する検討会の開催                                            

 　　　　― 　　先進事例の調査研究                                                                

 

 

05 地域産業対策費 509-20 被災農家経営農業機械・施設等貸付 156,706 特定財源 120,333 　被災農業経営体に対し農業機械及び農業施設等を貸与することにより、被災地域における農業 166

 支援事業 　県支出金 120,333 の復興を支援した。                                                       

 一般財源 36,373 事業内容                                                                              

 (前年度) 　植物工場の設置　６６０㎡　２棟 １１４,９７５,０００円

 (農林放射線対策課) 　　　　― 　農業機械（トラクタ３台、ブロードキャスタ２台、マニアスプレッダ２台、ねぎ移植機一式

 等２１台）　４１，７３１，２００円
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05 地域産業対策費 511-20 地域農業経営再開復興支援事業 6,106 特定財源 5,980 　被災地域において中心となる経営体の経営再開と地域農業の復興を図るため、農地集積等に必 166

 　県支出金 5,980 要な取り組みを支援するためマスタープランを作成した。                                  

 一般財源 126 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　経営再開マスタープランの作成                                                        

 1,642 　農家に対する営農意向等の確認調査                                                    

 　関係機関等によるプラン検討会の開催                                                  

 

 

05 地域産業対策費 514-20 復興工業団地整備事業 60,166 特定財源 48,132 　復興計画に基づき、工業団地の整備を進めるための基本計画の策定を実施した。        166

 　その他 48,132 事業内容                                                                              

 一般財源 12,034 　南相馬市復興工業団地（渋佐・萱浜）事業測量・基本計画業務委託

 (商工労政課) (前年度)

　　　　―

 

06 住宅対策費 017-20 仮設住宅管理一般経費 27,019 特定財源 27,019 　南相馬市内仮設住宅集会所等における共益費等を負担することで仮設住宅入居者の生活の安定 168

 　県支出金 23,940 を図った。

 　その他 3,079 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　応急仮設維持管理事業

 32,900 　管理戸数　建設型仮設　２，７８３戸　（３０団地）

 　　　　　　市営住宅仮設　　　８２戸　（　７団地）

 

 

06 住宅対策費 050-20 地域新エネルギー導入支援事業補助金 22,688 特定財源 22,688 　新エネルギーに対する市民の関心を高め太陽光発電の普及促進を図るため補助金を交付した。 168

 　国庫支出金 9,966 事業内容                                                                              

 　その他 12,722 　補助基準　　４５，０００円／１ｋｗ                                                  

 (建築住宅課) (前年度) 　限度額　　１８０，０００円（４ｋｗ限度）                                            

 4,049 　実績件数　１３１件

 

 

06 住宅対策費 051-20 復興住宅施設建設促進事業補助金 39,258 特定財源 31,406 　東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故の影響により、市内の住宅ストックが大きく 168

 　その他 31,406 減少し、復旧・復興に従事する作業員などが宿泊する場所確保が困難なことから、新たな宿泊  

 一般財源 7,852 施設の整備を促進するため、宿泊施設を整備した事業者に対し補助金を交付した。              

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　復興住宅施設建設促進事業                                                            

 　　補助率　　一戸あたり対象経費の１０％（５０万円限度）                              

 　　交付件数　１１４戸                                            
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06 住宅対策費 052-20 がけ地近接等危険住宅移転事業補助金 13,645 特定財源 10,234 　東日本大震災による津波被害により設定された「災害危険区域」より、個人移転する方へ移転 168

 　その他 10,234 費用の一部を助成した。                                                                

 一般財源 3,411 事業内容                                                                              

 (建築住宅課) (前年度) 　実績件数（移転完了）　３件

 　　　　― 　除却費　　　　　７８０千円／戸                                                    

 　建物助成費　７，０８０千円／戸                                                    

 　（限度額：建物４，４４０千円、土地２，０６０千円、敷地造成５８０千円）              

 　

 

06 住宅対策費 100-20 復興公営住宅整備計画策定事業県負担金 30,975 特定財源 24,780 　東日本大震災による被災者のための恒久住宅を確保するため、国・県と連携し避難者や関係市 168

 　その他 24,780 町村の意向・課題を確認しながら、住宅供給に関する基本的な方針や供給量、供給手法、整備体

 一般財源 6,195 制等の調整を行った。                                                                    

 (建築住宅課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　県で実施した災害公営住宅整備計画策定に伴う事業負担金

 

 

06 住宅対策費 500-20 防災集団移転促進事業 854,599 特定財源 721,394 　東日本大震災に伴う津波による災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、集団移転を促進 168

 　その他 721,394 することが適当であると認められる区域の住民を対象に、安全な居住地への集団移転の促進によ

 一般財源 133,205 り、住民の生命、身体及び財産を災害から守る為、復興事業の推進を図った。

 (都市計画課) (前年度) 事業内容

 　　　　― 　移転先

 　　測量設計（鹿島区１１地区、原町区８地区）

 　　造成工事（鹿島区２地区、原町区２地区）

 　　用地取得（鹿島区７地区、原町区４地区）

 　　移転者に対する各種補助　４９件

 　移転元

　　移転促進区域の買取り　１０件

 

 

06 住宅対策費 501-20 （仮称）大町第一災害公営住宅整備事業 18,277 特定財源 15,992 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を軽減させる 168

 　その他 15,992 ため、災害公営住宅の整備を図っている。

 一般財源 2,285 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　場所　原町区大町（市立病院跡地）

 　　　　― 　面積　４，２０４．００㎡

 　構造　集合住宅　ＲＣ５階建て

 　戸数　４０戸

　　平成２４年度実施事業

 　　　地質調査業務委託

 　　　実施設計業務委託
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06 住宅対策費 502-20 応急仮設住宅浄化槽維持管理事業 57,773 特定財源 57,773 　東日本大震災により設置した、応急仮設住宅の合併浄化槽及び受水槽の保守点検等維持管理を 168

 　県支出金 57,773 行った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (建築住宅課) (前年度) 　合併浄化槽保守管理委託（２６団地　２，４８７戸）                                    

 24,708 　受水槽保守管理委託（３団地　３１９戸）                                              

 

 

06 住宅対策費 511-20 （仮称）大町第二災害公営住宅整備事業 30,406 特定財源 26,605 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を軽減させる 168

 　その他 26,605 ため、災害公営住宅の整備を図っている。

 一般財源 3,801 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　場所　原町区大町（大町駐車場）

 　　　　― 　面積　１１，４３６．２３㎡

 　構造　集合住宅　ＲＣ５階建て／木造平屋建て（高齢者等用）

 　戸数　６０戸／２０戸

　　平成２４年度実施事業

 　　　地質調査業務委託

 　　　実施設計業務委託

 

 

06 住宅対策費 512-20 （仮称）大町第三災害公営住宅整備事業 368 特定財源 321 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を軽減させる 168

 　その他 321 ため、災害公営住宅の整備を図っている。

 一般財源 47 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　場所　原町区大町（サティ跡地）

　　　　― 　面積　約４，７００㎡

　構造　集合住宅　ＲＣ５階建て／ＲＣ３階建て

　戸数　３０戸

　　平成２４年度実施事業

　　　不動産鑑定業務委託

 

 

06 住宅対策費 515-20 （仮称）鹿島西町災害公営住宅整備事業 18,720 特定財源 16,380 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を軽減させる 168

 　その他 16,380 ため、災害公営住宅の整備を図っている。

 一般財源 2,340 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　場所　鹿島区西町

 　　　　― 　面積　３，８１９．３１㎡

 　構造　集合住宅　ＲＣ３階建て

 　戸数　３０戸

　　平成２４年度実施事業

 　　　地質調査業務委託

 　　　実施設計業務委託
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06 住宅対策費 516-20 （仮称）西川原災害公営住宅整備事業 19,051 特定財源 16,669 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を軽減させる 168

 　その他 16,669 ため、災害公営住宅の整備を図っている。

 一般財源 2,382 事業内容

 (建築住宅課) (前年度) 　場所　鹿島区西川原

 　　　　― 　面積　９，２１９．００㎡

 　構造　戸建木造平屋建て／２階建て

 　戸数　１８戸／１０戸

　　平成２４年度実施事業

 　　　地質調査業務委託

 　　　実施設計業務委託

 

 　

07 教育対策費 500-20 相馬野馬追伝承用映画制作事業 6,300 特定財源 6,300 　地域の重要な伝統文化である相馬野馬追を通して本市の復旧・復興の足がかりとするため、相 170

 　その他 6,300 馬野馬追を保存・伝承・情報発信するための映画を制作した。                              

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　映像編集業務委託　　映像時間　６９分

 　　　　― 　ＤＶＤ製作　４００枚、ＢＤ製作　１００枚

 

07 教育対策費 600-75 原町第一中学校屋内運動場改築事業 14,054 特定財源 12,500 　原町第一中学校屋内運動場は、昭和４３年に建設された建物であり、耐震診断の結果、危険性 170

 （原町区） 　地方債 12,500 が指摘され、老朽化も進行しているため、新たに屋内運動場を建設し、教育環境の整備を図った。

 一般財源 1,554 （一部繰越明許事業有り）

 (教育総務課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　屋内運動場改築工事                                                                  

 　構造　鉄筋コンクリート造２階建                                                      

　延床面積　１，９０３㎡                                                              

 

 

07 教育対策費 601-75 石神中学校校舎耐震改修事業（原町区） 129,307 特定財源 129,200 　石神中学校校舎は、昭和５５年に建設された建物であり、耐震性能が低く老朽化しているため 170

 　地方債 129,200 耐震補強及び改修工事を行い、教育環境の整備を図った。（一部繰越明許事業有り）

 一般財源 107 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　延床面積　２，１２３㎡　構造：鉄筋コンクリート造３階建

 20,202 　工事概要　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事、仮設校舎建設工事                
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07 教育対策費 602-35 小高中学校屋内運動場耐震改修事業 42,097 特定財源 35,780 　小高中学校屋内運動場は、昭和５１年に建設された建物であり、耐震診断の結果、危険性が指 170

 （小高区） 　その他 35,780 摘され老朽化も進行しているため、耐震補強及び改修工事を行い、教育環境の整備を図った。

 一般財源 6,317 （一部繰越明許事業有り。）   

 (教育総務課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　屋内運動場耐震補強工事                                                              

 　構造　鉄筋コンクリート造２階建                                                      

 　延床面積　１，３５０㎡                                                              

　工事概要　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

 

07 教育対策費 603-55 上真野小学校校舎耐震改修事業 22,232 特定財源 22,100 　上真野小学校校舎は、昭和４６年に建設された建物であり、耐震性能が低く老朽化しているた 170

 （鹿島区） 　地方債 22,100 め耐震補強及び改修工事を行い、教育環境の整備を図った。（一部繰越明許事業有り）

 一般財源 132 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　校舎耐震改修に係る実施設計                                                          

 　　　　― 　校舎耐震改修に係る工事                                                              

　延床面積　２，３３０㎡　構造：鉄筋コンクリート造３階建

　工事概要　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事     

 

07 教育対策費 604-20 復興事業推進埋蔵文化財発掘調査事業 18,139 特定財源 13,604 　復興計画に伴う防災集団移転等関連蔵文化財の発掘調査を推進した。                        170

 　その他 13,604 事業内容                                                                              

 一般財源 4,535 　事業期間　平成２４年度～２７年度   

 (文化財課) (前年度) 　調査件数　１２件　

 　　　　― 　　防災集団移転関連　５件                                                                  

 　　　鹿島区　大森遺跡ほか２件、原町区　上高平地区ほか１件  

 　　災害公営住宅建設関連　３件

 　　　鹿島区　西町地区ほか１件、原町区　大町地区                                          

　　津波罹災者住宅移転関連　４件

 　　　鹿島区　八郎内遺跡、原町区　原山遺跡ほか２件                                          

 

08 道路橋梁対策費 500-20 防災集団移転関連道路整備事業 9,883 特定財源 7,659 　防災集団移転箇所を連絡する道路を構築し、震災前のように集落間のコミュニティを図った。 170

 　その他 7,659 事業内容                                                                              

 一般財源 2,224 　道路詳細設計　原町区高見町北萱浜線　Ｌ＝８６０ｍ                                    

 (土木課) (前年度) 　道路測量設計　２－８号線　Ｌ＝５００ｍ                                              

 　　　　―

 

 

09 河川対策費 500-20 社会資本整備総合交付金事業（復興） 18,690 特定財源 6,230 　東日本大震災からの復旧・復興を図る地域において、河川整備を行い、水災害からの安全・安 170

 　国庫支出金 6,230 心を確保した。

 一般財源 12,460 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　河川測量設計　準用河川　北原川　Ｌ＝４，１２０ｍ                                    

 　　　　―
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02 総務費
 08 原子力災害対策費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 原子力災害対策総務費 501-20一時帰宅交通支援事業 5,677 一般財源 5,677 　旧警戒区域の一時帰宅に関し、移動手段に支障をきたしている仮設住宅入居者を対象として、 172

 ジャンボタクシーを運行し、一時帰宅の支援を図った。                                      

 事業内容                                                                              

 (企画課) (前年度) 　運行回数　　週３回                                                                  

 　　　　― 　利用者数　　５００人

 　交通手段　　ジャンボタクシー３台                                                    

 　運行ルート　仮設住宅～利用者自宅等                                                    

 　運行方式　　事前予約制                                                              

 　区域編成　　小高区西部地区、小高区中部地区、小高区東部地区・原町区 

 

01 原子力災害対策総務費 502-20ウエブカメラ設置事業 67,935 特定財源 67,935 　未だ帰還できない市民に、南相馬市の風景をホームページ及び南相馬チャンネルで閲覧できる 172

 　県支出金 67,935 ようウェブカメラを設置し、帰還の持続と地域犯罪の抑止力を図るとともに、併せて、気象観測

 装置を設置し、気象情報の提供を行えるよう整備した。

 (企画課) (前年度) 事業内容

 　　　　― 　旧警戒区域内にウェブカメラ（３０か所）及び気象観測装置（５か所）を設置

 　市ホームページ及び南相馬チャンネル閲覧システム構築

 

 

01 原子力災害対策総務費 600-30警戒区域見守りパトロール事業 81,225 一般財源 81,225 　東日本大震災の避難地域内のパトロールを実施し、盗難や火災の未然防止等を行い避難者に安 172

 心を与えた。                                                     

 事業内容                                                                              

 (小高区市民福祉課) (前年度) 　パトロール実施団体　　南相馬市見守りパトロール隊（４方部の分隊で編成）

 　　　　― 　パトロールの実施方法　月曜日から土曜日　夜間を２交代にて１６時間                  

 　　　　　　　　　　　　　　　日曜・祝日　３交代にて２４時間体制                    

 　車借上げ　　４台                                                                    

 　雇用人数　３４人                                                                    

 

 

01 原子力災害対策総務費 601-20防犯灯設置事業（避難指示区域内） 21,154 一般財源 21,154 　避難指示区域内における夜間犯罪等の抑止を図った。                                      172

 事業内容                                                                              

 　防犯灯設置　避難指示区域一円　５８０基（小高区４５９基、原町区１２１基）            

 (土木課) (前年度)

 　　　　―
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02 除染対策費 050-20線量低減化活動支援補助金 4,198 特定財源 4,198 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、放射性物質の影響から地域住民 172

 　県支出金 4,198 の生活空間の安全・安心を確保するため、通学路や公園等の除染を行う行政区やＰＴＡ団体等の

 地域活動に対して補助金を交付した。                                                    

 (除染対策課) (前年度) 事業内容                                                                              

 26,356 　事業主体　行政区・ＰＴＡ団体等                                                      

 　補助率　　１０／１０                                                                

 　補助上限　５０万円（ただし、２３年度実施団体が再度実施する場合は２５万円）          

 　支給件数　１５団体

 

 

02 除染対策費 500-20除染活動アドバイザー事業 26 一般財源 26 　除染を進めるにあたり、放射線の専門家からの指導・助言を受け、より効果的・効率的な除染 172

 活動を実施した。                                                                      

 事業内容                                                                              

 (除染対策課) (前年度) 　アドバイザー来市時の食糧費

 68 　派遣回数１０回

 

 

02 除染対策費 501-20除染推進委員会設置事業 660 特定財源 647 　除染計画に基づき、南相馬市除染推進委員会を運営し、除染を効果的かつ効率的に進めた。  172

 　県支出金 647 事業内容                                                                     

 一般財源 13 　補助率　１０／１０ （食糧費除く） 

 (除染対策課) (前年度) 　除染推進委員会運営に要する経費                                                      

 　　　　― 　開催回数　３回

 

 

02 除染対策費 502-20生活圏除染事業 1,830,967 特定財源 1,830,967 　除染計画に基づき、市内において除染を実施し放射線量の低減化に努めた。                172

 　県支出金 1,830,967 事業内容                                                                              

 　補助率　１０／１０                                                                

 (除染対策課) (前年度) 　市内除染作業業務委託経費等                                                          

 8

 

 

02 除染対策費 503-20除去土壌等仮置き場設置管理事業 6,542 特定財源 6,542 　除染作業により発生した汚染物を管理するための仮置場設置に努めた。                      172

 　県支出金 6,542 事業内容                                                                              

 　補助率　１０／１０                                                                

 (除染対策課) (前年度) 　片倉・押釜・橲原・大原・大谷・馬場地区仮置場に係る土地賃借料

 　　　　―
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02 除染対策費 504-20除染従事職員用機器整備事業 2,975 特定財源 2,975 　屋外で除染関連の業務に従事する職員の健康管理を行うため、累積線量計を配置した。      172

 　県支出金 2,975 事業内容                                                                              

 　線量計の配置先　土木課２１個　他１２課６４個　計１３課８５個配置

 (総務課) (前年度)

 　　　　―

 

02 除染対策費 550-20商工観光施設表土改善事業 23,662 特定財源 23,662 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、施設利用者に影響を及ぼす放射 172

 　県支出金 23,662 性物質を除去するため、雲雀ヶ原祭場地走路等の除染を行った。                              

 事業内容                                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　内　容　走路、山頂・観覧席付近、階段及び羊腸の坂の切土及び盛土１４，６２０．７㎡

　　　　― 　　　　　残土の埋設　  　

 　期　間　平成２４年５月７日から６月３０日　　

 

02 除染対策費 553-20農地除染事業 8,028 特定財源 8,028 　南相馬市除染計画に基づき、農地除染をすすめるための基本方針策定等を行った。          172

 　県支出金 8,028 事業内容                                                                              

 　農地除染基本方針の策定                                      

 (農林放射線対策課) (前年度) 　農地除染に係る一時集積所の確保

 26,866 　農地除染方法の検討

 　農地除染事前調査（モニタリング）業務委託の発注

 

 

02 除染対策費 554-20木質バイオマス発電施設等緊急調査事業 58,000 特定財源 46,400 　木質バイオマス発電施設建設及び関連する施設のあり方に関する調査を実施した。          172

 　その他 46,400 事業内容                                                                              

 一般財源 11,600 　木質バイオマス発電施設建設に関する調査                                              

 (農林放射線対策課) (前年度) 　関連施設に関する調査                                                                

 　　　　― 　森林作業に関する調査                                                                

 

 

02 除染対策費 578-20社会体育施設線量低減化事業 8,343 特定財源 8,343 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、市民に影響を及ぼす放射線量の 174

 　県支出金 8,343 低減化を図るため、社会体育施設の除染を行った。                                         

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　市民プール水除染業務委託                                                            

 　　　　― 　北新田運動場管理等及びトイレ等の建物除染業務委託
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02 除染対策費 579-20社会体育施設表土改善事業 66,117 特定財源 66,117 　福島第一原子力発電所事故に伴い、市民に影響を及ぼす放射線量の低減化を図るため、社会体 174

 　国庫支出金 6,808 育施設の除染等を行った。                                                              

 　県支出金 59,309 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　表土改善業務委託                          

 　　　　― 　　北新田運動場駐車場及び多目的広場

 　　栄町柔剣道場駐車場

 　　北新田第一運動場

 　　市弓道場

 

 

03 環境対策費 501-20食品等放射能簡易分析事業 59,642 特定財源 59,642 　食に対する安全安心の確保を図るため、各施設に放射能簡易分析装置を配置し、自家消費野菜 174

 　県支出金 59,642 等の検査を行った。                                                                     

 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　配置場所　各生涯学習センター、小中学校等　２９か所                                  

 1,761 　設置台数　４７台                                                                    

 　対象品目　自家製消費野菜等（一般流通ルート上に無いもの）                            

 

 

03 環境対策費 502-20原子力災害環境測定事業 10,916 一般財源 10,916 　地下水核種濃度及び市内空間放射線量率を測定し、市内環境の保全並びに監視に努めた。 174

 事業内容                                                                              

 　地下水核種濃度測定　１，９３６件

 (生活環境課) (前年度) 　空間放射線量率測定　　１２９か所

 4,521

 

03 環境対策費 503-20焼却灰等一時保管対策事業 163,115 特定財源 131,846 　東日本大震災により発生した災害廃棄物等の処理、保管について、生活環境の保全、市民の安 174

 　国庫支出金 131,846 全・安心を図るため、焼却灰等の一時保管施設を設置し、速やかな復興の推進を図った。

 一般財源 31,269 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　焼却処理施設、最終処分場及びし尿処理施設における放射性物質測定業務委託

 　　　　― 　焼却処理施設排ガス放射性物質濃度分析業務委託

 　放射性物質等を隔離するために要する経費　トンパック購入　１，１５０枚

 　焼却灰仮保管施設設置工事

 　塩崎行政区モニタリングポスト設置工事　１基

 　焼却処理施設仮置場L型擁壁　３９本

 　最終処分場クレーン付バックホー借上げ（平成２４年４月～２５年２月）
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04 健康対策費 500-20健康管理支援事業（個人線量計） 24,357 特定財源 24,008 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、放射性物質による影響から子ど 174

 　県支出金 24,008 もの健康を守るため、子どもたち及び妊婦に個人線量計を貸与し、放射線量を測定し，不安解消

一般財源 349 や健康管理につなげることを目標に事業を実施した。

(健康づくり課) (前年度) 事業内容

 19,992 　対象者　　県内に在住する高校生以下の子どもと妊婦                                    

 　測定方法　個人線量計による測定                                                      

 　　　　　　　　　　　　　　実施期間　　　　　　　　　　　　測定者数　　測定平均値

 　第１回　平成２４年　６月１日から平成２４年　８月３１日　３，２６４人　０．２ｍＳｖ

 　第２回　平成２４年　９月１日から平成２４年１１月３０日　３，３０５人　０．２ｍＳｖ

 　第３回　平成２４年１２月１日から平成２５年　２月２８日　３，３１９人　０．２ｍＳｖ

 

 

04 健康対策費 501-20放射線被ばく検診事業 50,782 一般財源 50,782 　福島第一原子力発電所事故に伴う市民の健康不安の解消と健康管理を図るため、ホールボディ 174

 カウンターによる内部被ばく実測を行った。

 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　対象者　　市内に住所を有する者（平成２３年３月１１日以降に市内に住所を有していた者を

 53,172 　　　　　　含む）

 　検診内容　問診、ホールボディカウンターによる検査、診察                          

 　受診者数　１１，１９１人（検診開始からの累計２３，５２４人）　　　

 

 

05 地域産業放射線対策費 500-20工業製品放射線量測定事業 6,075 一般財源 6,075 　原発事故に伴う市内企業に対する放射線風評被害抑制のため、工業製品の放射線量測定及び放 174

 射線関連の技術アドバイス・測定結果の報告書作成を行った。                                

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　工業製品放射線量測定事業業務委託                       

　　　　― 　　測定件数　３９９件

 

05 地域産業放射線対策費 501-20地域水田再生試験栽培事業 16,429 特定財源 13,370 　市内全域において、水稲への放射性物質による影響とその要因等を把握するため、試験栽 174

 　県支出金 13,370 培を実施した。                                                                        

 一般財源 3,059 事業内容

 (農林水産課) (前年度) 　委託先　　そうま農業協同組合                                                          

 　　　　― 　委託内容　試験田栽培委託　１３０か所　１５ha

　委託金額　１６，４２８,５６９円
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05 地域産業放射線対策費 502-20農業系汚染廃棄物仮置事業 101,471 特定財源 101,471 　セシウム濃度が国で定めた暫定許容値を超える農業系汚染廃棄物については、一時貯留する      176

 　県支出金 101,471 必要があるため、仮置場を設置し適切な管理保管を行った。          

 事業内容                                                                              

 (農林放射線対策課) (前年度) 　農業系汚染廃棄物仮置事業業務委託                                                        

 　　　　― 　　汚染廃棄物　堆肥　　　　２１，７３０立米、農家戸数　４６戸                          

 　　　　　　　　稲ワラ・牧草　１，１９６立米、農家戸数　２０戸                          

 

 

06 教育環境対策費 050-20南相馬市・杉並区スポーツ交流事業補助金 1,521 特定財源 1,521 　杉並区とのスポーツ交流事業の実施により、市民がスポーツに親しむ機会の拡充やスポーツ団 176

 　その他 1,521 体等の活性化と、震災後のスポーツ活動の復興を図った。                                

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　南相馬市少年野球連盟への補助金交付　３１２千円

 　　　　― 　　部　門　少年野球交流大会     　派遣者 ２７人                                      

 　　開催日　平成２４年８月１４日～８月１６日

 　南相馬市中学校長会への補助金交付　　４９５千円

 　　部　門　中学生野球交流大会　  　派遣者１４人

 　　開催日　平成２４年１０月６日～１０月８日

 　南相馬市バレーボール協会への補助金交付　３７８千円

 　　部　門　杉並区交流自治体スポーツ交流大会（家庭婦人バレーボール）　派遣者１０人

 　　開催日　平成２４年１１月１０日～１１月１１日                                

 　南相馬市陸上競技協会への補助金交付　３３６千円

 　　部　門　中学校対抗駅伝大会　　　派遣者１６人

 　　開催日　平成２４年１２月８日～１２月９日

 

 

06 教育環境対策費 051-20私立保育所等給食検査体制事業補助金 989 特定財源 988 　私立保育所等給食の、より一層の安全安心確保のため、使用する給食食材を対象に事前検査を  176

 　県支出金 988 実施するために要する経費を助成した。                                                  

一般財源 1 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 　対象施設　原町聖愛保育園、北町保育所、よつば保育園

 　　　　― 　補助内容　給食用食材の試料代の助成

 　　　　　　１施設あたり検査作業日１日につき２，０００円を上限とし、補助金として交付

 　補助金額　　原町聖愛保育園　２６３，５５４円、検査作業日数　２１１日

 　　　　　　　北町保育所　　　３３０，６８１円、検査作業日数　２３０日

 　　　　　　　よつば保育園　　３９４，４７６円、検査作業日数　２２１日
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06 教育環境対策費 052-20南相馬市スポーツ復興事業補助金 1,476 特定財源 1,476 　市民がスポーツに親しむ機会の拡充とスポーツ団体等の活性化を図るとともに、震災後のスポ 176

 　その他 1,476 ーツ活動の復興につなげるため、事業実施団体に対し支援を行った。

 事業内容

 (文化スポーツ課) (前年度) 　みらい夢こども交流事業部会への補助金交付　１，４７６千円

 　　　　― 　　事業名　南相馬市スポーツ復興祈念　第１回みらい夢こども交流事業

 　　開催日　平成２４年１２月１日

 　　参加者　小中学生１２６人

 　　内　容　

　　　本市と交流のある自治体から子どもたちを招待し、本市出身のマラソン選手やトライアス

 　　　ロン選手、本市と縁のある陸上指導者とのワークショップ等の実施

 　　　陸上指導者によるスポーツ講演会の実施

 

06 教育環境対策費 500-20臨時小学校開設事業 57,863 特定財源 50,110 　被災学校の仮設校舎を前年度に引き続き開設し、被災児童の通学のためスクールバスの運行を 176

 　県支出金 50,110 行った。

 一般財源 7,753 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　小学校仮設校舎の維持管理経費 （真野小、小高小、福浦小、金房小、鳩原小分） 

 136,801 　スクールバス運行業務委託料　４７，２５０円×延１，０８８台

 

 

06 教育環境対策費 501-20臨時中学校開設事業 31,056 特定財源 29,595 　被災学校の仮設校舎を前年度に引き続き開設し、被災生徒の通学のためスクールバスの運行を 176

 　県支出金 29,595 行った。

 一般財源 1,461 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　中学校仮設校舎の維持管理経費 （小高中分）                                             

 75,895 　スクールバス運行業務委託料　４７，２５０円×延６３１台

 

 

06 教育環境対策費 502-20複式学級解消事業 3,747 特定財源 3,747 　福島第一原子力発電所の事故等に伴う児童数の減少により生じた複式学級に講師を配置して、 176

 　その他 3,747 児童に対する、きめ細やかな学校生活への適応や学習支援を図った。                            

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　常勤講師の配置　１人（小学校１校）                                      

 　　　　―

 

 

06 教育環境対策費 503-20小学校空調機器等整備事業 428,742 特定財源 160,670 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、児童に影響を及ぼす放射線量の 176

 　県支出金 160,670 低減化を図るため、小学校の空調機器等を整備した。（一部繰越明許事業有り）

 一般財源 268,072 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　エアコン設置　２５９台（真野小・上真野小を除く原町区及び鹿島区内の１０校）

　　　　―
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06 教育環境対策費 504-20中学校空調機器等整備事業 255,130 特定財源 89,779 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、生徒に影響を及ぼす放射線量の 176

 　県支出金 89,779 低減化を図るため、中学校の空調機器等を整備した。 （一部繰越明許事業有り） 

 一般財源 165,351 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　エアコン設置：１２４台（４校：原一中、原二中、原三中、鹿島中）                          

 　　　　―

 

06 教育環境対策費 505-20南相馬市子ども体験活動事業 220 特定財源 120 　福島第一原子力発電所の事故により屋外活動が制限されている子どもたちが心身ともにリラッ 176

 　県支出金 90 クスできる環境の中で体験活動を実施した。                                              

 　その他 30 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 一般財源 100 　自然・環境体験、生活文化、野外活動体験等

 　　　　― 　実施日　平成２４年９月２２日（土）

　場　所　フォレストパークあだたら

　参加者　小学４年生～６年生　４１人  

 

 

06 教育環境対策費 505-21南相馬市子どもサイエンス体験事業 121 特定財源 120 　科学の楽しさや驚き、発見を体験し、子どもたちの科学への興味・関心を高めるため、心身と 176

 　その他 120 もにリラックスできる環境の中で、サイエンス体験事業を実施した。                        

 一般財源 1 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　科学フェスティバルの見学、科学実験等の体験

 　　　　― 　実施日　平成２４年１１月１７日（土）

 　場　所　つくば科学フェスティバル（茨城県つくば市）                                  

　参加者　小学５年生～６年生　１６人                                                  

 

 

06 教育環境対策費 509-20幼稚園空調機器等整備事業 14,175 特定財源 7,087 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の重大事故に伴い、園児に影響を及ぼす放射線量を 176

 　県支出金 7,087 低減化するため、幼稚園保育室に空調機器等を設置した。                                  

 一般財源 7,088 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 　エアコン設置                                                                        

 　　　　― 　　大甕幼稚園４台、太田幼稚園３台、高平幼稚園４台

 　　石神第一幼稚園４台、石神第二幼稚園６台　　計２１台

 

 

06 教育環境対策費 575-20学校給食検査体制整備事業 3,864 特定財源 3,864 　学校給食の、より一層の安全安心確保のため、使用する給食食材を対象に事前検査を実施した。 176

 　県支出金 3,864 事業内容                                                                              

 　学校給食用食材の検査の実施（小学校８校、中学校３校、給食センター１か所）

 (学校教育課) (前年度)

 　　　　―
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06 教育環境対策費 576-20放射線から子どもの健康を守る対策 1,205 特定財源 1,205 　外出や屋外活動等を控えている児童生徒の精神的ストレスや運動不足の解消を図るため、医師 176

 支援事業 　県支出金 1,205 やスポーツトレーナー等を学校等に派遣した。                                            

 事業内容                                                                              

 (前年度) 　放射線から子どもの健康を守る対策に対する専門家の派遣

 (学校教育課) 　　　　―

 

 

 

 

 

 

 

06 教育環境対策費 577-20保育所等給食検査体制整備事業 1,479 特定財源 905 　公立保育園給食の、より一層の安全安心確保のため、使用する給食食材を対象に事前検査を実 176

 　県支出金 905 施した。                                                                                

 一般財源 574 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 　保育園給食用食材の事前検査                                                            

 　　　　― 　実施施設　かしま保育園　　検査作業日数　２３４日                         

　　　　　　かみまの保育園　検査作業日数　２３３日

 

 

06 教育環境対策費 578-20学校敷地等土壌改善事業 315 一般財源 315 　校庭等の土壌改善を実施し、良好な教育環境を確保するとともに、周辺住環境への表土の飛散 176

 防止に努めた。（一部繰越明許事業有り）

 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　土壌改善事業委託（高平幼稚園広場）

 　　　　―

 

06 教育環境対策費 579-20木製遊具除染改築事業（教育総務課） 43,846 特定財源 43,846 　福島第一原子力発電所事故に伴い、児童に影響を及ぼす放射線量の低減化を図るため、学校施 176

 　その他 43,846 設等に設置してある木製遊具を鋼製遊具等に改築した。                                    

 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　木製遊具改築工事（鹿島小・原一小・上町児童センター、鹿島中敷地内仮設校舎） 

 　　　　―

 

06 教育環境対策費 675-70原二小プール改築事業 5,565 特定財源 5,200 　原二小プールの底面直下の地中の放射性物質の除去及び老朽化（昭和５９年建設）した施設整 176

 　地方債 5,200 備のため、施設の改築の実施設計業務を委託した。    

 一般財源 365 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　原二小プール改築実施設計業務委託                                                    

02 総務費           08 原子力災害対策費

- 82 - - 83 -

区分 実施回数 参加者数（人）

医師、スポーツトレーナー等に
よる講話・実技

21 2,924

原町第一小学校
原町第三小学校
高平小学校
大甕小学校
太田小学校
石神第二小学校
鹿島小学校
真野小学校
上真野小学校

小高小学校
福浦小学校
金房小学校
鳩原小学校
原町第一中学校
原町第二中学校
原町第三中学校
石神中学校
鹿島中学校

専門医等による研修・講演会 5 334

原町第二小学校
大甕小学校
石神第一小学校
石神第二小学校
上真野小学校

インストラクター等による指導 2 201小高中学校

学校



03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 　市民の心の健康づくりを推進するとともに、自殺予防を図るため心の悩みや不安を抱える方の

01 社会福祉総務費 507-20 心のケア事業健　康づくり課 1,073 特定財源 1,073 相談会、講演会等を開催した。                                    178

 　県支出金 1,073 事業内容                                                                             

 　自殺対策に係る相談者育成研修会　１コース２回×２回　延１６１人

 (健康づくり課) (前年度) 　心の健康相談会　２０回　延４０人 

 463 　精神保健講演会　　１回　１０１人 

　わかちあいの会（遺族支援、講演会含む）　１２回　延４０人

　電話、来所相談　延２２０人

　訪問指導　　　　延７７７人

 

 

01 社会福祉総務費 507-21 心のケア事業　社会福祉課 186 特定財源 186 　市民の心の健康づくりを推進するとともに、自殺予防を図るため研修会等へ参加した。 178

 　県支出金 186 事業内容

 　ＰＴＳＤ対策研修会への参加　４人

 (社会福祉課)
(前年度)

　平成２５年２月１日　東京都

 

 

01 社会福祉総務費 700-29 特定疾患患者見舞金給付事業 7,780 一般財源 7,780 　特定疾患患者または保護者に対して見舞金を支給し、福祉の増進を図った。                  178

 事業内容                                                                              

 　対象者　国の特定疾患治療研究事業実施要綱に定める患者による受療者（軽快者を除く）  

 (社会福祉課) (前年度) 　　　　　国の小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱に定める疾患による受療者          

 7,160 　見舞金　年額　２０，０００円                                                      

 　支給月　１２月                                                                    

　支給者　３８９人

 

 

02 障がい程度判定審査会費001-10 障がい程度判定審査会委員費（１０人） 812 特定財源 434 　障害者自立支援法による障がい福祉サービスの支給決定にあたり、南相馬方部障がい程度判定 178

 　国庫支出金 371 審査会（飯舘村と平成１８年７月１日共同設置）を開催し、障がい程度の判定及び認定審査を行

 　その他 63 った。                                                                                  

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 378 事業内容                                                                              

 488 　審査会構成委員　医師４人、その他委員６人                                        

 　　　　　　　　（一合議体の構成　医師２人、その他委員３人）                    

 　審査会回数　全体会０回、審査会９回                                                    

 　判定件数　　１００件　南相馬市９１件（新規２２件、更新・変更６９件）   

 　　　　　　　　　　　　飯舘村　　９件（新規　２件、更新・変更　７件）

 

 

 

03 障がい者自立支援費 050-20 地域活動支援センター機能強化事業 1,500 特定財源 1,138 　障がい者に対し、通所で創作活動または生産活動の機会を提供し、社会との交流促進等の便宜 178

 補助金 　国庫支出金 599 を供与する地域活動支援センターの機能を強化する事業に対して、補助金を交付した。        

 　県支出金 300 事業内容                                                                              

 (前年度) 　その他 239 　交付事業所　１か所　自立研修所えんどう豆（ＮＰＯ法人さぽーとセンターぴあ）

 (社会福祉課) 2,750 一般財源 362

03 民生費          01 社会福祉費

- 84 - - 85 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

03 障がい者自立支援費 052-20 おひさまといっしょに運営費補助金 204 特定財源 123 　心身障がい児・者を対象にスポーツ・レクリエーション事業として「おひさまといっしょに」 178

 　国庫支出金 82 の開催に対して補助金を交付し,心身障がい児・者の自立と社会参加の促進を図った。

 　県支出金 41 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 81 　事業主体　　おひさまといっしょに実行委員会                                            

 　　　　― 　内　　容　　地域生活支援事業として開催した、障がい者スポーツ・レクリエーション事業

　　　　　　　「おひさまといっしょに」の開催に対して補助金を交付した。

 　　　　　　　開催年月日　平成２４年９月１５日（土）　市スポーツセンター

　　　　　　　参加人数　２４５人

 

03 障がい者自立支援費 055-20 障がい者用自動車改造補助金 129 特定財源 77 　身体障がい者が就労等のために自動車を取得し改造する際の、改造費の一部を補助した。    180

 　国庫支出金 51 事業内容                                                                              

 　県支出金 26 　自動車改造助成事業                                                                  

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 52 　補助率　自動車の改造に要した費用（限度額１０万円）                                  

 　　　　― 　身体障がい者が就労等のため、自動車を取得し改造する場合、改造費の一部を補助した。    

 　　助成件数　２件

 

 

03 障がい者自立支援費 056-20 地域活動支援センター運営事業補助金 13,997 特定財源 13,997 　一般就労が困難な在宅の障がい者に生産活動や創作活動を支援し、自活の促進を図るため、障 180

 　その他 13,997 害者自立支援法の地域生活支援事業に位置付けられた地域活動支援センターに補助金を交付し、

 施設の安定と継続的な運営に努めた。                                                    

 (社会福祉課) (前年度) 事業内容                                                                              

 12,953 　交付事業所　２か所                                                                    

 　　自立研修所えんどう豆（ＮＰＯ法人　さぽーとセンターぴあ）                          

 　　いっぽいっぽあさがお（ＮＰＯ法人　あさがお）                                      

 

 

03 障がい者自立支援費 059-20 健康マラソン大会車イス等ウォーク事業 148 特定財源 88 　障がい児・者の積極的なスポーツへの参加を図るため、「野馬追の里健康マラソン大会ウォー 180

 補助金 　国庫支出金 59 ク事業」に補助金を支出し、円滑な運営に寄与した。                                          

 　県支出金 29 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 60 　実施主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会                                      

 　　　　― 　内　　容　地域生活支援事業の障がい者スポーツ・レクレーション事業として、「野馬追の里

 　　　　　　健康マラソン大会ウォーク事業」の開催に対し補助金を交付した。

　　　　　　開催年月日　平成２４年１２月２日(日)

 　　　　　　参加者　ウォーキングの部３８８人中、障がい者１７人

03 民生費          01 社会福祉費
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03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

03 障がい者自立支援費 502-20 日中一時支援事業 1,392 特定財源 864 　就学している障がい児及び在宅の障がい者の放課後若しくは事情により日中家族が不在になる 180

 　国庫支出金 528 際の障がい児・者の活動の場を確保し、保護者の就労支援や障がい者等を日常的に介護している

 　県支出金 264 家族の一時的な休息の提供を行い、地域福祉の向上を図った。                

 (社会福祉課) (前年度) 　使用料及び 72 事業内容                                                                              

 1,886 　　　手数料 　利用対象者　養護学校等に就学している障がい児及び在宅の障がい者　１９人                  

 一般財源 528 　委託料等　　６時間未満　３，７６０円                                              

 　　　　　　　６時間以上　４，８８０円                                              

 　　　　　　　送迎（片道）　　５４０円                                              

 　　　　　　　入浴料　　　　　４００円                                              

 　委託事業者　社会福祉法人、障害福祉サービス指定事業者等                            

 

 

03 障がい者自立支援費 503-20 コミュニケーション支援事業 85 特定財源 40 　　視覚障がい等で公的機関に赴く場合や社会参加する場合において、円滑な意思の疎通を図る 180

 　国庫支出金 27 ために手話奉仕員を派遣した。                                            

 　県支出金 13 　事業内容                                                                            

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 45 　　委託先　南相馬市社会福祉協議会                                                

 99 　　内　容　コミュニケーション支援事業の一つとして、手話奉仕員を利用者からの申請により

　　　　　　派遣した。  

 　　　　　　派遣回数　２２回

 

03 障がい者自立支援費 506-20 身体障がい者訪問入浴サービス事業 2,921 特定財源 1,773 　重度心身障がい児・者が家庭において入浴困難な場合に訪問入浴車を派遣し、入浴サービスを 180

 　国庫支出金 1,146 行うことで生活の安定を図った。

 　県支出金 573 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　使用料及び 54 　訪問入浴サービス　１回当たり１２，５００円　(清拭のみ８，７５０円) 

 3,243        手数料　 　事業委託先　２か所　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会                                  

 一般財源 1,148 　　　　　　　　　　　丸光産業丸光ケアサービス(郡山市)

 

03 障がい者自立支援費 507-20 障がい者移動支援事業 350 特定財源 212 　外出の機会が少ない障がい者に対して日常生活や社会生活に必要な外出を支援し、自立に向け 180

 　国庫支出金 138 た生活の向上を図った。                                                                        

 　県支出金 69 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　使用料及び 5 　委託先　　市内外の居宅介護事業所　５か所(市内１か所・市外４か所)

 376 　　　手数料 　利用形態　個人利用及びグループ利用（２人以上で同時に同目的地で利用可能）                      

 一般財源 138 　　　　　　利用者　１０人

 

 

03 障がい者自立支援費 508-20 障がい者相談支援事業 9,690 特定財源 5,806 　障がい者やその保護者等からの種々の問題等に対する相談を受け、福祉サービスや支援策のア 180

 　国庫支出金 3,871 ドバイスを行い、適切な解決策をサポートし、障がい者福祉の向上を図った。                  

 　県支出金 1,935 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 3,884 　委託先　３か所　福島県福祉事業協会相談支援相馬事業所                                        

 6,460 　　　　　　　　　相談支援センターほっと悠                                                    

 　　　　　　　　　ＮＰＯ法人さぽーとセンターぴあ                                              

 

03 民生費          01 社会福祉費
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03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

03 障がい者自立支援費 509-20 声の広報事業 46 特定財源 27 　視覚障がい者の方に対し市の広報をテープに音声録音して配布することにより、市の情報を伝 180

 　国庫支出金 18 え、日常生活の向上と社会参加の促進を図った。

 　県支出金 9 事業内容

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 19 　事業の実施　南相馬市社会福祉協議会への委託

 　　　　― 　　　　　　　平成２４年９月１日号から平成２５年３月１５日号まで月２回配布

　　　　　　　配布者８人(市内７人、市外１人)

 

03 障がい者自立支援費 600-29 障がい者自立支援給付事業 683,629 特定財源 512,731 　障がい児・者が自分の有する能力や適正に応じて自立した社会生活ができるように、必要な障 180

 　国庫支出金 340,873 がい福祉サービスに係る給付を行い福祉の増進を図った。                                        

 　県支出金 171,858 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 170,898 　自立支援給付　

 598,593 　　障がい者自身が福祉サービスを選択し契約により利用する制度で、市はその利用に要する全

 　　費用から利用者負担額を控除した額を自立支援給付費としてサービス事業者等に支給した。 

 　障害福祉サービス費等                                                                        

 　　居宅介護等、短期入所、共同生活介助、共同生活援助、療養介護、生活介護等に要した経費        

 　　　７，０１２件　６５８,８３４,２０１円

 　相談支援給付費等

 　　地域相談支援給付費・計画相談支援給付費に要した経費

 　　　１６件　５５３，０００円

 　　補装具費                                                       

 　　　補装具費（交付・修理）支給に要した経費                     

 　　　　１４２件　１４,１５８,１５７円

 　　自立支援医療費(更生医療)

 　　　更生医療費の支給に要した経費

 　　　　１１４件　１０,０８３,４７９円

 

 

03 障がい者自立支援費 601-29 障がい者日常生活用具給付事業 17,128 特定財源 9,555 　在宅の重度障がい児・者に対し、日常生活用具を給付または貸与することにより、経済的負担 180

 　国庫支出金 6,370 を軽減して、日常生活の安定を図った。

 　県支出金 3,185 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 7,573 　　対象者　　在宅の障がい者及び障がい児                                                

 13,257 　　給付件数　ストマ用装具　７４９件                                                  

 　　　　　　　特殊寝台他用具　４９件                                                  

 

 

04 障がい者福祉費 600-29 重度心身障がい者医療費助成事業 17,855 特定財源 8,684 　重度心身障がい者及び重度精神障がい者等の医療費の自己負担額を助成し、福祉の増進を図っ 180

 　県支出金 8,684 た。

 一般財源 9,171 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　対象者　身体障害者手帳１、２級及び３級の内部障がい者                                

 32,143 　　　　　療育手帳Ａの者及びＢの者で身体障害者手帳所持者                              

 　　　　　精神障害者保健福祉手帳１級及び２級又は３級で身体障害者手帳所持者若しくは            

 　　　　　療育手帳所持者                                                      

 　助成件数　３，４６９件

03 民生費          01 社会福祉費
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03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 障がい者福祉費 601-29 在宅重度障がい者対策事業 738 特定財源 369 　在宅の重度障がい者に対し、治療材料等を給付し福祉の増進を図った。                      180

 　県支出金 369 事業内容                                                                              

 一般財源 369 　治療材料費　３千円の給付券　　　　　

 (社会福祉課) (前年度) 　　対象者　身体障害者手帳１級、２級及び６５歳未満で下肢、体幹機能障がい等を有する者で、

 642 　　　　　　褥創、排泄障がい等の顕著な障がいを有し、医療的措置を必要とする者

 　　交付者　１２人　　　　　　　　　                                                          

 　衛生器材費　４千円の給付券

 　　対象者　内部障がいにより、人工肛門又は人工膀胱を造設している者

 　　交付者　　９人　　　　　　　　　                                                          

 

 

04 障がい者福祉費 602-29 人工透析通院交通費助成事業 1,909 特定財源 954 　腎臓機能障がい者が人工透析のため医療機関への通院に要する交通費の一部を助成し、経済的 180

 　県支出金 954 負担の軽減と福祉の増進を図った。                                                        

 一般財源 955 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　助成額　２万５千円／月（限度額）                                                

 1,658 　対象者　１５人                                                                      

 

 

04 障がい者福祉費 603-29 重度心身障がい者タクシー運賃助成事業 71 一般財源 71 　重度身体障がい者に対し、タクシー運賃の一部を助成し、経済的負担を軽減して生活の安定を        180

 図った。

 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　助成額　タクシー初乗り運賃　年２０回まで                                            

 38 　対象者　身体障害者手帳１級の上・下肢、体幹機能及び視力障がい者で自動車税          

 　　　　　又は軽自動車税の減免を受けていない者                                      

 　交付者　１０人                                                        

 

 

04 障がい者福祉費 604-29 特別障がい者手当等給付事業 13,360 特定財源 10,012 　在宅の重度障がい児・者に手当を支給し、福祉の増進を図った。                            182

 　国庫支出金 10,012 事業内容                                                                       

 一般財源 3,348 　支給月　年４回（５月、８月、１２月、２月）

 (社会福祉課) (前年度) 　特別障がい者手当　２６，３４０円／月・２６，２６０円／月　支給対象者　２９人

 14,142 　障がい児福祉手当　１４，３３０円／月・１４，２８０円／月　支給対象者　２５人

 　経過的福祉手当　  １４，３３０円／月・１４，２８０円／月　支給対象者　　４人

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　平成２４年４月分から月額支給額が変更　）   

 

 

05 老人福祉費 057-20 老人クラブ活動等社会活動促進事業 3,888 特定財源 2,161 　高齢者の生きがいと健康増進・社会参加を促すため、老人クラブ活動を支援するとともに、老 182

 補助金 　県支出金 2,161 人クラブの育成を助長した。                                                            

 一般財源 1,727 事業内容                                                                              

 （前年度） 　事業主体　　南相馬市老人クラブ連合会                                                

 (長寿福祉課) 2,650 　単位クラブ　８３クラブ（原町区５９　鹿島区２０　小高区４）

 　会員数　　　４，５４４人 （原町区２，８８７人　鹿島区１，１１８人　小高区５３９人） 
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決 算 書
ペ ー ジ

 

05 老人福祉費 060-20 小規模介護施設等緊急整備等臨時特例基 40,519 特定財源 40,519 　南相馬市高齢者総合計画に基づき、市内に小規模多機能型居宅介護事業所、地域交流スペース 182

 金事業補助金 　県支出金 40,519 及びグループホームの整備を行う事業者を支援するため、補助金を交付した。 

 (繰越明許予算) 30,000 事業内容                                                                              

　①上太田字陣ヶ崎地内に小規模多機能型居宅介護事業所を設置する者に対する建設費補助

(長寿福祉課) （前年度） 　　　事業主体　　株式会社　シンエイ

4,770 　　　対象施設　　（仮称）小規模多機能ホームさくら

 　　　補助金交付決定額　　  ３０，０００千円  （補助率：定額）

 　　　平成２４年度交付額　　　６，０００千円　（出来高２０％）

 　②鹿島厚生病院併設介護老人保健施設厚寿苑の増床工事に併せて設置する地域交流スペースの

 　　整備に要する経費への補助

　　　事業主体　　福島県厚生農業協同組合連合会

　　　対象施設　　厚寿苑内設置（仮称）地域交流スペース

 　　　補助金交付決定額　  　２２，５９６千円  （補助率：定額）

 　　　平成２４年度交付額　　　４，５１９千円　（出来高２０％）

 　③大木戸字西原地内にグループホームを設置する者に対する建設費補助

　　　事業主体　　社会福祉法人　南相馬福祉会

　　　対象施設　　グループホーム石神

 　　　補助金交付決定額　  　３０，０００千円  （補助率：定額）

 　　　平成２４年度交付額　  ３０，０００千円　（繰越明許予算）

 

 

05 老人福祉費 061-20 小規模介護施設等開設準備経費助成特別 10,800 特定財源 10,800 　南相馬市高齢者総合計画に基づき、市内にグループホームを設置する者に対し、施設の開設準 182

 対策事業補助金 　県支出金 10,800 備に要する経費に対し補助金を交付した。

 (繰越明許予算) 10,800 事業内容                                                                              

 　大木戸字西原地内にグループホームを設置する者に対する、施設の開設準備に要する経費への

 補助

 (長寿福祉課) （前年度） 　　事業主体　　社会福祉法人　南相馬福祉会

 　　　　― 　　対象施設　　グループホーム石神

 　　補助金交付決定額　　１０，８００千円  （補助率　１床あたり６００千円）

 　　平成２４年度交付額　１０，８００千円　（繰越明許予算）

 

 

05 老人福祉費 500-20 高齢者総合計画策定事業 2,130 一般財源 2,130 　老人福祉法第２０条の８による市町村老人福祉計画と、介護保険法第１１７条による市町村介 182

護保険事業計画を連携・統合させた３年を１期とする老人福祉施策に関する総合的な計画として、

南相馬市高齢者総合計画を策定した。

 (長寿福祉課) （前年度） 事業内容                                                                              

 14 　高齢者総合計画策定業務委託

 　高齢者総合計画策定懇談会の開催（４回）

　市民アンケート（１，０００名）、パブリックコメント（市内１１か所）の実施
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03 民生費
 01 社会福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

05 老人福祉費 501-29 老人ホーム入所委託事業 111,308 特定財源 18,431 　６５歳以上の高齢者で居宅での養護が困難な者を、養護老人ホーム等に入所させ保護措 182

 　その他 18,431 置を行った。                                                                            

 一般財源 92,877 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) （前年度） 　養護老人ホーム　　（施設名）　　（措置者数）  ２５年度３月末現在

 104,298 　　　　　　　　　　　高松ホーム　　　５２人                                    

 　　　　　　　　　　　東風荘　　　　　　２人                                    

 　　　　　　　　　　　緑光園　　　　　　５人                                    

 　養護委託（原町区）　　　　　　　　　　１人                                    

 

 

05 老人福祉費 620-29 高齢者日常生活用具給付等事業 226 一般財源 226 　市県民税が非課税世帯である概ね６５歳以上の一人暮らし高齢者等で、日常生活上安全確保が 182

 必要な方に対し、介護保険の給付対象外用具の給付又は貸与を行った。                        

 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) （前年度） 　給付用具　火災警報器２台　(原町区２台)                                    

 251 　貸与用具　福祉電話    （鹿島区１人、原町区９人）

 

 

05 老人福祉費 621-20 敬老祝金等支給事業 11,903 一般財源 11,903 　市内に住所を有する高齢者の長寿を祝い、祝金及び祝品を支給した。                      182

 事業内容                                                                              

 　喜寿、米寿、白寿、百寿を迎えた高齢者に祝金等を贈呈して長寿を祝う                    

 (長寿福祉課) （前年度） 　　支給額　　７７歳及び８８歳：１万円、９９歳：１万円相当の祝品、１００歳：１０万円  

 12,762 　　対象者　　９月１５日に７７歳及び８８歳に達する高齢者                              

 　　　　　　　９９歳、１００歳に達した高齢者                                          

 　　基準要項　年齢到達日に本市に３か月以上住所を有する高齢者                          

 　　支給者数　　７７歳（喜寿）７１７人 （小高区１４６人、鹿島区１２４人、原町区４４７人）

 　　　　　　　　８８歳（米寿）３２３人 （小高区　５７人、鹿島区　６２人、原町区２０４人）

 　　　　　　　　９９歳（白寿）　２８人 （小高区　　２人、鹿島区　　５人、原町区　２１人）

 　　　　　　　１００歳（百寿）　１１人 （小高区　　２人、鹿島区　　３人、原町区　　６人）

 

 

05 老人福祉費 623-29 高齢者にやさしい住まいづくり助成事業 3,226 特定財源 1,590 　高齢者が自宅において、転倒等により要介護等の状態にならないように住宅改修を実施する者 182

 　国庫支出金 1,590 に対して、住宅改修資金の助成を行い、自立した在宅生活の継続に寄与した。                

 一般財源 1,636 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) （前年度） 　対象者　　　介護保険対象外の６０歳以上の高齢者                                      

 2,046 　補助内容　　住宅改修費の助成                                                        

 　補助対象額　２０万円                                                                

 　補助率　　　９／１０                                                                

 　助成件数　　２１件（原町区２０件、鹿島区１件）
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03 民生費
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決 算 書
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05 老人福祉費 626-29 緊急通報システム事業 3,834 特定財源 3,834 　概ね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等に緊急通報装置を貸与し、受信センターと電話回線で 182

 　その他 3,834 直結させ、急病や災害等の緊急時に迅速かつ正確な救援体制を整備することにより人命の安全を

 確保し、また、生活不安を解消し在宅での自立した生活を支援した。                        

 (長寿福祉課) （前年度） 事業内容                                                                              

 3,310 　対象者　概ね６５歳以上の独居世帯、高齢者のみの世帯及び身体障がい者のみの世帯等で日常

 　　　　　生活上安全確保が必要な方                                                 

 　内　容　緊急通報装置一式（機器本体＋ペンダント、もしくは携帯電話型機器）の貸与      

 　　　　　受信センターで２４時間３６５日対応し、定期的に呼びかけコールする。          

 　貸与台数　２１１台　（小高区５７台、鹿島区１６台、原町区１３８台）２５年３月末現在

 

 

05 老人福祉費 701-20 高齢者賀寿事業 235 一般財源 235 　これまで市政に貢献され、結婚５０周年という大きな節目を迎えた夫婦に対し、市として祝意 182

 を表することにより、夫婦の生活意欲と生きがいづくりに寄与した。                        

 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) （前年度） 　金婚祝賀会                                                                          

 250 　期　日　平成２４年１１月２２日（木）

 　会　場　ロイヤルホテル丸屋

 　対象者　結婚５０周年を迎えた夫婦　８１組申込み、６８組・１３３人出席

 　内　容　祝賀式典、アトラクション                                                  

 

 

09 老人福祉センター費 050-60 むつみ荘運営費補助金（鹿島区） 5,453 一般財源 5,453 　老人福祉施設（むつみ荘）の円滑な運営を図るために補助金を交付して福祉の増進を図った。  186

 事業内容                                                                              

 　社会福祉法人 南相馬市社会福祉協議会への運営管理に係る補助

 (鹿島区市民福祉課) (前年度)

 5,079
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03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 児童福祉総務費 017-21 家庭児童相談事業 2,917 特定財源 2,917 　家庭における適正な養育と児童福祉に関する相談指導業務の充実強化を図った。              188

 　その他 2,917 事業内容                                                                              

 　家庭児童相談員の配置　２人                                                    

 (男女共同こども課) (前年度)

 1,076

 

01 児童福祉総務費 050-79 特別保育事業補助金（原町区） 10,660 特定財源 7,570 　仕事と子育ての両立ができる環境を整備するため、私立保育所（園）における延長保育事業の 188

 　県支出金 6,470 推進を図った。また、地域活動事業の実施を促進し、入所児童の処遇の向上を図った。            

 　その他 1,100 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 3,090 　私立保育所（園）が実施する延長保育促進事業に対する補助金の交付                      

 5,235 　　延長保育時間　　午後６時から午後７時まで                                                  

 　　　原町聖愛保育園     事業費：７，２１３千円　補助金額：４，８５３千円（補助率定額） 

 　　　北町保育所         事業費：６，０６３千円　補助金額：４，８５３千円（補助率定額） 

 　世代間交流事業・異年齢児交流事業等に対する補助金の交付                              

 　　　原町聖愛保育園　　 事業費：　　２１１千円　補助金額：２０４千円（補助率定額）

 　　　よつば保育園　　　 事業費：１，１２８千円　補助金額：７５０千円（補助率定額）

 

 

01 児童福祉総務費 053-80 障がい児保育事業補助金（原町区） 1,721 特定財源 1,721 　軽度又は重度障がいのある児童の保育を実施している保育所に対し補助金を交付し、保育環境    188

 　その他 1,721 の向上を図った。                                                                    

 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 　原町聖愛保育園                                   

 1,008 　　障がい児保育事業（対象児童：重度２人）                                

 　　　事業費：３，３０４千円　　補助金額：１，０８０千円                                

 　　障がい児保育円滑化事業（障がい児研修等）

 　　　事業費：    ６５６千円　　補助金額：    ６４１千円

 

 

01 児童福祉総務費 056-80 児童厚生施設運営費補助金（原町区） 6,474 特定財源 6,474 　社会福祉協議会を実施主体とする仲町児童センター及び高平児童館管理運営の円滑化を図った。  188

 　その他 6,474 事業内容                                                                              

 　小学校低学年を対象として児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにするこ

 (幼児教育課) (前年度) とを目的として運営される経費から国県補助金を控除した金額を補助した。                  

 2,039
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01 児童福祉総務費 060-20 子育て応援基金助成事業 2,945 特定財源 2,945 　地域全体で、子どもと子育て家庭を応援する体制作りを推進することを目的とした活動を行う 188

 　その他 2,945 団体等が、自主的・主体的に実施する子育て支援事業へ助成金を交付した。                  

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　助成対象団体　事務所の所在地及び活動の拠点が市内にある３人以上で構成する団体等      

 　　　　― 　助成対象事業　上記団体が実施する子育て応援事業                                      

 　助成限度額　　１事業１，０００千円                                                  

 　助成率　　　　定額                                                                  

 事業主体（補助金額：千円）

　南相馬市社会福祉協議会　　　（５８６千円）

　茶道裏千家淡交会南相馬同好会（１８６千円）

　原町おやこ劇場　　　　　　　（４１５千円）

　ＭＪＣアンサンブル　　　　　（８００千円）

　アグリ・ウォチャー・クラブ　（８８１千円）

　原町区華道連合会　　　　　　　（７７千円）

 

 

01 児童福祉総務費 501-29 乳幼児医療費助成事業 7,086 特定財源 1,695 　乳幼児の疾病に伴う医療費の一部を助成し、乳幼児の健全育成と保護者の負担軽減を図った。  188

 　県支出金 1,695 事業内容                                                                              

 一般財源 5,391 　就学前の乳幼児の医療費のうち、患者負担金の助成 （平成２４年９月診療分まで）

 (男女共同こども課) (前年度)

 14,185

 

 

01 児童福祉総務費 507-20 ファミリー・サポート推進事業 1,859 特定財源 1,305 　子育てする家庭が仕事と育児を両立し、安心して働くことのできる社会環境を築き地域の子育 188

 　国庫支出金 1,000 てを支援するため、ファミリーサポートセンター事業を実施した。                          

 　その他 305 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 一般財源 554 　会員の募集登録、その他会員組織に関すること                                          

 　　　　― 　会員の相互援助活動の調整                                                            

　（臨時職員１人雇用）

 

 

01 児童福祉総務費 510-20 のびのび発達支援事業 855 一般財源 855 　支援を必要とする乳幼児が適切な環境で成長できるよう幼稚園・保育園、母子保健担当、教育    188

 委員会、療育機関等との連携を図りながら支援を行った。                                

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度)

867 　　　　　　　　　　　　１０回

 　巡回相談事業　市内幼稚園・保育園１３園を対象に年間３９回実施  

 

　　　　　　　　７４件
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　発達支援の体制づくり　南相馬市・飯舘村地域自立支援協議会発達障がい者支援部会の運営                                                                 

　個別相談事業　保護者及び幼稚園・保育園から子どもの発達や支援方法についての相談を実施

　保護者支援　　子どもの育ちを支える親のための講座の実施　

　支援者支援　　幼稚園・保育園職員を対象に研修会を実施



03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

01 児童福祉総務費 517-29 子ども医療費助成事業 7,160 特定財源 7,160 　義務教育期間中の子どもの医療費の一部を助成することにより、保護者の負担を軽減し、子ど 188

 　その他 7,160 もの健全な育成と福祉の増進を図った。                                                    

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　対象者　　　市内に住所を有する義務教育期間中の子ども                                

 4,637 　対象医療費　保険診療自己負担額及び食事療養費負担額 （平成２４年９月診療分まで） 

 　　　　　　　　入院に係る医療費（小学１年生から中学３年生まで）                            

 　　　　　　　　通院に係る医療費（小学１年生から小学６年生まで）                            

 

 

01 児童福祉総務費 519-20 乳幼児子ども医療費助成事業 21,116 特定財源 9,685 　出生から１８歳までの乳幼児及び子どもの医療費の一部を助成することにより、保護者の負担 188

 　県支出金 9,685 を軽減し子育ての良好な環境、及び子どもの健全な育成と福祉の増進を図った。                

 一般財源 11,431 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　対象者　　　市内に住所を有する乳幼児及び子ども（１８歳到達後最初の３月３１日までの間

　　　　― 　　　　　　　にある者）

 　対象医療費　保険診療自己負担額及び食事療養費自己負担額 （平成２４年１０月以降診療分） 

 

 

02 児童措置費 504-29 児童扶養手当支給事業 183,663 特定財源 61,573 　ひとり親家庭の児童が、育成される家庭生活の安定と自立促進に寄与するため、当該児童につ 190

 　国庫支出金 61,573 いて手当を支給し、児童福祉の増進を図った。                                              

 一般財源 122,090 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　支給額                                                                              

 293,356 　　児童１人のとき                                                                    

 　　　全部支給される者　月額　４１，４３０円                                          

 　　　一部支給される者　月額　４１，４２０円から９，７８０円まで所得に応じて減額      

 　　児童２人のとき　　　月額　　５，０００円加算                                      

 　　児童３人以上のとき　月額　　３，０００円ずつ児童が増すごとに加算                  

 　受給資格者　４０７人                                                                

 

 

02 児童措置費 600-20 障がい児通所支援事業 79,685 特定財源 60,283 　障がい児が利用する障害児通所支援事業所等における費用の負担を行い、障がい児の福祉の向  190

 　国庫支出金 40,855 上を図った。

 　県支出金 19,428    事業内容                                     

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 19,402 　　障がい児通所支援事業（放課後等ディサービス等）

 　　　　― 　　　利用延児童数　７６３人
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03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

02 児童措置費 701-70 児童委託負担金（原町区） 284,896 特定財源 198,271 　家庭で保育に欠ける児童を保育し、児童福祉の増進と健全な育成を図った。                  190

 　国庫支出金 104,688 事業内容                                                                              

 　県支出金 52,344 　児童福祉法に基づき、社会福祉法人が経営する認可保育所に対し、支弁額・共済掛金を負担し

 (幼児教育課) (前年度) 　その他 41,239 入所を委託した。                                                                      

 366,981 一般財源 86,625 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保育実施児数は、平成２５年３月１日現在

 　　原町聖愛保育園　　保育実施児：　７９人　運営（委託）費：６４，００３千円

 　　北町保育所　　　　保育実施児：　５９人　運営（委託）費：７８，３７５千円

 　　よつば乳児保育園　保育実施児：　４２人　運営（委託）費：６７，４６２千円

 　　よつば保育園　　　保育実施児：１３６人　運営（委託）費：７４，５７０千円

 　　広域入所分　　　　保育所運営（委託）費：４４０千円

 

02 児童措置費 702-29 子ども手当支給事業 1,060,125 特定財源 233,958 　子どもを養育している保護者に子ども手当を支給することにより、次代の社会を担う子どもの 190

 　国庫支出金 73,628 成長及び発達に資した。                                                                

 　県支出金 160,330 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 一般財源 826,167 　支給対象児童　義務教育修了前の児童                                                  

 1,252,351 　支給額（支給対象児童１人あたり）                                                    

 　　０歳から３歳未満　　　　　　　　　月額　１５，０００円                            

 　　３歳以上小学校修了前（第１・２子）月額　１０，０００円                            

 　　　　　　　〃　　　　（第３子）　　月額　１５，０００円                            

 　　小学校修了後中学校修了前　　　　　月額　１０，０００円                            

 　支給対象見込延児童数　１００，３０５人                                              

 

 

03 児童福祉施設費 700-60 放課後児童健全育成事業（鹿島区） 14,040 特定財源 7,592 　小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に、児童厚生施設等を利用して適切な遊び及 190

 　県支出金 7,520 び生活の場を与えて、児童の健全な育成を図った。                                          

 　その他 72 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 6,448 　対　　象　南相馬市に在住または在学している小学校児童                                

 8,724 　実施施設　鹿島児童クラブ・八沢児童クラブ・上真野児童クラブ                          

 　クラブ名　　　　　　　　　開設日数　　利用児童数（平成２５年３月1日現在）

 　鹿島児童クラブ　　　　　　２９３日　　　５１人

 　八沢児童クラブ（臨時）　　２９３日　　　２０人

 　上真野児童クラブ（臨時）　２９３日　　　３８人
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03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

03 児童福祉施設費 700-80 放課後児童健全育成事業（原町区） 32,440 特定財源 30,673 　小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に、児童厚生施設等を利用して適切な遊び及 190

 　県支出金 20,775 び生活の場を与えて、児童の健全な育成を図った。                                          

 　その他 9,898 　事業内容                                                                              

(幼児教育課) (前年度) 一般財源 1,767 　対　　象　南相馬市に在住または在学している小学校児童                                

 5,686 　実施施設　東町第一・東町第二・上町・橋本町・大甕・太田・石神第一・石神第二児童クラブ  

 　クラブ名　　　　　　　　開設日数　　　利用児童数（平成２５年３月1日現在）

 　東町第一児童クラブ　　　２９３日　　　　４１人

　東町第二児童クラブ　　　１６７日　　　　３０人

　上町児童クラブ　　　　　２９３日　　　　５４人

　橋本町児童クラブ　　　　２９３日　　　　２８人

　大甕児童クラブ　　　　　２９３日　　　　３０人

　太田児童クラブ　　　　　２１９日　　　　１５人

　石神第一児童クラブ　　　２９３日　　　　３４人

　石神第二児童クラブ　　　２９３日　　　　４１人

 　※東町第二児童クラブは平成２４年９月３日から開設

　※太田児童クラブは平成２４年７月２日から開設

 　※石神第一児童クラブは平成２４年４月２日から開設

 

03 児童福祉施設費 701-80 児童館運営事業（原町区） 2,991 特定財源 3,054 【目的・効果】                                                                        190

 　使用料及び 14 　児童に健全な遊びを与えて健康を増進し、児童の健やかな育成と福祉の上申を図ることを目的

 　　　手数料 に児童センターの管理運営を行った。                                                      

 (幼児教育課) (前年度) 　その他 3,040 　事業内容

 438 一般財源 -63 　　東町、上町、橋本町の各児童センターの管理運営                            

 

04 保育園費 021-80 子育て支援センター管理運営事業（原町区） 3,450 特定財源 3,450 　地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、支援活動の企画・調整・育児不安等に対 192

 　国庫支出金 3,450 する相談指導・子育て支援サークルの育成支援等を行った。                                  

 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 　にこにこ広場　５回開催、参加者１２６人（子ども　６５人、大人　６１人）

 52 　ちびっこ広場　９回開催、参加者３２０人（子ども１５９人、大人１６１人）

 　講演会「放射線に関する正しい知識を知る」　参加者２９人（子ども３人、大人２６人）

 　支援センター（サロン）の開放（火～土曜日）利用延人数　５，００１人

 

04 保育園費 022-81 原町あずま保育園管理運営事業（原町区） 4,922 一般財源 4,922 　保護者の就労等により保育に欠ける児童を保育園で保育し、児童の健全な育成を図った。      192

 事業内容                                                                              

　保育園利用者用駐車場用地取得費　　３７４㎡　　２，２５０千円

 (幼児教育課) (前年度)      （取得地：原町区東町三丁目８番１）

 659 　保育園利用者用駐車場舗装工事費　　　　　　　　２，１２８千円
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03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

04 保育園費 700-80 一時預かり事業（原町区） 5,055 特定財源 1,825 　育児に悩む保護者の育児疲れ解消、急病や勤務形態の多様化に伴う一時的な保育需要に対応す 192

 　国庫支出金 1,040 るため、一時預かりを実施する。                                                          

 　その他 785 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 3,230 　定　　員　１０人以内                                                                

 18 　開所時間　①午前７時３０分～午後５時（月～金曜日）、②午前７時３０分～午後１時（土曜日）

 　実施施設　あずま保育園                                                              

 　一時保育利用延人数　４３７人

 

 

05 青少年育成費 050-20 青少年育成市民会議活動費補助金 750 一般財源 750 　南相馬市青少年育成市民会議に対し補助金を交付し、青少年の健全育成の推進を図った。      192

 事業内容                                                                              

 　事業主体　南相馬市青少年育成市民会議                                                

 (男女共同こども課) (前年度) 　補助率　　定額                                                                      

 　　　　― 　内　容　　地区推進協議会活動への支援                                                

 　　　　　　少年の主張大会の開催                                                      

 　　　　　　有害環境浄化活動、社会環境実態調査の実施等                                

 

 

05 青少年育成費 500-20 少年センター運営事業 1,112 一般財源 1,112 　少年非行の早期発見、早期指導を実施するため地域活動の拠点となる少年センターの充実を図 192

 り青少年の健全育成を推進した。                                                        

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　少年指導員を委嘱し、青少年の非行防止と健全育成を図った。                              

 229 　街頭指導活動の実施                                                                  

 　有害環境浄化活動の実施                                                              

 

 

05 青少年育成費 501-20 男女共生推進事業 375 一般財源 375 　性別に関係なく、ひとりの人間として尊重される男女共生社会をめざし、市民に対して情報の 192

 提供や啓蒙啓発の推進を図った。                                                          

 事業内容                                                                              

 (男女共同こども課) (前年度) 　男女共同参画情報紙の発行                                                            

 3
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03 民生費
 02 児童福祉費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

06 母子福祉費 700-29 ひとり親家庭医療費助成事業 1,249 特定財源 478 　ひとり親家庭に医療費の一部を助成し、家庭生活の安定と自立促進を図った。                192

 　県支出金 478 事業内容                                                                              

 一般財源 771 　対象者　ひとり親家庭の親と児童及び父母のいない児童                                  

 (男女共同こども課) (前年度) 　　　　　ひとり親家庭の養育者及び扶養義務者の前年の所得が、児童扶養手当の一部支給の所

 3,521 　　　　　得制限限度額未満の者                                                        

 　受給資格者                                                                          

 　　母　　　　　　　　　５４７人　　児童　　８２７人                                  

 　　父　　　　　　　　　　２８人　　児童　　　３７人                                  

 　　父母のいない養育者　　　８人　　児童　　　１０人                                  

 　　　　合　　計　　　　５８３人　　　　　　８７４人                                  
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03 民生費
 03 生活保護費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 扶助費 500-29 生活保護扶助費 325,099 特定財源 246,875 　生活困窮者に対し生活保護法に基づき最低限度の生活の保障を行った。                      194

 　国庫支出金 242,834 事業内容                                                                              

 　県支出金 4,041 　生活保護世帯及び人員　１３７世帯　１７０人  （平成２４年4月３０日現在）

 (社会福祉課) (前年度) 一般財源 78,224 　　保護の種類別人数（延人数）

 339,803 　　　　生活扶助　　１２９人　　　住宅扶助　１０７人                        

 　　　　教育扶助　　　　５人　　　介護扶助　　１３人                       

　　　　医療扶助　　１０８人　　　生業扶助　　　５人                      

 　　　　救護施設入所　１５人
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



03 民生費
 04 災害救助費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 災害救助費 500-29 災害見舞金 42,700 一般財源 42,700 　市災害見舞金支給条例に基づき災害被災者に対し見舞金を支給し、被災者の自立の助長と援護 194

 を図った。                                                                              

 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　　支給世帯（平成２４年度）

 1,080,950 　　全壊世帯　　　４９世帯　　　１５８人

 　　半壊世帯　　３９８世帯　１，４５４人

 　≪参考：支給基準≫

 　　　区　　分　　　１世帯当り支給額　１人当り支給額                      

 　　全焼・全壊等　　　　１０万円　　　　　２万円                              

 　　半焼・半壊等　　　　　５万円　　　　　１万円                              

 　　埋没又は水没等　　　　３万円　　　　　　　－                                

 

 

01 災害救助費 501-29 災害弔慰金 458,950 特定財源 370,312 　東日本大震災により死亡した者の遺族に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき災害 194

 　県支出金 370,312 弔慰金等の支給を行った。                                                                  

 一般財源 88,638 　また、上記に該当しない遺族に対し、市災害弔慰金支給等条例に基づき災害弔慰金等の支給を

 (社会福祉課) (前年度) 行った。                                                                                

 2,356,550 事業内容                                                                              

 　災害弔慰金

 　　生計を主として維持していた者　　５００万円　　２０人                                      

 　　その他の者　　　　　　　　　　　２５０万円　１４１人 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２５万円　　　１人                                     

 　災害障害見舞金

 　　生計を主として維持していた者　　２５０万円　　　０人   

 　　その他の者　　　　　　　　　　　１２５万円　　　４人   

 　市災害弔慰金

 　　大人　　　　　　　　　　　　　　　２０万円　　　１人

 

 

01 災害救助費 502-25 災害救助事業（建設部） 29,876 特定財源 29,876 　東日本大震災により被災した市民の保護と社会秩序の保全のため、災害救助法に基づき応急的 194

 　県支出金 29,876 に必要な救助事業を行った。                                                              

 事業内容                                                                              

 (土木課) （前年度） 　住宅の応急修理費　一世帯当たり５２０千円以内                                      

 (建築住宅課) 32,899 　実績件数　５２件

 

03 民生費          04 災害救助費

- 116 - - 117 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



03 民生費
 04 災害救助費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

01 災害救助費 504-20 災害援護資金貸付金 13,700 特定財源 13,700 　東日本大震災により被害を受けた世帯の世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災 194

 　地方債 13,700 害援護資金の貸付けを行った。                                                            

 事業内容                                                                              

 (社会福祉課) (前年度) 　１世帯につき　貸付限度額３５０万円                                                  

 26,500 　　貸付金額　３５０万円　全壊世帯　２人

 　　貸付金額　２５０万円　全壊世帯　２人

 　　貸付金額　１７０万円　半壊世帯　１人

 

 

01 災害救助費 508-20 災害援護資金貸付金償還金 4,100 特定財源 1,250 　災害援護資金貸付金を受けた被災者からの繰り上げ償還金を福島県への償還した。 194

 　その他 1,250 事業内容

 一般財源 2,850 　　平成２３年１０月１日から平成２４年３月３１日までの間に繰り上げ償還した者

 (社会福祉課) 　　　対象者　２人　３，０００，０００円                                              

 　　平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日までの間に繰り上げ償還した者 

 　　　対象者　２人　１，１００，０００円                                              

 　　福島県への償還日

 　　①平成２４年８月３１日

 　　②平成２５年２月２８日
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04 衛生費
 01 保健衛生費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 保健衛生総務費 055-50 鹿島厚生病院巡回バス運行補助金 2,000 特定財源 1,900 　巡回バスの運行経費を補助することにより、医療を必要としている市民の交通を確保し、保健 196

 （鹿島区） 　その他 1,900 事業の向上を図る。                                                                    

 一般財源 100 事業内容                                                                              

 (前年度) 　事業主体　福島県厚生農業協同組合連合会                                              

 (鹿島区市民福祉課) 2,000 　補助率　　定額                                                                      

 　内　容　　鹿島区内の巡回バス運行補助金                                              

 

 

01 保健衛生総務費 500-20 小児初期救急医療事業 6,858 特定財源 6,811   夜間の初期救急医療体制を整備することにより、市民の健康を守り、安心して生活できる環境 196

 　県支出金 6,811 を整えた。

 一般財源 47 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　診療場所　小野田病院                                                        

 31 　受付時間　日曜日・土曜日　午後７時～午後９時３０分 

 　担当医師　１人（相馬郡医師会等協力医師）                                            

 　夜間、安心して医療が受けられるよう、夜間の初期救急医療体制を整備した。              

 　診療日数　１０５日

 　患者数　　４８０人

 

01 保健衛生総務費 501-20 地域医療提供体制策定事業 5,203 特定財源 4,804 　地域医療の復旧・復興を図るため、地元医師会代表者等を構成委員とする「南相馬市地域医療 196

 　県支出金 3,675 在り方検討委員会」において、医療再生に向けた協議を行った。小高地域の医療復旧・復興を検

 　その他 1,129 討するとともに、小高区地域医療復興計画を策定するため、南相馬市小高区地域医療復興計画策

 (健康づくり課) (前年度) 一般財源 399 定委員会を設置した。    

 578 事業内容                                                                              

   医療情報連携作業部会開催　　９回

 　南相馬市小高区医療復興計画策定委員会開催　２回

 

 

01 保健衛生総務費 600-20 市町村保健対策推進事業 48 一般財源 48 　市民の健康づくりを推進するため、健康づくり推進協議会を開催した。 196

 事業内容                                                                              

 　南相馬市健康福祉総合計画の健康づくり分野(保健計画)の見直しにかかる後期計画策定過程

 (健康づくり課) (前年度) 　で意見交換等を行った。

8
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01 保健衛生総務費 602-20 栄養改善事業 279 一般財源 279 　地域保健法に基づく栄養改善事業を実施し、市民の健康づくりを推進した。                196

 事業内容                                                                              

 　食生活改善推進員育成事業（参加者１０人） 　８回　延７０人

 (健康づくり課) (前年度) 　乳幼児検診時の栄養教育　４８回７６１人、栄養相談４８回８８人

 　　　　― 　各ライフステージに応じた栄養教育　                                                      

 　妊婦サークル教育１回５人、乳幼児期１回１６人、学童思春期６回２４８人、      

　成人期１３８回１，４４９人

　食生活改善推進連絡協議会支援７１回　１，２２６人    

 

 

01 保健衛生総務費 604-20 地域保健推進特別事業 5,353 特定財源 5,353 　地域保健・医療情報をデータベース化して、総合的な保健サービスの提供を行った。 196

 　その他 5,353 事業内容                                                                              

 　保健・医療情報のデータベース化に係る、健康管理システム借上料　

　　　期間　平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日　４，２５７，５４０円     

(健康づくり課) (前年度) 　健康管理システム用プリンタＮＸ９２０保守点検業務委託

4,248 　　　期間　平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日　　　　６２，３７０円  

 　健康管理システム「新予防接種追加対応」改修業務委託

 　　　不活化ポリオ、四種混合のマスタ追加及び入力画面作成　　９９９，６００円

 

 

 

01 保健衛生総務費 605-20 歯科保健事業 1,010 一般財源 1,010 　各ライフステージに応じた歯科保健事業を実施した。また、歯科受診困難者に対し、訪問歯科        196

 保健医療事業を実施し、口腔機能の向上を図った。                                  

 事業内容                                                                            

 (健康づくり課) (前年度) 　歯科保健アクションプラン周知啓蒙パンフレット作成し、関係機関等に配付

 32 　乳幼児健診時の歯科健康教育　４８回　７６１人

 　１歳６か月児及び３歳児健診時における歯科健康診査の実施　２４回　４１２人

 　各ライフステージに応じた歯科健康教育、歯科健康相談、歯科保健指導の実施              

 　　乳幼児期　１回３８人　　学童思春期　１７回　８３０人

 

02 予防費 510-20 小児用インフルエンザ予防接種支援事業 16,134 特定財源 16,001 　小児のインフルエンザ予防を図るため、日本ユニセフ協会からの支援により、小児用インフル 196

 　その他 16,001 エンザワクチン接種に係る費用の助成を実施した。

 一般財源 133 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　実施期間　　平成２４年１０月１５日から平成２５年１月３１日                          

 14,040 　対象者　　　接種時、市内に住所を有する生後６か月から中学３年生                    

 　助成額　　　２，０００円以内（１回につき）

 　接種者数　　６か月以上１３歳未満　　　７，２１７人(２回接種含む)

 　　　　　　　１３歳以上中学３年生以下　　　８１２人
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02 予防費 511-20 高齢者肺炎球菌ワクチン接種助成事業 4,119 特定財源 117 　高齢者の肺炎等呼吸器疾患の予防を図るため、高齢者肺炎球菌ワクチン接種接種に係る費用の 196

 (繰越明許予算) 117 　その他 117 一部を助成した。                                                                      

 一般財源 4,002 事業内容                                                                              

 　実施期間　　　平成２４年１０月～平成２５年３月末                                    

 (健康づくり課) (前年度) 　対象者　　　　接種時、市内に住所を有する６５歳以上の者                              

 8,613 　助成額　　　　５，５００円（自己負担２，５００円）                                  

 　実施医療機関　市内・市外の医療機関                                                  

 　接種者数　　市内医療機関６１２人

 　　　　　　　市街医療機関　９０人

 

02 予防費 600-20 感染症予防事業 69,665 特定財源 69,665 　感染症の予防、感染拡大防止を図るため、定期予防接種及び結核検診を実施した。                        196

 　その他 69,665 事業内容                                                                              

　定期予防接種(集団)の実施

　　実施場所　鹿島保健センタ－

(健康づくり課) (前年度) 　　接種者数　　　　

63,582 　　　ポリオ　１４９人　　　

(繰越明許予算) 103 　　　ＢＣＧ　１８４人　

 　定期予防接種(個別)の実施                                                                  

 　　三種混合、二種混合、麻しん、風しん、日本脳炎、ＢＣＧ、ポリオ、インフルエンザ、不活      

　　化ポリオ、四種混合

 　　実施場所　県内委託医療機関                                                        

 　　接種者数　　　　

 　　　三種混合　８７０人

 　　　二種混合　４６９人

 　　　麻しん風しん混合　１，６１４人

 　　　麻しん　２人

 　　　日本脳炎　２，０５６人

 　　　インフルエンザ　１０，２５４人

 　　　不活化ポリオ　１９８人　　

 　　　四種混合　　　１９８人

 　　結核検診の実施（総合検（健）診と同時実施）

 　　　実施場所　原町保健センタ－、鹿島保健センタ－ほか

 　　　結核検診　２，３９９人

 

 

02 予防費 602-20 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業 37,155 特定財源 18,554 　子宮頸がん予防、ヒブ髄膜炎、髄膜炎以外の感染症等の疾病の予防を図るためワクチン接種と 198

 　県支出金 18,554 啓発を実施した。                                                                       

 一般財源 18,601 事業内容                                                                          

 (健康づくり課) (前年度) 　子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接種及び啓発          

 (繰越明許予算) 39,092 　　　実施場所　県内委託医療機関、県外医療機関

 　　　子宮頸がん予防ワクチン　１，０９４人、ヒブワクチン　１，１７３人、

　　　小児用肺炎球菌ワクチン　１，３００人
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03 環境衛生費 970-75 市営陣ヶ崎公園墓地整備事業（原町区） 53,761 特定財源 35,900 　陣ヶ崎公園墓地を増設することにより不足する墓地の確保を図った。 198

 　地方債 35,900 事業内容                                                                              

 一般財源 17,861 　陣ヶ崎公園墓地整備事業に係る用地取得及び物件補償              

 (生活環境課) (前年度) 　（用地取得　１８筆（１１人　２９，３５２．１６㎡）、立木補償　７件）　

 31,434

 

05 母子保健費 600-20 市町村母子保健事業 28,468 特定財源 8,466 　妊産婦及び乳幼児の健診・相談・訪問指導等を実施し、乳幼児の健康の保持増進および保護者 200

 　国庫支出金 247 の支援を行うとともに、思春期の子ども達を対象に、いのちの大切さや性に関する正しい知識の

 　県支出金 8,219 普及を図る。また、東日本大震災・原発事故により避難生活している親子の健康管理のために必

 (健康づくり課) (前年度) 一般財源 20,002 要な母子保健サービスを提供できるよう各関係機関と連絡調整を図り、被災により生じた子育て

 31,112 の悩み不安の解消に努める。                                                            

 事業内容                                                                              

　妊産婦に関すること

　　母子健康手帳　　交付数　２６９人　　避難者　３人　

　　妊婦健康診査事業　（延人数）３，０３６件　前期２６０人　後期２４８人　その他の期

 　　２，５２８人

 　　妊婦健康診査助成事業　１６０件　３８人

　　マタニティファミリーセミナー   年４回　５０組

 　　訪問指導事業　産婦　延１８４人　避難者延１４人

 　乳幼児に関すること

　　４か月児健康診査　１２回　２０１人

　　１歳６か月児健康診査（歯科健診を含む）　１２回　１８４人

　　３歳児健康診査（歯科健診を含む）　１２回　２５１人

 　　１０か月児健康相談　１２回　１６３人

　　乳幼児発達支援事業  １０回　１３組

　　ことばの相談　１１回　２０組

　　訪問指導事業　乳幼児等　延２０１人　避難者延１８人

 　子育て支援

　　育児不安を持つ親のスクリーニングシステム事業  １２回                                      

　　なかよし広場　４２回　実３２０人　延９０２人

 　思春期保健事業

 　　思春期保健教室   １８校　２７回　８３９人

　　母子栄養食品強化事業  ０件                                                                
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07 健康増進費 600-20 健康診査事業 47,564 特定財源 3,622 　各種がん検診を実施し、がん等の早期発見、早期治療に努め、市民の健康保持増進を図った。  202

 　国庫支出金 2,982 事業内容                                                                              

 　県支出金 216 　肺がん検診（肺野部）　　４，２２６人（がん発見　２人）

 (健康づくり課) (前年度) 　その他 424 　肺がん検診（肺門部）　　　　　８９人（がん発見　０人）

 24,185 一般財源 43,942   胃がん検診（バリウム）　１，６９９人（がん発見　２人）

　胃がん検診（内視鏡）　　　　４２１人（がん発見　４人）

　大腸がん検診　　　　　　２，１６６人（がん発見　７人）

　前立腺がん検診　　　　　１，１２０人（がん発見　３人）

　子宮頸がん検診　        １，５７１人（がん発見　０人）

　乳がん検診　            １，２３９人（がん発見　４人）

　骨粗鬆症健診　              １４４人

　肝炎ウイルス検診　            ４０人

 

07 健康増進費 602-20 健康教育事業 273 特定財源 97 　健康増進法に基づき、健康に関する正しい知識の普及を行い、健康についての認識と自覚を高 202

 　県支出金 97 め市民の健康の保持・増進を図った。                                          

 一般財源 176 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　地区との連携による健康教室　２３回                                                           

 624 　波のり体操普及事業　　　　　８か所                                                         

 　仮設住宅サロン健康教育　　　３２回

 

 

07 健康増進費 603-20 健康相談事業 81 特定財源 55 　心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行い、家庭における健康管理に 202

 　県支出金 55 資するため健康相談事業を実施した。

 一般財源 26 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　健康相談会の実施　１０７回　延１,１５１人 

　　　　―

 

 

07 健康増進費 604-20 訪問指導事業 113 特定財源 34 　心身の健康づくり、生活習慣病の予防等を目的に訪問指導を実施し、市民の健康増進を図る。  202

 　県支出金 34 事業内容                                                                              

 一般財源 79 　対象者                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 　　検診事後指導、がん検診要精検未受診者、 心身に不安や悩みをもつ人 等　４５７人

　　　　―

 

 

08 環境対策費 510-20 生活圏除染事業 1,762,399 特定財源 1,762,399 　除染計画に基づき、市内において除染を実施し放射線量の低減化に努めた。                202

 (繰越明許予算) 1,762,399 　県支出金 1,762,399 事業内容                                                                              

 　補助率１０／１０

 　　市内除染作業業務委託経費等                                                          

 (除染対策課) (前年度)

 2,089,660

04 衛生費           01 保健衛生費

- 128 - - 129 -



04 衛生費
 01 保健衛生費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

08 環境対策費 511-20 除去土壌等仮置き場設置管理事業 201,504 特定財源 201,504 　除染作業により発生した汚染物を管理するための仮置場を設置した。                      202

 (繰越明許予算) 201,504 　県支出金 201,504 事業内容                                                                              

 　補助率１０／１０

 　　片倉・押釜・高倉・橲原地区除去物管理業務委託費等（４地区　２３，２１７m3分）

 (除染対策課) (前年度)

 314,829

 

08 環境対策費 515-20 帰還住民放射能対策機器整備事業 741,950 特定財源 626,520 　警戒区域の見直し・解除に伴い、住民の帰還の促進に向けて、住民一人一人の放射能に対する 202

 (繰越明許予算) 689,456 　県支出金 626,520 不安の解消と安全・安心を確保するため線量計を配布した。 

 一般財源 115,430 事業内容                                                                              

 　対象世帯　　平成２４年６月１日現在及びそれ以降に住民基本台帳等に登録されている世帯で

 (企画課) (前年度) 　　　　　　　現に市内に居住している世帯等　（２４.６.１現在基準　２２，９６４世帯）

 　　　　― 　配布世帯　　２０，０８３世帯                                  

 

 

08 環境対策費 603-20 ダイオキシン類調査事業 1,137 一般財源 1,137 　ダイオキシン類を測定し、市内環境の保全並びに監視に努めた。 202

 事業内容                                                                              

 　ダイオキシン類測定                                                                  

 (生活環境課) (前年度) 　　大気中７か所                                                                      

 1,137

 

04 衛生費           01 保健衛生費

- 130 - - 131 -



04 衛生費
 02 清掃費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 清掃総務費 050-19 浄化槽設置整備事業補助金 29,750 特定財源 17,494 　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るた 204

 　国庫支出金 11,182 め、下水道事業認可区域及び農業集落排水事業実施区域以外の地域を対象として、合併処理浄化

 　県支出金 6,312 槽を設置しようとする者に対し、その設置に要する経費の一部を補助した。              

 一般財源 12,256 　また、設置する際に、切替えをする合併浄化槽（東日本大震災で被災したものに限る。）、単

（下水道課） (前年度) 独浄化槽又はくみ取り便槽の撤去に要する経費の一部を補助した。

30,598 事業内容

　【設置費補助】

　　　　　　　設置基数　　　　　　　補助金額

　　小高区　　　　３基　　　　　　９９４千円                                          

 　　鹿島区　　　１５基　　　　６，７０８千円                                          

　　原町区　　　６３基　　　２１，３４３千円                                          

 　　合　計　　　８１基　　　２９，０４５千円                                          

 　【撤去費補助】                                                                      

 　　　　　　　撤去基数　　　　　　　補助金額

 　　小高区　　　　０基　　　　　　　　０千円                                          

 　　鹿島区　　　　５基　　　　　　１５０千円                                          

 　　原町区　　　１８基　　　　　　５５５千円                                          

 　　合　計　　　２３基　　　　　　７０５千円                                          

 

 

01 清掃総務費 600-30 ごみ分別収集事業（小高区） 594 一般財源 594 　旧警戒区域内のごみは国が処理することになっているが、警戒区域見直しにより立ち入りが可能           204

 になったことから、通行等に支障のあるごみを分別して回収したほか、ごみの分別、収集のための

 フレコンバッグを各行政区に配付した。

 (小高区市民福祉課) （前年度） 事業内容                                                                              

　　　　― 　可燃ごみ収集運搬業務及び集積所清掃業務委託料　　　　 ４５千円

　ごみ分別収集用フレコンバッグ 　　　　　　　　　　　５４９千円

 

 

01 清掃総務費 600-50 ごみ分別収集事業（鹿島区） 26,949 特定財源 960 　ごみの減量化・リサイクルの推進事業を総合的に実施し、資源の再利用を図った。            204

 　その他 960 事業内容                                                                              

 一般財源 25,989 　一般廃棄物収集業務委託　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １６，９８９千円

 (鹿島区市民福祉課) （前年度） 　資源ごみ分別収集業務委託　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，２４０千円

 26,112 　地震津波の被災に伴う修繕費（一区、小島田行政区リサイクルステーション）  ２６６千円

 　津波による流失に伴う購入費（大内行政区リサイクルステーション）　　　　　２１４千円

 　資源ごみ集積物置用ボックスほか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４０千円

 

01 清掃総務費 600-70 ごみ分別収集事業（原町区） 98,059 特定財源 7,500 　ごみの減量化・リサイクルの推進事業を総合的に実施し、資源の再利用を図った。 204

 　その他 7,500 事業内容                                                                              

 一般財源 90,559 　可燃ごみ収集業務委託　　　　　　　　　４３，６７０千円

 (生活環境課) （前年度） 　不燃ごみ収集業務委託　　　　　　　　　　５，６３８千円

96,794 　資源ごみ分別収集業務委託　　　 　　 　４７，２６１千円

　資源ごみ集積物置用ボックスほか          １，４９０千円

 

04 衛生費           02 清掃費

- 132 - - 133 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



04 衛生費
 02 清掃費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

01 清掃総務費 603-30 ごみ減量・リサイクル助成事業（小高区） 49 一般財源 49 　家庭でのごみの減量化及びリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収及び生ご 204

 み処理容器等の設置に対し助成した。                                                    

 事業内容

 (小高区市民福祉課) （前年度） 　資源ごみ回収報奨金　　１団体　　　 　　１９千円 

 　　　　― 　生ごみ処理容器設置報奨金

　　電気式生ごみ処理機  　１基　　　 　　３０千円

 

 

01 清掃総務費 603-50 ごみ減量・リサイクル助成事業（鹿島区） 1,416 一般財源 1,416 　家庭でのごみの減量化及びリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収及び生ご 204

 み処理容器等の設置に対し助成を行った。                                                    

 事業内容                                                                              

 (鹿島区市民福祉課) 　資源ごみ回収報奨金       ７団体  　１，２６５千円  

 （前年度） 　生ごみ処理容器設置報奨金                                                            

 1,456 　　コンポスト容器（ボカシ） ５基  　　　　１０千円

 　　電気式生ごみ処理機　　   ５基 　　　 １４１千円

 

 

01 清掃総務費 603-70 ごみ減量・リサイクル助成事業（原町区） 2,717 特定財源 519 　家庭でのごみの減量化及びリサイクルによる資源の再利用を図るため、資源ごみ回収及び生ご 204

 　その他 519 み処理容器等の設置に対し助成した。

 一般財源 2,198 事業内容                                                                              

 (生活環境課) （前年度） 　資源ごみ回収報奨金　３９団体　　２，５９３千円

 1,413 　生ごみ処理容器設置報奨金  

 　　コンポスト容器　　　　２基　　　　　　５千円

 　　電気式生ごみ処理機　　４基　　　　１１９千円

 

 

02 塵芥処理費 504-20 不法投棄対策事業 559 一般財源 559 　不法投棄防止及び市民への啓発を図った。 206

 事業内容                                                                              

 　不法投棄の監視（監視員３０人）及び啓発                                              

 (生活環境課) （前年度）

954

 

02 塵芥処理費 504-80 不法投棄対策事業（原町区） 792 特定財源 792 　不法投棄防止及び市民への啓発を図った。 206

 　その他 792 事業内容                                                                              

 　不法投棄防止業務に要する経費                                                        

 (生活環境課) （前年度） 　　需用費　　　６３４千円

 1,016 　　役務費　　　１１２千円

 　　原材料費　 　 １４千円

 　　公課費　　　　３２千円

 

04 衛生費           02 清掃費

- 134 - - 135 -



04 衛生費
 02 清掃費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 塵芥処理費 511-20 災害等廃棄物処理対策事業（スポーツ 46,626 特定財源 35,358 　東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理することにより、生活環境の保全、速やかな 206

 振興課） 　国庫支出金 28,731 復興の推進を図った。

 (繰越明許予算) 　県支出金 6,627 事業内容

 （前年度） 一般財源 11,268 　牛島体育館解体工事        　　　１０，２５６千円

 (文化スポーツ課) 　　　　― 　Ｂ＆Ｇ海洋センター解体工事　　  　３，３６０千円

 　鹿島体育館解体工事　　 　　 　　３３，０１０千円

 

02 塵芥処理費 511-21 災害等廃棄物処理対策事業（生涯学習課） 97,342 特定財源 93,345 　東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理することにより、生活環境の保全、速やかな復 206

 (繰越明許予算) 　国庫支出金 75,850 興の推進を図った。

 　県支出金 17,495 事業内容

 （前年度） 一般財源 3,997 　文化センター解体工事・撤去    　　　            　　３７８千円

 (文化スポーツ課) 　　　　― 　共同アンテナ撤去に伴う個別アンテナ設置工事　　９６，９６４千円

04 衛生費           02 清掃費

- 136 - - 137 -



05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 労働諸費 601-20 トライアル雇用事業 150 特定財源 150 　雇用情勢が厳しさを増す中、国のトライアル雇用事業に継続して、市のトライアル雇用事業を 210

 　その他 150 実施し、未就業者の雇用促進を図った。                                                    

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　未就業者を雇用した事業主に対する奨励金の交付                                        

 1,576 　交付額　　　　上限　月５万円／人                                                    

 　交付期間　　　最長　６か月間                                                        

   奨励金申請者　１名

 

 

01 労働諸費 602-20 新卒者就職支援事業 1,586 特定財源 1,586 　雇用情勢の特に厳しい来春高校卒業予定者の就職を支援するため、県の行う就職促進支援員配 210

 　その他 1,586 置事業と連携して、市内各高校の就職希望者への就職相談、面接指導等を行った。              

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　就職支援相談員（１人）による就職相談、面接指導                                      

 1,713

 

04 緊急雇用対策費 500-20 警戒区域内被災馬飼育管理事業 16,023 特定財源 16,023 　緊急雇用対策として、臨時職員を雇用し旧警戒区域内から南相馬市馬事公苑に搬出した被災馬 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 16,023 の飼養管理を行うとともに、地域における雇用の場の確保を図った。                     

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　業務内容　旧警戒区域内から搬出した馬の飼養管理                         

 　　　　― 　雇用者数　４人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 501-20 南相馬ＩＴ産業創出支援事業 4,174 特定財源 4,174 　緊急雇用対策として、若手ＩＴエンジニア育成及び創業支援を通じ、ＩＣＴやコンテンツ産業 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 4,174 を創出する業務を委託し、地域における雇用の場の確保を図った。                            

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　業務内容　産業育成ビジョン・計画の策定、ソフトウエア・アプリケーション開発、ＩＴ技  

 　　　　― 　　　　　　術向上・創業に必要な知識等の人材育成                                      

 　雇用者数　５人（委託先）                                                            

 

 

04 緊急雇用対策費 502-20 市民活動団体復興支援事業 658 特定財源 658 　緊急雇用対策として、経済活動など様々な活動を行っている市民活動団体に対して、一般事務 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 658 業務やイベント開催補助業務等の業務支援を行うとともに、被災求職者を雇用し人材の養成を行

 うための地域の復興支援を行う業務を委託し、地域における雇用の場の確保を図った。          

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　業務内容　市民活動団体への業務支援・人材育成、地域復興の支援                        

 　雇用者数　２人（委託先）                                                            

 

05 労働費           01労働諸費

- 138 - - 139 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 503-20 森林除染と木質再利用事業 6,481 特定財源 6,481 　緊急雇用対策として、森林除染の方法、原木汚染状態、除染伐採に伴う汚染木質の減容化、木 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 6,481 質の再利用等の研究を行うとともに、被災求職者を雇用し現場研修指導による人材育成の業務を

 委託し、地域における雇用の場の確保を図った。                                            

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　業務内容　森林除染の方法、原木の汚染状態、木質の再利用などの研究                    

 　　　　　　新たな研究、研修指導による人材育成                                        

 　雇用者数　６人（委託先）                                                            

 

 

04 緊急雇用対策費 504-20 地域情報誌活用復興・地域活性化事業 3,201 特定財源 3,201 　緊急雇用対策として、地域の復興のため、安心して暮らせる正しい情報を提供するとともに、 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 3,201 若年・障がい者などの被災求職者を雇用し人材育成を行うため、地域情報誌の発行する業務を委

 託し、地域における雇用の場の確保を図った。                                              

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　業務内容　被災求職者の人材育成、地域情報誌の発行                                    

 　雇用者数　４人（委託先）                                                            

 

 

04 緊急雇用対策費 505-20 放射能除染研究事業 3,116 特定財源 3,116 　緊急雇用対策として、除染研究を行いながら、地元技術の確立と、原発被害地域の除染への活 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 3,116 用に供するとともに、被災求職者を雇用し人材育成を行う地域の安心・安全づくりと地域の復興

 に寄与する業務を委託し、地域における雇用の場の確保を図った。                            

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　業務内容　除染研究を行い地元技術の確立、被災求職者の研修指導による人材育成          

 　雇用者数　３人（委託先）                                                            

 

 

04 緊急雇用対策費 506-20 みんなの居場所づくり事業 926 特定財源 926 　緊急雇用対策として、被災者の心身の健康を取り戻し、コミュニケーションを再生するための 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 926 居場所づくりを行うとともに、被災求職者を雇用することにより、地域における雇用の場の確保

 及び人材育成を図った。                                                                  

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　新たな集いの場所としての屋内活動の場の設置                                          

 　被災求職者の継続雇用及び人材育成                                                    

 　　雇用者数　６人（委託先）                                                          

 

05 労働費           01労働諸費
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05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 507-20 農家民宿経営及び野菜おまかせ便事業 811 特定財源 811 　緊急雇用対策として、農業体験等を通じて南相馬市のＰＲと、定期的な野菜の宅配を行い放射 210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 811 能の風評被害のなかでの安全へのＰＲをするとともに、被災求職者を雇用することにより、地域

 における雇用の場の確保及び人材育成を図った。                                            

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　農家民宿、農業体験及び野菜のおまかせ便                                              

 　被災求職者の継続雇用及び人材育成                                                    

 　　雇用者数　３人（委託先）                                                          

 

04 緊急雇用対策費 602-20 臨時職員雇用事業 84,304 特定財源 84,158 　緊急雇用対策として、各種災害業務を始めとした事務業務に従事させる臨時職員を雇用し、  210

 （緊急雇用対策） 　県支出金 84,158 地域における雇用の場の確保を図った。                                                    

 一般財源 146 事業内容                                                                              

 (総務課) (前年度) 　業務内容　受付業務、データ入力、資料作成及び整理などの事務補助業務              

 44,867 　雇用者数　５４人                                                    

 

 

04 緊急雇用対策費 617-20 企業・事業所等情報発信事業 4,431 特定財源 4,431 　緊急雇用対策として、企業・事業所、空き店舗等の情報を収集し、発信するコーディネーター 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 4,431 役としての業務を委託し、各事業所の販路拡大や企業間交流による新たな事業展開、新規事業の

 創出により、地域における雇用の場の確保を図った。                                        

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 4,431 　業務内容　工業、商業・サービス業者、空き店舗情報の収集、発信                    

 　　　　　　ホームページ作成支援、パンフレット等の作成                            

 　雇用者数　１人（委託先）                                                        

 

 

04 緊急雇用対策費 622-30 市道等維持管理事業（小高区） 12,600 特定財源 12,600 　緊急雇用対策として、市道等公共施設の維持管理と環境美化を図るための業務を委託し、地域 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 12,600 における雇用の場の確保を図った。                                                        

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　業務内容　市道・河川・公園等の草刈等清掃業務                                    

 　　　　― 　雇用者数　４人（委託先）                                                    

 

 

04 緊急雇用対策費 622-50 市道等維持管理事業（鹿島区） 8,820 特定財源 8,820 　緊急雇用対策として、市道等公共施設の維持管理と環境美化を図るための業務を委託し、地域 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 8,820 における雇用の場の確保を図った。                                                       

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　業務内容　市道・河川・公園等の草刈等清掃業務                                    

 　　　　― 　雇用者数　７人（委託先）                                                    

 

05 労働費           01労働諸費
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05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 622-70 市道等維持管理事業（原町区） 3,098 特定財源 3,098 　緊急雇用対策として、道路施設の維持管理と環境美化のため業務を委託し、地域における雇用 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 3,098 の場の確保を図った。                                                                    

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　業務内容　市道の草刈・清掃                                                      

 　　　　― 　雇用者数　４人（委託先）                                                        

 

 

04 緊急雇用対策費 623-70 公園維持管理事業（原町区） 4,200 特定財源 4,200 　緊急雇用対策として、公園施設の維持管理と環境美化を図るための業務を委託し、地域におけ 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 4,200 る雇用の場の確保を図った。                                                              

 事業内容                                                                              

 (都市計画課) (前年度) 　業務内容　公園の維持管理（樹木の剪定、草刈等）                                  

 2,310 　雇用者数　５人（新規雇用者４人）                                                

 

 

04 緊急雇用対策費 629-20 桜井古墳公園等環境整備事業 16,275 特定財源 16,275 　緊急雇用対策として、桜井古墳公園等文化財の環境整備を図るための業務を委託し、地域にお 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 16,275 ける雇用の場の確保を図る。                                                            

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　業務内容　桜井古墳公園、海老浜のマルバシャリンバイ自生地等文化財の環境整備      

 8,715 　　　　　　（草刈、伐木等）                                                      

 　委託期間　平成２４年４月～平成２５年３月

 　雇用者数　４人                                                    

 

 

04 緊急雇用対策費 676-20 環境放射線モニタリング測定事業 5,392 特定財源 5,392 　緊急雇用対策として、市内の環境放射線モニタリング調査を実施し、放射線モニタリングデー 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 5,392 タを公表するため、事務補助員を雇用し、地域における雇用の場の確保を図った。

 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　業務内容　サーべイメーターによる環境放射線測定（地表１ｃｍ、１ｍ地点）            

 4,150 　　　　　　　測定データ集約     

 　　　　　　　市ホームページ等でデータ公表 

 　雇用者数　４人           

 

05 労働費           01労働諸費
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05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 677-20 遺失物管理事業 4,555 特定財源 4,555 　緊急雇用対策として、津波で流出した位牌、写真等の想い出の品を所有者に返却並びに保管す 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 4,555 るため、事務補助員を雇用し、遺失物の受入、引渡し、展示等作業及び写真等でデジタルデータ

 化による保存を行い、地域における雇用の場の確保を図った。

 (生活環境課) (前年度) 事業内容                                                                              

 2,299 　業務内容　遺失物の受入れ、引渡しの管理                                          

 　　　　　　　遺失物の整理  

 　　　　　　　デジタルデータ化作業

 　　　　　　　会場の整理

 　雇用者数　２人                                          

 

 

04 緊急雇用対策費 678-20 災害廃棄物仮置き場管理事業 1,195 特定財源 1,195 　緊急雇用対策として、災害廃棄物仮置き場の管理業務を行うことにより、適切な維持管理を図 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 1,195 るため、事務補助員を雇用し、地域における雇用の場の確保を図った。

 事業内容                                                                              

 (生活環境課) (前年度) 　業務内容　災害廃棄物仮置き場の実績集計                                          

 　　　　― 　　　　　　　報告書（日報・月報）等の管理業務      

 　　　　　　　委託業者との連絡調整

 　　　　　　　損壊家屋、被災自動車受付事務 

 　雇用者数　２人 

 

04 緊急雇用対策費 681-20 被災失業者支援対策策定事業 2,057 特定財源 2,057 　緊急雇用対策として、長期的に低迷している地域雇用情勢に対応して実施される各種地域産業 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 2,057 振興施策の効果的実施方策を検討するための調査を行うため、事務補助員を雇用し、地域におけ

 る雇用の場の確保を図った。                                                              

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 6,008 　業務内容　雇用関連ソフト事業計画の作成にかかる業務                              

 　雇用者数　３人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 682-20 災害被災者支援公用バス運行事業 1,798 特定財源 1,798 　緊急雇用対策として、被災児童生徒の通学バス運行に必要な臨時職員を雇用し、地域における 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 1,798 雇用の場の確保を図った。                                                                  

 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　業務内容　公用車運転業務                                                        

 2,837 　雇用者数　１人                                                                  

 

05 労働費           01労働諸費
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05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 683-20 農産物等放射能測定事業 25,906 特定財源 25,906 　緊急雇用対策として、事務補助員を雇用し、安心・安全な農産物の生産を推進するため、放射 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 25,906 性物質の測定を行った。

 事業内容                                                                              

 (農林放射線対策課) (前年度) 　農地等の放射能測定（農地土壌、農業用水、農産物等）                    

 9,077 　雇用者数　１０人                                                                

 

04 緊急雇用対策費 685-20 里山農業保全活動事業 245 特定財源 245 　緊急雇用対策として、里山周辺の野生鳥獣による農作物等への被害を防止・軽減するため、狩 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 245 猟免許等を有する臨時職員を雇用し、里山の農業を保全するとともに、地域における雇用の場の

 確保を図った。

 (農林水産課) (前年度) 事業内容                                                                              

 1,289 　業務内容　有害鳥獣の捕獲、被害状況の調査、被害防止対策の指導等

 　雇用者数　１人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 686-30 警戒区域商業者等支援事業 2,405 特定財源 2,405 　緊急雇用対策として、福島第一原子力発電所の重大事故に伴い全国に避難している商業者等に 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 2,405 国・県・市の支援事業等の案内を行うため、臨時職員を雇用し、地域における雇用の場の確保を

 図った。                                                                                

 (小高区産業建設課) (前年度) 事業内容                                                                              

 1,582 　業務内容　商業者等の現状把握、支援事業資料作成・郵送等事業者支援             

 　雇用者数　１人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 687-20 商工業活性化ＰＲイベント事業 2,718 特定財源 2,718 　緊急雇用対策として、イベント等を通した市内事業者の商品ＰＲによる商工業の活性化を図る 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 2,718 ため、事務補助員を雇用し、地域における雇用の場の確保を図った。                          

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　業務内容　イベント等に係る関係団体との連絡調整、企画補助、運営等                

 2,048 　雇用者数　１人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 688-30 農道林道等維持管理事業（小高区） 12,600 特定財源 12,600 　緊急雇用対策として、農道・林道施設の維持管理と環境美化を図るための業務を委託し、地域 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 12,600 における雇用の場の確保を図った。                                                        

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　業務内容　農道・林道・農業用施設の草刈及び清掃作業                              

 　　　　― 　雇用者数　４人（委託先）                                                        

 

05 労働費           01労働諸費
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05 労働費
 01 労働諸費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

04 緊急雇用対策費 689-20 市内遺跡発掘調査事業 5,750 特定財源 5,750 　緊急雇用対策として、市内開発関連等遺跡の発掘調査推進のため、発掘補助員を雇用し、地域 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 5,750 における雇用の場の確保を図った。                                                    

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　調査件数　１８件　個人住宅建築関連等

 　　　　― 　雇用者数　４３人                                                                

 

 

04 緊急雇用対策費 690-20 発掘調査整理補助員雇用事業 3,921 特定財源 3,921 　緊急雇用対策として、発掘調査整理業務に従事する臨時職員を雇用し、地域における雇用の場 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 3,921 の確保を図った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　業務内容　発掘調査整理業務                                                      

 　　　　― 　雇用者数　２人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 691-20 被災事業所等復興支援事業 5,660 特定財源 5,660 　緊急雇用対策として、地域における工業振興を担うコーディネーター役を業務委託し、企業力 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 5,660 の向上や起業家支援を行うことで、地域における雇用の場の確保を図った。                    

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　業務内容　工業系創業、起業支援、相談業務等企業力向上に資する業務                

 　　　　― 　雇用者数　１人                                                                  

 

 

04 緊急雇用対策費 692-20 南相馬農業振興地域整備計画総合見直し 1,446 特定財源 1,446 　緊急雇用対策として、南相馬農業振興地域整備計画の総合見直しを行うため、臨時職員を雇用 212

 事業 　県支出金 1,446 し、農用地区域の見直し等の作業を行うとともに、地域における雇用の場の確保を図った。

 （緊急雇用対策） 事業内容                                                                              

 (前年度) 　業務内容　農用地区域の見直しに係るデータ整理等

 (農林水産課) 1,909 　雇用者数　２人                                                                  

 

04 緊急雇用対策費 693-20 観光物産復興ＰＲイベント事業 2,270 特定財源 2,270 　緊急雇用対策として、観光物産における風評被害を解消し、観光客等誘客、特産品等の販売促 212

 （緊急雇用対策） 　県支出金 2,270 進を図り、首都圏等において観光ＰＲ、特産品販売等のＰＲイベント事業を企画・実施する業務

 を行うため、臨時職員を雇用し、地域における雇用の場を確保を図った。                      

 (観光交流課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　業務内容　観光物産ＰＲの企画、イベント事業の周知広報、イベント事業当日の観光ＰＲ、 

 　　　　　　物産販売事務従事                          

 　雇用者数　１人                                                                  

 

05 労働費           01労働諸費
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06 農林水産業費
 01 農業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

03 農業振興費 026-60 農業振興施設管理事業（鹿島区） 1,242 特定財源 1,242 　農業振興施設として、各種団体の研修会等により施設の有効活用を図った。                  216

 　使用料及び 1,242 事業内容                                                                              

 　　　手数料 　ことぶき荘及び角川原研修センターの維持管理費                                        

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

　　　　―

 

03 農業振興費 050-60 ことぶき荘創作活動補助金（鹿島区） 80 一般財源 80 　施設の有効活用を図るため、農家高齢者を対象に陶芸等の創作活動をとおした地域社会への 216

 貢献活動を支援した。 

 事業の内容                                                                            

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　「ことぶき荘創作活動クラブ連絡協議会」が行う創作活動への助成

　　　　―

 

03 農業振興費 052-60 農業後継者育成対策実践活動事業補助金 300 特定財源 300 　農業後継者及び新規就農者で組織された団体が、農業技術の向上のため優良先進事例の視察や 216

 （鹿島区） 　その他 300 勉強会を実施するとともに、販売活動等の実践活動を農業経営戦略上のシミュレーションとして

 位置づけたうえで組織活動を行い、それらを通して、個々の経営者としての資質向上及び育成を

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 図る活動に対して助成をした。                                                        

 　　　　― 事業内容                                                                              

 　事業主体　農業後継者団体ＡＳＫ                                                      

 　補助率　　定額                                                                      

 　内　容　　先進地視察、講演会・勉強会の実施、販売活動                                

 　補助金額　４５０千円                                                                

 

 

03 農業振興費 064-60 認定農業者経営改善ステップアップ事業 170 一般財源 170 　担い手農家等の組織が、地域の特性を生かしながら地域の抱える課題を整理し、自ら解決する 216

 補助金（鹿島区） ために実践していく活動に対して助成した。                                              

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　南相馬市鹿島区認定農業者経営改善研究会                                    

 　　　　― 　補助率　　定額                                                                      

 　内　容　　優良経営体の先進地視察研修等                                              

 　補助金額　１７０千円                                                                

 

 

03 農業振興費 065-20 農業経営基盤強化資金利子助成金 2,000 特定財源 768 　認定農業者が、農業経営基盤強化資金を借り受けて、経営規模拡大や経営の効率化を図る場合 216

 （債務負担） 　県支出金 768 に、金利負担軽減と経営安定を図るため利子助成を行った。                                  

 一般財源 1,232 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　融資件数　３９件                                              

 1,240 　融資残高　３６６，２８３千円                  
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03 農業振興費 073-80 麦・大豆品質向上対策事業補助金 787 特定財源 700 　転作作物として定着が見込まれる麦・大豆の品質向上を図るため、無人ヘリによる病害虫の省 216

 （原町区） 　その他 700 力的、適期防除を推進した。                                                            

 一般財源 87 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　事業主体　原町区病害虫防除団                                                        

 707 　防除面積　小麦　３７．０ｈａ　２回散布(散布面積７２．０ha) 

 　    　　　大豆　３９．０ｈａ　２回散布(散布面積７８．０ha)

 　事業費　　１，５７５千円                                                            

 　補助率　　１／２以内                                                                

 　補助金　　７８７千円                                                            

 

 

03 農業振興費 080-30 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金 6 一般財源 6 　有害鳥獣被害を防止するために必要な経費の一部を助成した。                            216

 （小高区） 事業内容                                                                              

 　狩猟免許取得支援事業補助金                                                 

 (小高区産業建設課) (前年度) 　　補助率　狩猟免許受験手数料（個人）　１／２以内　３件

 

 

03 農業振興費 080-50 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金 267 特定財源 267 　有害鳥獣被害を防止するために必要な経費の一部を助成した。                            216

 （鹿島区） 　その他 267 事業内容                                                                              

 　防護柵設置事業補助金                                                                

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　　補助率　農業者組織等（３戸以上）　１／２以内　１件　２２６千円

 600 　　　　　　農業者（個人）　　　　　　１／３以内　０件　　　　０円

 　狩猟免許取得支援事業補助金                                                          

 　　補助率　狩猟免許試験予備講習会受講料　１０／１０　３件　２８千円

 　　　　　　狩猟免許受験手数料　１／２　　　　　　　　６件　１３千円

 

 

03 農業振興費 080-70 有害鳥獣被害防止総合対策事業補助金 223 特定財源 223 　有害鳥獣被害を防止するために必要な経費の一部を助成した。                            216

 （原町区） 　その他 223 事業内容                                                                              

 　防護柵設置事業補助金                                                                

 (農林水産課) (前年度) 　　補助率　農業者（個人）　１／３以内　２件　８２千円

 30 　狩猟免許取得支援事業補助金                                                          

 　　補助率　狩猟免許試験予備講習会受講料　１０／１０　１５件　１０５千円

 　　　　　　狩猟免許受験手数料　１／２　１６件　３６千円
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03 農業振興費 094-20 農用地利用保全促進事業補助金 3,543 一般財源 3,543 　農地について１年に３０ａ以上の利用権（賃貸借及び所有権移転）の設定に対して、借り手側 216

 へ農地の賃貸借料または購入費の一部を補助することにより農地の利用促進と耕作放棄地の拡大

 防止を図った。                                                                          

 (農林水産課) (前年度) 事業内容                                                                              

 7,484 　対　象　農地拡大農家（使用貸借契約、及び大区画ほ場整備地区を除く）                  

 　補助額

 　＜賃貸借の設定＞

 　３０ａ区画（新規）　　６～９年　　５，０００円／１０ａ　　　３７３ａ　　　１７９千円

 　３０ａ区画（新規）　１０年以上　１０，０００円／１０ａ　　　　５７ａ　　　　５６千円

 　３０ａ区画（再設定）１０年以上　　５，０００円／１０ａ　１，８１７ａ　　　８９９千円

　（ほ場整備未実施地区・１０ａ区画整備地区の水田及び畑は２倍の額）

　３０ａ区画（新規）　　６～９年　　５，０００円／１０ａ　　　３７８ａ　　　３６３千円

　３０ａ区画（新規）　１０年以上　１０，０００円／１０ａ　　　６４７ａ　１，２０４千円

　３０ａ区画（再設定）１０年以上　　５，０００円／１０ａ　　　８９９ａ　　　８４２千円

　＜農地取得＞

　農地取得　２０，０００円／１０ａ　　該当なし

 

 

03 農業振興費 097-20 東日本大震災農業生産対策交付金事業補助 29,500 一般財源 29,500 平成２３年３月１１日の東日本大震災からの農業生産の復旧等を図るため、共同利用施設の整備  216

 金(繰越明許予算) 並びに営農用資機材及び農業用機械の確保を支援した。                                  

 事業内容                                                                              

 　耕種作物共同利用施設整備（鹿島ＣＥ、原町ＣＥ）                                      

 (農林水産課) (前年度) 　　事業主体　　そうま農業協同組合                                                  

 17,500 　　業務内容　　穀類乾燥調整施設の修繕にかかる補助事業           

 　　事業費　　　５９，０００千円                                                    

 　　国交付金　　２９，５００千円                                                    

 　　補助率　　　１／２以内                                                

 

 

03 農業振興費 507-20 経営改善支援事業 7,896 特定財源 7,896 　市内農林水産業を支援する農業経営改善支援センターを設置し、専任相談員を配置し農林水産 216

 　その他 7,896 業の安定経営を促進するため各種事業及び支援を実施した。                                

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　認定農業者等に対する相談活動                                                        

 5,434 　農業経営改善の相談支援                                                              

 　集落営農の推進                                                                      

 　農林水産業の技術・経営向上支援                                                      
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03 農業振興費 514-20 青年就農給付金事業 1,581 特定財源 1,580 　新規就農にあたっては技術の習得や所得の確保等が課題となっていることから、就農前研修期 216

 　県支出金 1,580 間や経営の不安定な就農初期に給付金を支給することにより、就農意欲の向上や不安定な所得の

 一般財源 1 確保を図り、若い農業者の定着を図ることにより、担い手の増加を図った。                    

 (農林水産課) (前年度) 事業概要                                                                              

 　　　　― 　補助対象人数　２人                                                      

 　補助対象額　　７５０，０００円（６か月分）×２人                                          

 　事務費　　　　８１，０９６円                                                    

 

 

03 農業振興費 606-30 有害鳥獣対策事業（小高区） 1,243 特定財源 119 　野生鳥獣による農作物等への被害を防止するため、有害鳥獣捕獲隊を編成し、捕獲等を実施す 216

 　県支出金 119 るとともに、市民に対し被害対策の普及啓発を行った。                                        

 一般財源 1,124 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　有害鳥獣捕獲隊の編成                                                                

 　　　　― 　安全教育研修会の開催                                                                

 　市民啓発資材の配布                                                                  

 　有害鳥獣捕獲報奨金                                                                  

 

 

03 農業振興費 606-50 有害鳥獣対策事業（鹿島区） 1,755 特定財源 1,755 　野生鳥獣による農作物等への被害を防止するため、有害鳥獣捕獲隊を編成し、捕獲等を実施す 216

 　県支出金 119 るとともに、市民に対し被害対策の普及啓発を行った。                                        

 　その他 1,636 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　サル接近警戒システムの運用                                                          

 1,376 　有害鳥獣捕獲隊の編成                                                                

 　安全教育研修会の開催                                                                

 　市民啓発資材の配布                                                                  

 　有害鳥獣捕獲報奨金                                                                  

 

 

03 農業振興費 606-70 有害鳥獣対策事業（原町区） 1,511 特定財源 119 　野生鳥獣による農作物等への被害を防止するため、有害鳥獣捕獲隊を編成し、捕獲等を実施す 216

 　県支出金 119 るとともに、市民に対し被害対策の普及啓発を行った。                                        

 一般財源 1,392 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　有害鳥獣捕獲隊の編成                                                                

 802 　安全教育研修会の開催                                                                

 　市民啓発資材の配付                                                                  

 　有害鳥獣捕獲報奨金                                                                  

 

 

03 農業振興費 703-50 中山間地域等直接支払交付金事業 5,305 特定財源 3,977 　農業生産における不利的条件により耕作放棄地の増加や多面的機能の低下が懸念される中山間 218

 （鹿島区） 　県支出金 3,977 地域の保全及び整備活動に対する交付金を交付し農地の保全を図った。                        

 一般財源 1,328 事業内容（対策期間Ｈ２２～Ｈ２６）                                                    

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　対象地区　上栃窪、橲原地区                                                          

 5,314 　補助率　　定額                                                                      
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04 畜産事業費 052-60 優良肉用牛精液確保事業補助金（鹿島区） 192 特定財源 100 　優良肉用牛の精液購入に対する助成を行い、優良肉用牛の生産と改良に努めた。  218

 　その他 100 事業内容                                                                              

 一般財源 92 　事業主体　鹿島和牛繁殖部会                                                          

 (農林水産課) (前年度) 　補助率　　１／３以内                                                                

　　　　―

  

 

04 畜産事業費 052-80 優良肉用牛精液確保事業補助金（原町区） 350 一般財源 350 　優良肉用牛の精液購入に対する助成を行い、優良肉用牛の生産と改良に努めた。  218

 事業内容                                                                              

 　事業主体　原町北和牛改良組合、原町南和牛改良組合

 (農林水産課) (前年度) 　補助率　　１／３以内                                                                

384

  

 

04 畜産事業費 085-20 優良肉用牛導入資金利子補給金 21 一般財源 21 　優良繁殖雌牛を確保するとともに牛群改良を促進するため、優良繁殖雌牛の導入に係る借入金 218

 に対する利子補給を行った。

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　利子補給頭数　１２頭                                                                

 74 　借入利率　１．６％～２．０％

 

 

04 畜産事業費 502-20 畜産農家堆肥仮置事業 42,338 特定財源 42,338 　セシウム濃度が国で定めた暫定許容値を超える汚染堆肥については、一時貯留する必要がある      218

 　県支出金 42,338 ため、仮置場を設置し適切な管理保管を行った。          

 事業内容                                                                              

 (農林放射線対策課) (前年度) 　汚染堆肥一時仮置き業務委託                                                        

 　　　　― 　汚染廃棄物　堆肥　９，１８０立米、農家戸数　７戸                          

 

 

05 農地費 051-50 非補助農道整備事業償還補助金（鹿島区） 3,247 一般財源 3,247 　農業振興地域の農村環境の整備や農業の構造改善を図るため、農道整備借入資金の償還に係る 218

 経費を助成した。                                                                      

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　鹿島町土地改良区等                                                        

 4,297 　補助率　　定額                                                                      

 

 

05 農地費 053-50 土地改良事業償還助成事業補助金 13,098 一般財源 13,098 　ほ場整備事業の実施に伴う地域の総合的な農村環境の整備借入資金に対し、地元負担金の軽減 218

 （鹿島区） を図るため補助金を交付した。                                                          

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　鹿島町土地改良区等                                                        

 16,138 　補助率　　定額                                                                      
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05 農地費 054-60 土地改良区運営費助成事業補助金 2,880 一般財源 2,880 　農業農村の振興と農村環境の改善を目指し、土地改良水利施設の適正な維持管理を行うため、 218

 （鹿島区） 土地改良区に対して補助を行った。                                                        

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　鹿島町土地改良区および八沢干拓土地改良区                                  

 2,880 　補助率　　定額                                                                      

 

 

05 農地費 056-30 請戸川水系県営事業補助金（小高区） 34,941 一般財源 34,941 　昭和５３年から平成１５年度までに実施した県営かんがい排水事業（請戸川地区）の負担金借 218

 （債務負担） 入に伴う償還金を、請戸川土地改良区に対し補助金として交付する。                        

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　用水路１６系統　Ｌ＝６５，１９８ｍ、頭首工６か所                                    

 34,941 　償還金総額　２，１３４，０１４千円（南相馬市、浪江町、双葉町）                  

 　償還期間　平成７年度～平成３９年度　地元負担１５％を補助                            

 　市負担額　４０．１９６％（８６９，２７４千円）                                

 

 

05 農地費 064-60 農村活性化定住促進助成金（生垣） 597 一般財源 597 　分譲宅地取得者が施工した生垣費用の一部を助成し、定住化と緑あふれた潤いと安らぎのある 218

 （鹿島区） 居住空間づくりの促進を図った。                                                          

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　対象地区　鹿島区の三里住宅団地及び西町宅地取得者                                    

 100 　内　容　　生垣費用の一部を助成　６件                                                

 　補助率　　定額（１００千円以内）                                                    

 

 

 

05 農地費 067-60 農村活性化定住促進助成金（墓地） 480 一般財源 480 　鹿島区の三里住宅団地及び西町宅地取得と併せ、市営鹿島公園墓地の使用権の許可を得た者に 218

 （鹿島区） 対し使用料を助成することにより定住化を促進した。                                      

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　市営墓地使用料助成　１区画１２万円（市外者は５割増）                                

 　　　　―

 

05 農地費 068-20 農地・水保全管理支払交付金 22,676 特定財源 1,184 　地域ぐるみの共同活動により、農業及び農村の基盤となる農地・水・環境の良好な保全と質的 220

 　県支出金 1,184 向上を図る活動組織に活動費の一部を助成すると共に、水路・農道・ため池等の農業用施設の補

 一般財源 21,492 修・更新による長寿命化を図る活動組織に対し助成を行った。                                

 (農林水産課) (前年度) 事業内容                                                                              

 29,029 　農地・水・環境保全共同活動支援交付金（３２地区　２，２７９．５ｈａ）                

 　農地・水・環境保全向上活動支援交付金（２地区　１１５．６ｈａ）                      

　農地・水・環境保全復旧活動支援交付金（１地区　４４．９ｈａ）                      

 　交付金負担割合　国５０％　県２５％　市２５％                                        
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05 農地費 105-50 農地等保全管理事業負担金（鹿島区） 6,000 特定財源 5,400 　県営ため池等整備事業（藤金沢地区）に対し市負担金を拠出した。                        220

 　地方債 5,400 事業内容                                                                              

 一般財源 600 　県営ため池等整備事業　藤金沢地区（鹿島区北海老地内）                                

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　総事業費　　　４５，１００千円                                                      

 　　　　― 　事業内容　　　洪水吐設置・既設洪水吐閉塞・安全施設工                                

 　事業期間　　　平成２３年度～平成２６年度                                            

 　負担率　　　　国５０％、県２９％、市２０％、受益者１％                              

 　平成２４年度　事業費３０，０００千円                                                

 

 

05 農地費 105-75 農地等保全管理事業負担金（原町区） 3,485 特定財源 3,100 　県営ため池等整備事業（折ヶ沢地区）に対し市負担金を拠出した。                        220

 　地方債 3,100 事業内容                                                                              

 一般財源 385 　県営ため池等整備事業　折ヶ沢地区（原町区二見町地内）                                

 (農林水産課) (前年度) 　総事業費　　　１５９，０００千円                                                    

 11,070 　事業内容　　　堤体改修、洪水吐改修、取水口改修                                      

 　事業期間　　　平成２０年度～平成２５年度                                            

 　負担率　　　　国５０％、県２９％、市２０．５％、地元０．５％                        

 　平成２４年度　事業費　１７，０００千円                                              

 

 

 

05 農地費 106-75 大区画ほ場整備事業負担金（原町区） 9,769 特定財源 8,700 　県営ほ場整備事業の実施に伴い、農家負担の軽減を図り、地域の総合的な農村環境の整備を行 220

 　地方債 8,700 うため補助残の一部を負担した。                                                        

 一般財源 1,069 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　押釜地区　８７，０００千円                                                      

9,665 　負担率　　国５５％　県３０％　市１０％　地元５％　　                       

 

 

05 農地費 503-10 請戸川地区国営造成施設県負担金 123,118 特定財源 9,387 　国営で造成された大柿ダムの事業費の地元負担金を拠出した。                            220

 （債務負担） 　その他 9,387 事業内容                                                                              

 一般財源 113,731 　事業費　　　　３２，２３７，１３０千円                                              

 (農林水産課) (前年度) 　３市町負担額　１６，６２０，３５７千円                                              

 169,152 　負担率　　　　南相馬市４０．１９６％　浪江町４４．３４％　双葉町１５．４６４％      

 　期間　　　　　平成元年度～平成２５年度                                              

 　（平成２４年度～２５年度までの負担額　２５１，０１８千円）                          

 

05 農地費 600-60 創設非農用地管理事業（鹿島区） 8,045 特定財源 6,950 　基盤整備済み農地への宅地化を防ぎ、若い世代の定住化促進を図るため、また、ふるさと回帰 220

 　財源収入 6,950 ・定住促進の受け皿として、上下水道完備のゆとりある緑溢れる優良住宅地を提供した。      

 一般財源 1,095 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　三里住宅団地の緑地、調整池の維持管理を行う。                                        

 12,741 　三里住宅用地１区画（１０－３）販売に係る斡旋謝礼金                                    
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05 農地費 702-60 農業用施設維持管理事業（鹿島区） 122 一般財源 122 　鹿島区が管理する農道及び水路等の農業用施設の維持管理を行うことで、農作業の安全確保を 220

 図った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　農道及び水路等の維持管理に必要な重機借上料及び補修用原材料等に要する経費            

 406

 

05 農地費 702-80 農業用施設維持管理事業（原町区） 6,413 一般財源 6,413 　原町区が管理する農道及び水路等の農業用施設の維持管理を行うことで、農作業の安全確保を 220

 図った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　農道及び水路等の維持管理に必要な重機借上料及び補修用原材料等に要する経費            

 8,146

 

 

05 農地費 711-60 農村公園管理事業（鹿島区） 197 一般財源 197 　農村総合整備モデル事業にて整備した公園を市民のレジャーや憩いの場として、安全な利用を 220

 図った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　施設修繕および農業集落排水処理施設利用組合負担金                                    

 300

 

05 農地費 720-40 土地改良施設維持管理事業（小高区） 5,706 特定財源 1,271 　洪水時における農地の湛水被害の防止を図るため、土地改良施設の適正な維持管理を行い、農 220

 　県支出金 1,271 地保全を図った。                                                                  

 一般財源 4,435 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　土地改良施設維持管理業務委託                                                        

 2,481 　排水機場　　　３か所                                                                

 　海岸保全施設　１か所                                                                

 

 

05 農地費 720-60 土地改良施設維持管理事業（鹿島区） 4,838 特定財源 3,752 　洪水時における農地の湛水被害の防止を図るため、土地改良施設の適正な維持管理を行い、農 220

 　県支出金 2,518 家経営の安定を図った。                                                                  

 　その他 1,234 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 一般財源 1,086 　　土地改良施設維持管理業務委託（八沢干拓土地改良区）                                

 1,783
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06 農林水産業費
 02 林業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 林業総務費 053-25 造林事業補助金 2,116 特定財源 2,116 　森林整備に係る国・県補助金の上乗せ補助を行い、公益的森林施業の推進を図った。      222

 　その他 2,116 事業内容                                                                              

 　事業主体　相馬地方森林組合

 (農林水産課) (前年度) 　事業概要　造林（０．１３ｈａ）、除伐（９．６４ｈａ）、枝打ち（１．２３ｈａ）、

 903 　　　　　　下刈（５８．２６ｈａ） 

　補助率　　２．７／１０以内

 

 

01 林業総務費 054-20 市産材住宅建築促進事業補助金 300 特定財源 300 　市産材を使って住宅を新築した者に対して経費の一部を助成し、市産材の利用の促進を図ると 222

 　その他 300 ともに、林業・木材産業の活性化に努めた。

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　市産材使用材積区分、補助金額及び補助金受給者数

400 　　５ｍ
3
以上１５ｍ

3
未満　　１００，０００円　１人

　　１５ｍ
3
以上２５ｍ

3
未満　２００，０００円　１人

 

 

01 林業総務費 055-20 森林整備地域活動支援事業補助金 240 特定財源 180 　森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業の実施を通じた適切な森林整備を推進し、森 222

 　県支出金 180 林の有する多面的機能の発揮を図るため、森林経営計画の策定に必要となる地域における活動の

 一般財源 60 実施等を支援した。                                                                    

 (農林水産課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　事業主体　相馬地方森林組合

 　交付対象面積　３０ｈａ                                                                

 　補助率　　８，０００円／ｈａ                                                              

 

 

01 林業総務費 059-20 木材加工流通施設等整備事業補助金 29,166 特定財源 29,166 　間伐等による森林整備の加速化と間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地域産業 222

 　県支出金 29,166 の再生を図るため、木材加工流通施設等の整備に要する経費の一部を補助した。              

 事業内容                                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　事業主体　千葉製材所                                                              

 3,990 　事業概要　原木の剥皮施設と貯木場の整備

 　補助率　　１／２以内                                                                  

 

 

02 林業振興費 017-40 林業振興一般経費（小高区） 3,169 一般財源 3,169 　既設林道の補修、路面整正並びに草刈等の通常維持管理を行った。               224

 事業内容

 　路線名　昼曽根小畑線　修繕箇所　１０か所

 (小高区産業建設課) (前年度)

 　　　　―
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02 林業振興費 702-60 林道維持管理事業（鹿島区） 23,162 一般財源 23,162 　林道等の維持管理を行い、利用者の安全確保を図った。                                    224

 事業内容                                                                              

 　林道等の維持管理に必要な修繕等                                       

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　平成２４年６月２０日の台風４号により被災した林道の維持修繕              

 　　　　― 　　林道修繕　鹿島区　９路線                                                            
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06 農林水産業費
 03 水産業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 水産業振興費 051-60 鮭繁殖事業補助金（鹿島区） 1,040 特定財源 1,000 　鮭資源の増殖により、漁業の経営安定を図るため、鮭の繁殖事業の取り組みに対し助成した。 224

 　その他 1,000 事業内容                                                                              

 一般財源 40 　事業主体　真野川鮭増殖組合                                                        

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　対象事業　鮭の採卵、ふ化及び稚魚放流                                              

 1,040 　補助率　　定額                                                                    

 　放流数　　４，０００千尾                                                          

 

 

01 水産業振興費 051-80 鮭繁殖事業補助金（原町区） 262 一般財源 262 　鮭資源増殖等により、漁業の経営安定を図るため、鮭の繁殖事業の取り組みに対し助成した。 224

 事業内容                                                                              

 　事業主体　新田川鮭繁殖漁業協同組合                                                

 (農林水産課) (前年度) 　対象事業　鮭の採卵、ふ化及び稚魚放流等                                            

 　　　　― 　補助率　　定額                                                                    

 　放流数　　１，３１４千尾                                                          

 

 

01 水産業振興費 055-60 沿岸漁場調査事業補助金（鹿島区） 163 特定財源 163 　漁業後継者育成及び技術の向上を図った。 224

 　その他 163 事業内容

 　地震・原子力災害により、就労不能となった漁業者が漁業再開に向けて、復興先進地区及び

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 操作機器の研修活動について、補助金を交付した。

 320

 

 

01 水産業振興費 056-60 漁業近代化資金利子補給金（鹿島区） 91 一般財源 91 　漁船の建造や改造又は経営の近代化を図ろうとする漁業者の借入れに対する利子補給を行い、 224

 漁業の振興を図った。                                                                    

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　継続分　　　　１名                                                              

 122 　期首融資残高　１０，０００千円                                                  
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07 商工費
 01 商工費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 商工業振興費 050-80 商工会議所運営費補助金（原町区） 4,500 特定財源 4,500 　区内商工業の総合的な改善発展を図り、地域経済の活性化推進に寄与することを目的とする  226

 　その他 4,500 原町商工会議所の運営に対し補助金を交付した。                                          

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　事業主体　原町商工会議所                                                            

 4,500 　補助率　　定額                                                                      

 

 

02 商工業振興費 051-40 小高商工会運営費補助金（小高区） 5,500 特定財源 5,500 　区内商工業の総合的な改善発展を図り、地域経済の活性化推進に寄与することを目的とする  226

 　その他 5,500 小高商工会の運営に対し補助金を交付した。                                              

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　事業主体　小高商工会                                                                

 4,448 　補助率　　定額                                                                      

 

 

02 商工業振興費 051-60 鹿島商工会運営費補助金（鹿島区） 7,600 特定財源 7,600 　区内商工業の総合的な改善発展を図り、地域経済の活性化推進に寄与することを目的とする  226

 　その他 7,600 鹿島商工会の運営に対し補助金を交付した。                                              

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　鹿島商工会                                                                

 　　　　― 　補助率　　定額                                                                      

 

 

02 商工業振興費 060-20 中小企業振興資金制度信用保証料補助金 134 特定財源 134 　経済対策の一環として、市内中小企業者の負担軽減を図り経営の安定に資した。            226

 　その他 134 事業内容                                                                              

 　補助率　　　　信用保証料相当額（福島県信用保証協会）                                

 (商工労政課) (前年度) 　信用保証料率　０．４５％～１．９０％の９区分                                        

 870 　実績件数　　　３件                                                                

 

 

02 商工業振興費 065-20 活力ある商店街支援事業補助金 5,538 特定財源 5,538 　商店街の活性化に向け集客力の向上と賑わいの創出を図り、個性的かつ魅力的な商店街の環境 226

 　その他 5,538 整備等を行った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　商店街空き店舗対策事業

 4,270 　　補助対象　　　商店街において空き店舗を利用し、創業する事業者                    

 　　補助対象経費　空き店舗賃借料                                                    

 　　補助率　　　　１／３（３／４）                                                

 　　限度額　　　　１５万円／月（最長２年間）                                        

　　交付件数　　　８件
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02 商工業振興費 065-80 活力ある商店街支援事業補助金（原町区） 3,960 特定財源 3,960 　商店街の活性化に向け集客力の向上と賑わいの創出を図り、個性的かつ魅力的な商店街の環境 226

 　その他 3,960 整備等を行った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　商店街環境整備事業

 4,385 　　補助対象　　　商店会、商店街振興組合                                            

 　　補助対象経費　街路灯の設置・修繕等費用                                          

 　　補助率　　　　１／２                                                            

 　商店街ソフト事業支援事業

 　　補助対象　　　商店会、商店街振興組合、商店連合会、商工会議所                    

 　　補助対象経費　商店街の振興及び環境の維持・管理に関するソフト事業経費            

 　　補助率　　　　１／３～１／５                                                    

 　　限度額　　　　商店会、商店街振興組合　　　２０万円                              

 　　　　　　　　　商店連合会、商工会議所　　１００万円                              

 

 

02 商工業振興費 069-20 企業立地促進事業助成金 17,949 一般財源 17,949 　産業の振興と雇用の創出を図るため、工場を新・増設する企業に助成金を交付した。        226

 事業内容                                                                              

 　企業立地助成金                                                                      

 (商工労政課) (前年度) 　　新規雇用者数に応じた補助率により助成金を交付                                      

 4,600 　　交付実績　２社                                                                    

 　企業立地奨励金                                                                      

 　　企業立地助成金の交付を受けた事業者の固定資産税相当額の奨励金を交付                

 　　交付実績　１社                                                                    

 

 

02 商工業振興費 071-20 産業支援センター運営費補助金 10,000 特定財源 10,000 　地域の中小企業者の経営革新の支援、創業支援並びに産学連携のコーディネート等により地域 226

 　その他 10,000 中小企業等を総合的にサポートし、もって地域経済の活性化を図ることを目的とする株式会社ゆ

 めサポート南相馬の運営に対し補助金を交付した。                                        

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 17,000 　事業主体　株式会社ゆめサポート南相馬                                                

 　補助率　　定額                                                                      
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02 商工業振興費 073-20 基盤技術産業育成支援助成金 10,848 特定財源 10,848 　市内事業所の技術力向上による新たな需要及び雇用の拡大による産業の振興を図るため、本地 226

 　その他 10,848 域における金属・機械関連製造業者のＣＡＤ／ＣＡＭ技術者育成及びＮＣ工作機械、ＣＡＤ／Ｃ

 ＡＭソフトの購入に対し、助成金を交付した。                                            

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 6,636 　工作機械購入費助成金

 　　交付実績　５社                                                            

 　　補助率　　１／１０                                                        

 　ＣＡＤ／ＣＡＭ購入費助成金

 　　交付実績　４社                                                            

 　　補助率　　２／１０                                                        

 　技術者育成費用助成金

 　　交付実績　２社                                                            

 　　補助率　　１／２                                                          

 

 

02 商工業振興費 076-20 中小企業省エネルギー対策支援事業助成金 3,109 特定財源 3,109 　市内中小企業の産業振興を図るとともに企業の行う環境保全を促進するため、省エネルギー設 226

 　その他 3,109 備を新増設するものに対して助成金を交付した。                                          

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　中小企業省エネルギー対策支援事業助成金                                        

 199 　　省エネ設備整備資金の補助（補助率１／５　上限額２，０００千円として補助金を交付）  

　　　交付実績　３社                                                            

　　省エネ施設整備資金借入利子の補助（借入利率の５％）  

　　　交付実績　１社                                                            

 

 

02 商工業振興費 081-20 中小企業景気対応緊急利子補給金 49 特定財源 49 　一定以上売上高が減少し、経営が危機的状況にある中小企業者が受ける融資について利子相当 226

 　その他 49 額の助成を行うことで、事業継続を支援した。                                            

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　対象  「南相馬市中小企業振興資金」を利用し、以下の条件に該当するもの 

 105 　　　　　融資額　　１，０００万円以下                                                  

 　　　　　貸付期間　５年以内                                                            

 　　　　　資金使途　運転資金                                                            

 　　　　　中小企業信用保険法第２条第４項第５号(イ)の認定を受け、売上高減少率２５％以上

 　件数　２件                                                             

 

 

 

02 商工業振興費 085-20 機械工業振興協議会運営費補助金 500 一般財源 500 　地域機械工業産業界と大学及び行政等との連携を深め、新技術及び新事業の創出を図り、地域 226

 機械工業産業界の自立的・創造的活性化を目指すとともに、地域社会に貢献することを目的とす

 る南相馬機械工業振興協議会の運営に対し、補助金を交付した。                            

 (商工労政課) (前年度) 事業内容                                                                              

 500 　事業主体　南相馬機械工業振興協議会                                                  

 　補助率　　定額                                                                      
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02 商工業振興費 120-10 市中小企業振興資金貸付金 470,000 特定財源 470,000 　中小企業者の経営合理化に必要な資金の融資を促進し、中小企業の振興発展を図ることを目的 228

 　その他 470,000 とした。                                                                              

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　運用原資として取扱金融機関に預託し、預託額の３倍に相当する額について中小企業者に融資

 470,000 　を行った。                                                                            

 　期　間　　平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日                                  

 　利　率　　無利子                                                                    

 　預金種別　別段預金又は決済用普通預金                                                

 

 

02 商工業振興費 125-10 企業立地促進特別融資資金貸付金 20,000 特定財源 20,000 　市内企業の経営の振興に寄与することを目的に、市内企業が工場を移設及び増設するために受 228

 　その他 20,000 ける融資に必要な資金を市が金融機関に預託した。                                        

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　預託対象企業　１社                                                                      

 70,000

 

03 観光費 052-40 相馬野馬追事業補助金（小高区） 9,172 特定財源 4,678 　相馬野馬追による観光振興を図るため、小高区野馬追執行委員会及び小高郷騎馬会に対し補助 228

 　その他 4,678 金を交付した。                                                                        

 一般財源 4,494 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　事業主体　小高区野馬追執行委員会　　小高郷騎馬会                                  

 　　　　― 　内　容　　運営補助　　　　　　　　　出場奨励金                                    

 　補助率　　定額　　　　　　　　　　　定額                                          

 

 

03 観光費 052-60 相馬野馬追事業補助金(鹿島区) 9,702 特定財源 8,650 　相馬野馬追による観光振興を図るため、鹿島区野馬追執行委員会及び北郷騎馬会に対し補助金 228

 　その他 8,650 を交付した。                                                                          

 一般財源 1,052 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　事業主体　鹿島区野馬追執行委員会　　北郷騎馬会                                    

 1,882 　内　容　　運営補助　　　　　　　　　出場奨励金（出場騎馬６２騎）

 　補助率　　定額　　　　　　　　　　　定額                                          

 

 

03 観光費 052-80 相馬野馬追事業補助金（原町区） 19,300 特定財源 19,300 　相馬野馬追による観光振興を図るため、中ノ郷騎馬会に対し補助金を交付した。            228

 　その他 19,300 事業内容                                                                              

 　事業主体　中ノ郷騎馬会                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　内　容　　出場奨励金及び騎馬会運営補助                                              

 　　　　― 　補助率　　定額                                                                      

 

 

04 交流費 052-20 姉妹都市相互派遣交流事業補助金 665 一般財源 665 　姉妹都市であるペンドルトン市との交流親善の一層の進展を目指し、中高校生の相互国際理解 228

 と友好を深めるため交流事業を実施した。

 事業内容                                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　中高生相互派遣交流事業（派遣者　高校生６人・引率者１人）

 　　　　― 　実施時期　平成２４年９月７日から９月１７日　１１日間                                    
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04 交流費 502-21 友好都市交流事業 777 一般財源 777 　友好都市である鹿児島県瀬戸内町との交流を通し、相互理解と友好を深めるため派遣事業を実          228

施した。    

 事業内容                                                                              

 　瀬戸内町訪問団を派遣（派遣者　小中学生７人・引率者１人）

 (観光交流課) (前年度) 　実施時期　平成２４年８月５日から８月１２日　８日間

 　　　　―

 

04 交流費 506-20 ふるさと回帰・交流定住促進事業 5,410 特定財源 5,000 　地域の資源を活用して交流人口の増加を促進し、さらに定住人口を拡大することによって、ま 228

 　その他 5,000 ちに活力が生まれ、新たな市民とともに支え合いながら、安心して暮らすことができる持続可能

 一般財源 410 なまちづくりを進めるため事業を実施した。 

 (観光交流課) (前年度) 事業内容                                                                              

 　　　　― 　南相馬市ふるさと回帰支援センター相談業務委託                                      

 　交流人口拡大支援事業業務委託                                                      

 

 

04 交流費 507-20 ニューツーリズム支援事業 400 一般財源 400 　南相馬市ふるさと回帰支援センターと連携を取り、本市に多くの観光客を呼び込み交流人口の 228

 拡大、地域経済の活性化を図るため事業を実施した。

 事業内容                                                                              

 (観光交流課) (前年度) 　農家民宿等への宿泊費の一部助成（１人２，０００円）

 　　　　―

 

05 開発費 501-20 産学官連携推進事業 188 一般財源 188 　市内中小企業、大学、市との連携を図り、新技術・新製品の開発・新事業の創出に向け産学官 230

 連携を推進した。                                                                      

 事業内容                                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　大学が有する研究・技術シーズの活用や市内中小企業と大学との共同研究事業推進のための連

 3 携協議のため大学を訪問した。

 

 

05 開発費 502-20 企業誘致推進事業 4,960 一般財源 4,960 　産業振興及び雇用創出のため既存企業の本社訪問や経済懇談会等を行った。                  230

 事業内容                                                                              

 　東京に本社機能を持つ企業との懇談会及び経済復興懇親会の実施（東京都）

 (商工労政課) (前年度) 　企業支援担当職員の産業立地研修などへ参加

 1,062

 

05 開発費 504-20 戦略的企業訪問事業 1,218 一般財源 1,218 　戦略的な企業誘致活動を行い、新規企業の市内立地を推進した。                          230

 事業内容                                                                              

 　各関係機関からの情報等を活用した企業誘致のための企業訪問

 (商工労政課) (前年度)

 2,053
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05 開発費 505-20 企業情報収集事業 2,164 一般財源 2,164 　企業誘致推進のための情報収集を行った。                                                230

 事業内容                                                                              

 　インターネットの企業情報提供サービスによる情報収集                                

 (商工労政課) (前年度) 　企業誘致ターゲットデータ抽出業務委託

 83 　　企業誘致を効果的に進めるため、県内に新たな拠点整備を計画する企業を抽出を委託した。

 　ロボット製造企業リストアップ業務委託

 　　ロボット関連産業の企業誘致を効果的に行うため、ロボット関連の製造企業の抽出を委託し

　た。

 

 

07 市街地振興費 504-20 街なか賑わい創出事業 8,410 特定財源 3,423 　旭町一丁目地内の空き店舗を利用し整備した「チャレンジショップ、市民市場、屋台村」（総 230

 　財産収入 871 称：まちなかひろば）の管理及びイベント企画を行い、地域内空き店舗等への新規出店誘導を図

 　その他 2,552 るとともに、街なかに賑わいを創出した。                                                

 (商工労政課) (前年度) 一般財源 4,987 事業内容                                                                              

 8,858 　「まちなかひろば」土地、建物の借り上げ経費                                          

 　夜間警備等の委託に要する経費                                                        

 　イベント等の賑わいづくりに要する経費                                                

 

 

08 周遊観光費 602-55 サービスエリア利活用拠点整備事業 56,922 特定財源 51,006 　常磐自動車道のサービスエリア整備に併せて地域資源の活性化と地域情報の発信の場を整備す  230

 （鹿島区） 36,832 　地方債 41,500 ることにより、高速道路利用者に安全と安らぎの場を提供するとともに、サービスエリア利用者  

 (繰越明許予算) 　その他 9,506 と地域の人々の交流の場を創出し、地域の活性化を図るため、事業を進めた。                             

 一般財源 5,916 事業内容                                                                              

 (前年度) 　ＳＡ研究会の開催                                                                    

 (サービスエリア利活用推進課) 38,522 　サービスエリア利活用拠点施設管理運営計画策定業務委託

 　スマートＩＣ連結協議資料作成業務委託

 　ボーリング調査業務委託

 　進入路用地取得及び物件補償

 

07 商工費　　　01　商工費

- 184 - - 185 -



08 土木費
 01 土木管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 維持管理費 017-20 維持管理一般経費 19,036 一般財源 19,036 　道路維持及び補修に要する一般事務費                                                  234

 事業内容                                                                              

 　道路維持管理一般経費                                                                

 (土木課) (前年度) 　道路維持及び補修に要する一般事務費                                                  

 14,408 　道路パトロール車購入　１台                                                          

 

 

02 維持管理費 500-25 道路台帳整備事業 9,075 一般財源 9,075 　道路法２８条に基づき、市道の新規認定及び工事等による路線変更について、データの修正を 234

 行った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　道路台帳整備業務委託　２８路線                                                      

 　　　　―

 

02 維持管理費 501-20 河川水門管理事業 919 特定財源 916 　流水の発生に際し、支川・水路への逆流による被害を防止するため、河川の水門、樋門及び樋 234

 　その他 916 管の維持管理を行った。                                                                  

 一般財源 3 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　県と市が河川水門等委託契約を締結し、水門の操作、管理を行った。                        

 593 　　原町区　１３か所（直営１か所）                                                    

 　　鹿島区　１６か所                                                                  

 

 

02 維持管理費 503-20 道路除草委託事業 3,955 特定財源 3,946 　地域の道路に対する道路愛護運動の啓蒙を図った。                                          234

 　その他 3,946 事業内容                                                                              

 一般財源 9 　道路維持補修（雑草刈払）事業                                                      

 (土木課) (前年度) 　　原町区（県道浪江鹿島線外）　Ｌ＝３３，４４０ｍ                              

 　　　　― 　　鹿島区（県道大芦鹿島線外）　Ｌ＝４０，６００ｍ                              

 

 

02 維持管理費 600-20 河川維持管理事業（旧：河川浄化事業） 5,710 特定財源 5,710 　地域の河川に対する河川愛護運動の啓蒙を図った。                                          234

 　その他 5,710 事業内容                                                                              

 　河川維持管理（雑草刈払）事業                                                        

 (土木課) (前年度) 　　原町区（新田川外）　Ｌ＝４６，３１０ｍ                                          

 　　　　― 　　鹿島区（真野川外）　Ｌ＝１８，１９５ｍ                                          

 

 

02 維持管理費 600-21 河川維持管理事業（旧：河川美化事業） 558 特定財源 558 　地域ボランティアの協力により、河川敷のフラワーベルトの良好な河川環境の保全と河川愛護 234

 　その他 558 の高揚を図った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　花壇造成委託業務                                                                    

 　　　　― 　　原町区                                                                          

 　　　大原地区　植栽工                                                              
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08 土木費
 02 道路橋梁費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 道路維持費 600-20簡易舗装事業 11,488 一般財源 11,488 　仮設住宅の設置により交通量の増えた未舗装市道の簡易な舗装を行い、歩行者及び車両等にと 236

 って快適で安全な道づくりを進めた。                                                    

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　簡易舗装　鹿島区１路線　Ｌ＝２３０ｍ                                                

 14,980 　　　　　　原町区２路線　Ｌ＝４５５ｍ                                                

 

 

02 道路維持費 601-80側溝新設事業（原町区） 8,527 一般財源 8,527 　市道路線等の側溝新設工事等を行い、歩行者及び車両等の通行を円滑にするとともに、交通事 236

 (繰越明許予算) 5,204 故を未然に防止した。                                                                  

 事業内容                                                                              

 　側溝新設工事（上江団地１号線）　Ｌ＝６９．８ｍ                                            

 (土木課) (前年度) 繰越明許

 10,236 　植栽移植工事（本陣前線）　Ｌ＝１２１ｍ　Ｎ＝３５１本

 

 

 

02 道路維持費 602-40防犯灯維持管理事業（小高区） 3,794 特定財源 3,794 　防犯灯の維持管理を適正に行い、夜間における一般歩行者や児童生徒など通勤通学時の安全確 236

 　その他 3,794 保を図った。                                                                            

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度) 　防犯灯修繕                                                                          

 　　　　―

 

 

 

 

 

02 道路維持費 602-60防犯灯維持管理事業（鹿島区） 4,851 一般財源 4,851 　防犯灯の維持管理を適正に行い、夜間における一般歩行者や児童生徒など通勤通学時の安全確 236

 保を図った。                                                                            

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

　　　　―

 

 

02 道路維持費 602-80防犯灯維持管理事業（原町区） 14,413 一般財源 14,413 　防犯灯の維持管理を適正に行い、夜間における一般歩行者や児童生徒など通勤通学時の安全確 236

 保を図った。                                                                            

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度)

 14,731

 

08 土木費　　　02　道路橋梁費

- 188 - - 189 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

（単位：千円）（１）　需用費

事　業　費

3,544

250

費　　　　目 箇　　　所 概　　　要

防犯灯・街灯電気料 小高区一円

3,794

維持補修修繕料（防犯灯） 小高区一円

合　　　計

（１）需要費 （単位：千円）

費　　　目 箇　　所 概　　要 事 業 費

防犯灯・街灯電気料 鹿島区一円 3,483

維持補修修繕料（防犯灯） 鹿島区一円 1,368

合　　計 4,851

（１）需要費 （単位：千円）

費　　　目 箇　　所 概　　要 事 業 費

防犯灯・街灯電気料 原町区一円 9,928

維持補修修繕料（防犯灯） 原町区一円 4,485

合　　計 14,413



08 土木費
 02 道路橋梁費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 道路維持費 607-60防犯灯設置事業（鹿島区） 1,986 一般財源 1,986 　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するため、防犯灯を計画的 236

 に設置して、犯罪や事故の起こりにくい市民生活環境の整備を図った。                        

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

　　　　―

 

 

02 道路維持費 607-80防犯灯設置事業（原町区） 2,987 一般財源 2,987 　夜間における一般通行者や児童生徒などの通勤通学時の安全を確保するため、防犯灯を計画的 236

 に設置して、犯罪や事故の起こりにくい市民生活環境の整備を図った。                        

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　防犯灯設置工事　原町区一円　９１基                                                

 3,213

 

02 道路維持費 700-20道路維持管理事業 62,032 一般財源 62,032 　市道路線の維持補修を行い、歩行者及び車両等の通行を円滑にすると共に交通事故の未然防止 236

 を図った。                                                                              

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　道路パトロール　市内一円                                                            

 　　　　― 　道路の維持補修　市内一円                                                            

 

 

 

 

02 道路維持費 700-40道路維持管理事業（小高区） 15,104 特定財源 15,104 　市道路線の維持補修を行い、歩行者及び車両等の通行を円滑にするとともに、交通事故の未然 236

 　その他 15,104 防止を図った。                                                                          

 事業内容                                                                              

 (小高区産業建設課) (前年度)

 8,893

 

 

08 土木費　　　02　道路橋梁費

- 190 - - 191 -

（１）工事関係
工　　　事　　　名 工　事　箇　所 概　　　　要 事業費

防犯灯設置（鹿島区）工事 鹿島区一円 64基 1,987
合　　計 1,987

（単位：千円）

（１）その他

修繕料

役務費

（単位：千円）

費　　　　目 箇　　　所 概　　　要 事　業　費

合　　　計 15,104

消耗品 539

4,859

5,644

使用料及び賃借料 3,958

原材料費 104



08 土木費
 02 道路橋梁費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 道路維持費 700-60道路維持管理事業（鹿島区） 20,315 一般財源 20,315 　市道路線の維持補修を行い、歩行者及び車両等の通行を円滑にするとともに、交通事故を未然 236

 に防止した。                                                                          

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

 　　　　―

 

 

 

 

 

 

 

02 道路維持費 700-80道路維持管理事業（原町区） 52,491 一般財源 52,491 　市道路線の維持補修を行い、歩行者及び車両等の通行を円滑にするとともに、交通事故を未然 236

 に防止した。                                                                          

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度)

 34,901

 

 

03 道路新設改良費 600-75地方特定道路整備事業（原町区） 45,947 特定財源 41,601 　道路の新設及び現道の拡幅や舗装工事等を行い、幹線道路と機能的な連携を図り、暮らしの中 238

 (繰越明許予算) 16,687 　地方債 24,500 のみちづくりを推進することにより、良好な生活環境の確保を図った。                      

 　その他 17,101 事業内容                                                                              

 一般財源 4,346 　道路改良工事　大木戸押釜馬場線　　　Ｌ＝６４０ｍ                                

 (土木課) (前年度) 　道路改良工事　西町大木戸押釜馬場線　Ｌ＝１４８．７ｍ                                

 115,561 　用地購入　　　大木戸押釜馬場線・大木戸押釜高倉線                  

 　　　　　　　　　経営体育成基盤整備事業押釜地区（非農用地）　８４５．０８㎡     

 　　　　　　　　西町大木戸押釜馬場線　５筆　５３１．６１㎡

 

08 土木費　　　02　道路橋梁費

- 192 - - 193 -

（１）委託関係
委　　　託　　　名 委　託　箇　所 概　　　　要 事業費

道路境界等確認測量調査外 鹿島区橲原字地蔵堂地内外 用地測量調査 2,245
小　　計 2,245

（２）その他
手数料 326
消耗品、光熱水費 869
維持補修修繕料（道路） 16,589
重機借り上げ料 286

小　　計 18,070

合　　計 20,315

（単位：千円）

（単位：千円）

(1)委託関係

①施設等管理運営・事務作業等委託

委　　託　　名 委託箇所 概　　要 事業費
原ノ町駅跨線橋
昇降機保全及び定期検査

原町区旭町二丁目地内 東西エレベーター2基 1,802

土地分筆測量・測量作業業務委託 2,981

小　　計 4,783

(2)工事関係
①工事請負費 

工　　事　　名 工事箇所 工事概要 事業費

道路維持管理事業舗装修繕
（陣ｹ崎北原線）工事

原町区牛来字南平地内外
舗装修繕
　L=427.9ｍ　A=3320㎡

14,247

小　　計 14,247

(3)用地関係
工　　事　　名 工事箇所 工事概要 事業費

上北高平金沢線 原町区金沢字堤下地内 市道権原取得A=3.75 ㎡ 61
大町旭町３号線 原町区大町三丁目地内 〃　　A=597.76㎡ 3,049
日の出町上渋佐線 原町区上渋佐字原畑地内 〃　　A=2.59㎡ 23
牛来北原線 原町区牛来字大塚地内 〃　　A=22.84㎡ 36

小　　計 3,169

(4)その他
費　　　目 工事箇所 工事概要 事業費

賃金・報償費 5,425
消耗品・高熱水費 1,189
修繕料（物品・施設） 20,972
借り上げ料（土地・重機） 2,706

小　　計 30,292

合　　計 52,491

（単位：千円）



08 土木費
 02 道路橋梁費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

03 道路新設改良費 601-55社会資本整備総合交付金事業（鹿島区） 65,081 特定財源 63,547 　道路の新設及び現道の拡幅や線形改良等を行い、幹線道路と機能的な連携を図り、暮らしの中 238

 　国庫支出金 35,347 のみちづくりを推進することにより、良好な生活環境の確保を図った。                       

 　地方債 28,200 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 一般財源 1,534 　道路改良工事　１－１１号線 　Ｗ＝６．０（９．７５）ｍ　L=３４０ｍ 

 (鹿島区産業建設課) 20,939 　道路舗装工事　１－１１号線 　Ｗ＝６．０（９．７５）ｍ　L=５７０ｍ

 　用地購入　１－１１号線　３筆　５９０．８５㎡

 

 

03 道路新設改良費 601-75社会資本整備総合交付金事業（原町区） 67,630 特定財源 65,871 　道路の現道の拡幅や舗装工事等を行い、幹線道路と機能的な連携を図り、暮らしの中のみちづ 238

 　国庫支出金 36,471 くりを推進することにより、良好な生活環境の確保を図った。

 　地方債 29,400 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 一般財源 1,759 　道路改良工事　北町９号線　　Ｌ＝３１１．５ｍ                                        

 15,616 　道路舗装工事　北町９号線　　Ｌ＝３１１．５ｍ                                        

 　物件補償　　　北町９号線　　一式                                                

 　道路舗装工事　高小高線　　　Ｌ＝３０５ｍ                                              

 

 

03 道路新設改良費 602-65市単独道路新設改良事業（鹿島区） 12,109 一般財源 12,109 　道路の新設及び現道の拡幅や舗装工事等を行い、集落間等の機能的な連携を図り、暮らしの中 238

 のみちづくりを推進することにより、良好な生活環境の確保を図った。

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　舗装新設工事　２－１５号線　Ｌ＝５５２．４ｍ                                     

 (鹿島区産業建設課) 5,336

 

 

03 道路新設改良費 602-85市単独道路新設改良事業（原町区） 19,744 特定財源 15,400 　道路の現道拡幅や舗装工事等を行い、幹線道路と機能的な連携を図り、暮らしの中のみちづく 238

 (繰越明許予算) 15,063 　地方債 15,400 りを推進することにより、良好な生活環境の確保を図った。                              

 一般財源 4,344 事業内容                                                                              

 　用地測量業務　原町北長野線外１路線　Ｌ＝２７０ｍ（福島県市町村合併支援事業関連）    

 (土木課) (前年度) 　物件補償　高小高線、下江井小沢線　　一式                                            

 　　　　― 　用地購入　北町上町線　２筆　４５．８㎡

 

 

05 交通安全施設費 600-55やさしいみちづくり事業（鹿島区） 1,299 一般財源 1,299 　道路区画線、カラー舗装等の路面表示や交通安全施設の設置を行い、歩行者、通行車輌の交通 238

 安全を図った。                                                                          

 事業内容                                                                              

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

 　　　　―

 

 

08 土木費　　　02　道路橋梁費

- 194 - - 195 -

（１）修繕関係
工　　　事　　　名 工　事　箇　所 概　　　　要 事業費

交差点カラー舗装他 1,299
合計 1,299

（単位：千円）



08 土木費
 02 道路橋梁費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

05 交通安全施設費 600-75やさしいみちづくり事業（原町区） 8,820 一般財源 8,820 　道路区画線、カラー舗装等の路面表示を行い、歩行者、通行車輌の交通安全を図った。        238

 事業内容                                                                              

 施工箇所　４路線

 (土木課) (前年度) 　北原大甕線　　Ｌ＝５１６．８ｍ                              

 　　　　― 　　カラー舗装　Ａ＝３２１㎡                              

 　三島町青葉町線　外２路線                              

　　カラー舗装　Ａ＝１８２㎡                              

 

 

05 交通安全施設費 601-75歩きやすい歩道整備事業（原町区） 9,000 特定財源 8,100 　マウンドアップ型の歩道をフラット型に改良し、住宅の出入口毎にあった起伏を解消し、さら 238

 　地方債 8,100 に点字ブロック等を配置することにより、誰にでも歩きやすい歩道に改良した。              

 一般財源 900 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度) 　歩道改修工事　原町高倉線　Ｌ＝１１９．３ｍ                                      

 　　　　―

 

06 常磐自動車道対策費 600-75常磐自動車道関連改良事業（原町区） 7,694 特定財源 7,300 　常磐自動車道（富岡～相馬間）建設に伴い、周辺地域の環境整備を図った。                 238

 　地方債 7,300 事業内容                                                                              

 一般財源 394 　舗装新設工事　道ノ上線　Ｌ＝２９４．２ｍ                                           

 (土木課) (前年度)

 2,832

 

 

06 常磐自動車道対策費 603-75 常磐自動車道関連改良事業（常磐自動車道助成金）（原町区） 5,739 特定財源 5,739 　常磐自動車道（富岡～相馬間）建設に伴い、周辺地区及び市道の安全対策を実施した。 238

 (繰越明許予算) 5,739 　その他 5,739 事業内容                                                                              

 　水路整備（信田沢地区）工事　Ｌ＝７７．３ｍ

 　信田沢地区水路　用地測量業務委託　一式

 (土木課) (前年度) 　用地費　８筆　１３９．４㎡

 　　　　―

08 土木費　　　02　道路橋梁費

- 196 - - 197 -



08 土木費
 03 河川費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 河川総務費 017-20河川総務一般経費 1,744 一般財源 1,744 　治水事業、砂防事業に関する総会の事務的経費及び河川の土砂浚渫に伴う経費              240

 事業内容                                                                              

 　河川総務一般経費                                                                    

 (土木課) (前年度) 　バックホウ借上料                                                                    

 1,767

 

01 河川総務費 601-40河川維持管理事業（小高区） 668 一般財源 668 　市が管理する準用河川・普通河川の維持修繕及び管理を行い、洪水時の災害を未然に防止した。 240

 事業内容                                                                              

 

 (小高区産業建設課) (前年度)

 5

 

 

 

01 河川総務費 601-60河川維持管理事業（鹿島区） 3,953 一般財源 3,953 　市が管理する普通河川の堆積土砂等の浚渫を行い、洪水時の災害を防止した。              240

 事業内容                                                                              

 　重機借上げ土砂浚渫　北ノ入川外                                                 

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

 　　　　―

 

 

 

 

01 河川総務費 601-80河川維持管理事業（原町区） 18,061 一般財源 18,061 　市が管理する準用河川・普通河川における堆積土砂等の浚渫及び修繕等の維持管理を行い、洪 240

 水時の災害を未然に防止した。                                                          

 事業内容                                                                              

 (土木課) (前年度)

 2,997

 

 

 

 

 

 

08 土木費　　　03　河川費

- 198 - - 199 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

（１）その他
修繕料 北ノ入川、西沢川 3,572
役務費 河川土砂浚渫 189
重機借上料 河川土砂浚渫 192

合　　計 3,953

（単位：千円）

（１）その他

修繕料 668

合　　　計 668

（単位：千円）

費　　　　目 箇　　　所 概　　　要 事　業　費

(1)工事関係
工　　事　　名 工事箇所 工事概要 事業費

河川修繕
（荒戸沢川）工事

原町区深野字荒戸沢地内 河川修繕L=43.2ｍ 6,983

排水路修繕
（入龍田排水路）工事

原町区深野字入龍田地内 排水路修繕　L=24ｍ 6,408

小　　計 13,391

(2) その他
費目 施工箇所 概　　要 事業費

修繕料 北川、川原田川　外 1,996
借上料(重機) 川原田川　外 2,674

小　　計 4,670

合　　計 18,061

（単位：千円）



08 土木費
 04 都市計画費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

02 街路事業費 600-75 環状１号線整備事業（原町区） 76,454 特定財源 68,700 　中心市街地の重要幹線道路である本路線を整備し、円滑な都市交通網の確保を図った。        242

 (繰越明許予算) 24,562 　地方債 68,700 事業内容                                                                              

 (事故繰越予算) 32,445 一般財源 7,754 　道路改良舗装工事　Ｌ＝７０ｍ                                                      

 　電柱移転補償　１．０式                                                        

 繰越明許　     

 (都市計画課) (前年度) 　用地取得　Ａ＝３４２．９４㎡    

 115,677 　家屋補償　２棟 、工作物　２件                      

 事故繰越　                                                                            

 　用地取得　Ａ＝７００．６２㎡    

 　家屋補償　３棟                 

 

02 街路事業費 600-76 環状１号線整備交付金事業（原町区） 92,860 特定財源 87,692 　中心市街地の重要幹線道路である本路線を交付金事業で整備し、円滑な都市交通網の確保を図 242

 (繰越明許予算) 26,241 　国庫支出金 50,692 った。                                                                                  

 　地方債 37,000 事業内容                                                                              

 一般財源 5,168 　道路改良舗装工事　Ｌ＝１７０ｍ                                                    

 (都市計画課) (前年度) 繰越明許　     

 37,231 　家屋補償　４棟                     

 

 

07 都市下水路費 500-20 小高川ポンプ場管理事業 3,971 特定財源 3,283 　小高川ポンプ場施設の適正な維持管理を行い、災害に強い都市環境の確保を図った。 244

 　国庫支出金 989 事業内容

 　その他 2,294 　小高川ポンプ場自家発電装置修繕　　　　一式 

 (小高区産業建設課) (前年度) 一般財源 688 　小高川ポンプ場敷地・建屋清掃業務委託　一式

　　　　― 　小高川ポンプ場運転管理業務委託　　　　一式

 

08 土木費　　　04　都市計画費
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



08 土木費
 05 住宅費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 住宅管理費 021-60 市営住宅営繕事業（鹿島区） 9,939特定財源 4,462 　市営住宅の施設修繕を行い、入居者が快適に生活できるよう住環境の改善を図った。     246

 　国庫支出金 4,462 事業内容                                                                              

 一般財源 5,477 　下水道接続工事　大河内第二団地（２２戸）                                            

 (鹿島区産業建設課) (前年度)

 4,163

 

01 住宅管理費 021-80 市営住宅営繕事業（原町区） 1,052 一般財源 1,052 　市営住宅の施設修繕を行い、入居者が快適に生活できるよう住環境の改善を図った。          246

 事業内容                                                                              

 　市営住宅共同アンテナ地上デジタル対応改修工事に伴う、アナログアンテナの撤去工事及び配

 (建築住宅課) (前年度) 線改修工事                                                                

 　　　　― 　　北長野団地及び電波障害世帯６戸                                                    

 

 

02 住宅建設費 500-20 災害公営住宅建設事業 530,342 特定財源 530,342 　東日本大震災により住宅が全壊し、再建が困難な方を入居させ、住宅困窮者を低減させるため、 246

 (繰越明許予算) 530,342 　地方債 66,500 災害公営住宅の整備を図っている。

 　その他 463,767 事業内容

 一般財源 75 　災害公営住宅整備に係る土地取得に関する経費

 (建築住宅課) (前年度) 　　鹿島区西町　　　　　　　　　　　 　４名　　 ３，８１９．３１㎡

　　　　― 　　鹿島区西川原　　　　　　　　　　　 １名　 　９，２１９．００㎡

　　原町区大町第１（大町駐車場）　 　１１名　 １１，４３６．２３㎡

　　原町区大町第２（市立病院跡地） １事業所　 　４，２０４．００㎡　

 

08 土木費　　　05　住宅費

- 202 - - 203 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



10 教育費
 01 教育総務費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

03 教育指導費 050-20 小中学校教育研究事業補助金 1,920 一般財源 1,920 　学校経営，教科の指導の研修及び小中学校音楽祭等の事業を行う南相馬市教育研究会に対し補 252

 助金を交付し、教員の資質の向上及び学校教育の推進を図った。                              

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　事業主体　南相馬市教育研究会                                                        

 300 　事業費　　 ２，１３１千円

 　補助率　　 定額                                                                      

　補助金　　 １，９２０千円                                                            

 

 

03 教育指導費 500-20 基礎学力向上対策事業 5,862 特定財源 5,862 　知能検査や標準学力テスト、ＡＡＩ（学習適応性検査）などを実施して児童生徒の学力の変容 252

 　その他 5,862 状況を的確に把握し、指導法の改善を図りながら基礎学力の向上に努めた。                  

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　知能検査の実施（小学校２・４・６年、中学校１・３年）                      

 3,996 　標準学力テストの実施（全児童生徒）                                        

 　全国学力学習状況調査（非抽出校の小学校６年、中学校３年）                    

 　ＡＡＩ（学習適応性検査）の実施（小学校３・５年、中学校２年）                        

 

 

 

03 教育指導費 501-20 学校不適応対策事業 6,655 特定財源 6,655 　不登校状態にある児童生徒に生活及び学習指導等を行い、生活リズムを改善するとともに自立 252

 　その他 6,655 心や社会性を養い、学校生活に復帰できるように支援した。                                

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　適応指導教室　（やすらぎ広場、紅梅教室、さくら教室）の運営                  

 3,650 　臨床心理士による児童生徒、教員及び保護者への面接指導                                

 　教育指導員　　　　６人（専任４人、兼務２人）

 　通級人員　　　　１１人（小学生１人、中学生１０人）

　心のケア相談会　１０回     

 

 

03 教育指導費 502-20 スクールカウンセラー配置事業 1,031 特定財源 1,031 　児童生徒の問題行動等に対応するため、臨床心理に関して専門的な知識を有する者を配置し、 252

 　その他 1,031 実践的な調査研究等を行った。                                                            

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　配置場所　学校教育支援センター                                                      

 297 　配置人数　２人                                                                      

 　内  　容　児童生徒、教職員及び保護者に対し、カウンセリングに関する助言・援助        

 　　　　　　カウンセリングに関する情報の収集・提供                                    

　相談件数　８１件        

 

 

03 教育指導費 503-20 学校教育支援センター事業 5,870 特定財源 5,870 　学校教育に関する相談、適応指導、研修等の支援事業を行う教育機関を設置し、学校教育の振 252

 　その他 5,870 興を図った。                                                                            

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　教育指導員　３人（専任１人、兼務２人）                                            

 3,007 　適応指導教室の支援、相談活動                                                        

 

10 教育費　　　01　教育総務費
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



10 教育費
 01 教育総務費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

03 教育指導費 504-20 介助員配置事業 5,716 特定財源 5,716 　心身障がい児童・生徒が市内の小・中学校に就学する場合、必要に応じて介助員を配置し、当 252

 　その他 5,716 該児童生徒の適正な学習環境の確保を図った。                                              

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　介助員の配置　３人（小学校２校）

 3,031

 

03 教育指導費 506-20 学習支援事業 9,503 一般財源 9,503 　ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）、ＬＤ（学習障がい）、高機能自閉症などの発達障がいを 252

 有する児童生徒、問題行動があって特別の支援を必要とする児童生徒及び被災等により特別の支

 援を必要とする児童生徒が在籍している学校に学習支援員を配置して、相談や支援等を行った。  

 (学校教育課) (前年度) 事業内容                                                                              

 5,220 　学習支援員の配置　６人（小学校５校、中学校１校）

 

 

03 教育指導費 507-20 開かれた学校づくり事業 529 一般財源 529 　各小中学校に学校評議員を配置し、保護者や地域住民の意向を反映するとともに、ふくしま教 252

 育週間を活用するなどして開かれた学校づくりを進めた。                                  

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　 学校評議員の配置　１０６人  

485 　　小学校　７９人

　　　原町第一小学校　　６人　　鹿島小学校　　　５人

　　　原町第二小学校　　５人　　真野小学校　　　４人

　　　原町第三小学校　　６人　　八沢小学校　　　５人

　　　高平小学校　　　　５人　　上真野小学校　　４人

　　　大甕小学校　　　　５人　　小高小学校　　　５人

　　　太田小学校　　　　５人　　福浦小学校　　　５人

　　　石神第一小学校　　５人　　金房小学校　　　５人

　　　石神第二小学校　　４人　　鳩原小学校　　　５人

　　中学校　２７人

　　　原町第一中学校　　５人　　石神中学校　　　４人

　　　原町第二中学校　　４人　　鹿島中学校　　　５人

　　　原町第三中学校　　５人　　小高中学校　　　４人

 

 

03 教育指導費 510-20 外国青年招致事業 23,868 特定財源 11,318 　外国青年を招致し、中学校生徒の語学力向上と国際理解の推進を図るとともに、小学校児童の 252

 　その他 11,318 コミュニケーション能力の素地を養った。                                                  

 一般財源 12,550 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　 外国語指導助手の配置　７人                                              

 9,657

 

10 教育費　　　01　教育総務費
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10 教育費
 02 小学校費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 教育振興費 050-20音楽・スポーツ大会等補助金 1,037 一般財源 1,037 　音楽コンクール・スポーツ大会への参加を通して、情操教育・体育教育の推進を図った。      256

 事業内容                                                                              

  音楽コンクール・スポーツ大会に参加する児童の交通費等必要な経費に対して補助金を交付

 (学校教育課) (前年度) 　事業主体　南相馬市小学校長会                                                        

 1,279 　事業費　　 １，０９８千円                                                            

 　補助率　　 定額                                                                      

　補助金　　 １，０３７千円                                                            

 

 

02 教育振興費 051-20遠距離通学費補助金 2,380 特定財源 2,380 　遠距離通学の保護者に対し助成を行い、就学の奨励と保護者の負担軽減を図った。            256

 　その他 2,380 事業内容                                                                              

 　対象児童　小学校１年から６年までの通学距離が片道４ｋｍ以上の児童                    

 (学校教育課) (前年度) 　　　　　　旧小池分校区域の小学校１年生から４年生までの全児童                        

 2,325 　　　　　　旧烏崎・旧栃窪分校区域の小学校１年生から３年生までの全児童                

　　　　　　　　　　　人員　　　　　援助額

　小高小学校　　　　１６人　　　　１１６千円

　福浦小学校　　　　　６人　　　　　４８千円

　金房小学校　　　　　５人　　　　　３５千円

　鳩原小学校　　　　　１人　　　　　　８千円

　鹿島小学校　　　　６４人 　 　　８９８千円

　真野小学校　　　　１３人　　　　　９１千円

　上真野小学校　　　１５人　　　　４３４千円

　原町第一小学校　　１４人　　　　１０５千円

　原町第二小学校　　　６人　　　　　３８千円

　原町第三小学校　　　６人　　　　　４５千円

　高平小学校　　　　　９人　　　　１２８千円

　大甕小学校　　　　１４人　　　　１１０千円

　太田小学校　　　　　４人　　　　　３２千円

　石神第一小学校　　２５人　　　　１８８千円

　石神第二小学校　　１３人　　　　１０４千円

　　合　計　　　　２１１人　　２，３８０千円

 

10 教育費　　　02　小学校費
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

学校名 件数 補助金額（千円） 学校名 件数 補助金額（千円）
原町第一小学校 4 438 原町第一小学校 1 10
原町第二小学校 3 345 原町第二小学校 3 23
鹿島小学校 3 161 高平小学校 1 10

太田小学校 2 15
石神第一小学校 1 11
石神第二小学校 1 16
八沢小学校 1 8

計 10 944 計 10 93

音　楽 スポーツ



10 教育費
 02 小学校費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 教育振興費 500-29要保護及び準要保護児童就学援助事業 40,686 特定財源 26,681 　経済的理由によって就学困難と認められる児童の保護者に対して必要な援助を行い、保護者負 256

 　県支出金 26,681 担の軽減を図った。                                                                      

 一般財源 14,005 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　学用品費、学校給食費等の経費の補助                                                  

 59,181

 

 

 

02 教育振興費 501-29特別支援教育就学奨励事業 802 特定財源 223 　特別支援学級へ就学する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、就学に必要な経費を    256

 　国庫支出金 223 援助した。                                                                            

 一般財源 579 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　学用品費、学校給食費等の経費補助                                                    

 521

 

10 教育費　　　02　小学校費
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 人員（人）   援助費（千円）

学用品費 610 6,483

通学用品費 491 1,065

校外活動費（宿泊なし） 390 446

校外活動費（宿泊あり） 132 312

通学費 3 131

新入学学用品費 72 1,433

学校給食費 610 30,791

医療費 1 25

合　　　　計 40,686

区　　　　　　　分
要保護及び準要保護児童就学援助費

 人員（人）   援助費（千円）

学用品費 21 117

通学用品費 18 20

校外活動費（宿泊なし） 13 8

校外活動費（宿泊あり） 4 4

通学費 2 72

新入学学用品費 3 30

学校給食費 21 551

合　　　　計 802

区　　　　　　　分
特別支援教育就学奨励費



10 教育費
 02 小学校費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 教育振興費 508-20小学校部活動支援事業 1,729 一般財源 1,729 　小学校の音楽部活動を側面から支援する事業を実施して、児童の芸術的感性の育成と演奏技術 256

 の向上を図った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　外部講師を招へいし、技術指導会の開催                                                

643

 

10 教育費　　　02　小学校費
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内容 講師数（人） 実施回数 参加者数（人） 学校

マーチングバン
ド指導

3 14 336
原町第一小学校
石神第二小学校
鹿島小学校

合奏・吹奏楽 4 45 669

原町第一小学校
原町第二小学校
原町第三小学校
八沢小学校
上真野小学校
小高小学校

和太鼓指導 1 14 351
原町第一小学校
真野小学校

合唱 2 6 101原町第一小学校



10 教育費
 03 中学校費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 教育振興費 050-20音楽・スポーツ大会等補助金 10,779 特定財源 7,300 　音楽コンクール・スポーツ大会等への参加を通して、情操教育及び体育教育の推進を図った。  258

 　その他 7,300 事業内容                                                                              

 一般財源 3,479  音楽コンクール・スポーツ大会に参加する生徒の交通費等必要な経費に対して補助金を交付

 (学校教育課) (前年度) 　事業主体　南相馬市中学校長会                                                        

 3,964 　事業費　　１１，４１６千円   

 　補助率　　定額                                                                      

　補助金　　１０，７７９千円 

 

 

02 教育振興費 053-80日英子供交流事業（原町区） 1,983 一般財源 1,983 　英国の生徒との交流を通して国際理解の推進を図り、相互理解を深めた。                  258

 事業内容                                                                              

 　石神中学校生徒の英国ロセット校訪問交流に要する経費に対して補助金を交付するとともに引

 (学校教育課) (前年度) 　率教諭の旅費を負担  

 　　　　― 　　 事業主体　石神中学校日英交流後援会   

 　　 事業費　　５，２８０千円 

 　　 補助率　　定額   

 　　 補助金　　１，０００千円                    

   英国ロセット校の生徒が来日した際の石神中学校生徒との交流経費に対する補助金を交付

 　　 事業主体　石神中学校日英交流後援会                                                

 　　 事業費　　６２９千円                                                              

 　　 補助率　　定額                                                                    

 　　 補助金　　３００千円                                                              

 

 

02 教育振興費 054-20外部講師招へい事業補助金 781 特定財源 66 　中学校の音楽部活動を側面から支援し、生徒の芸術的感性の育成と演奏技術等の向上を図った。 258

 　その他 66 事業内容                                                                              

 一般財源 715 　外部講師招へい事業（音楽部活動）に対し、当該事業の２分の１に相当する額の補助金を交付

 (学校教育課) (前年度) 　補助金額

250 　　原町第一中学校　５００千円　　小高中学校　３７千円

　　原町第二中学校　２１７千円　　鹿島中学校　２７千円

 

10 教育費　　　03　中学校費

- 214 - - 215 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

学校名 件数 補助金額（千円） 学校名 件数 補助金額（千円）

原町第一中学校 4 1,447 原町第一中学校 16 2,009
原町第二中学校 1 126 原町第二中学校 13 1,586
石神中学校 1 133 原町第三中学校 14 1,097
鹿島中学校 2 227 石神中学校 18 1,664
小高中学校 3 296 鹿島中学校 16 1,591

小高中学校 5 603
計 11 2,229 計 82 8,550

音　楽 スポーツ



10 教育費
 03 中学校費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 教育振興費 506-29要保護及び準要保護生徒就学援助事業 36,113 特定財源 22,025 　経済的理由によって就学困難と認められる生徒の保護者に対して必要な援助を行い、保護者負 258

 　県支出金 22,025 担の軽減を図った。 

 一般財源 14,088 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　学用品費、学校給食費等の経費の補助                                                  

 44,383

 

 

 

 

02 教育振興費 507-29特別支援教育就学奨励事業 537 特定財源 155 　特別支援学級へ就学する生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、就学に必要な経費を援助 258

 　国庫支出金 155 した。                                                                                

 一般財源 382 事業内容                                                                              

 (学校教育課) (前年度) 　学用品費、学校給食費等の経費の補助                                                  

 185

 

 

02 教育振興費 508-20中学校部活動支援事業 1,233 一般財源 1,233 　中学校の運動部活動を側面から支援する事業を実施して、生徒の運動能力等の向上を図った。  258

 事業内容                                                                              

 　外部指導者を派遣し、技術指導会の開催                                                

 (学校教育課) (前年度)

596

 

03 学校建設費 607-30小高中校舎エレベーター設置事業 3,399 一般財源 3,399 　小高中学校において、車イス使用の生徒への対応等、校舎のバリアフリー化を図るための 258

 エレベーター設置に係る設計業務を行った。

 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　エレベーター設置建築設計業務委託                                                    

 　　　　―

 

10 教育費　　　03　中学校費

- 216 - - 217 -

 人員（人）   援助費（千円）

学用品費 378 7,884

通学用品費 251 545

校外活動費（宿泊なし） 234 397

修学旅行費 90 4,632

新入学学用品費 108 2,473

学校給食費 378 20,182

合　　　　　計 36,113

区　　　　　　　分
要保護及び準要保護生徒就学援助費

種目 学校名 実施時間 学校名 実施時間

剣道 原町第三中学校 122

柔道 原町第三中学校 122

野球 原町第三中学校 120 石神中学校 48

サッカー 石神中学校 155

バレーボール 鹿島中学校 120

バスケットボール 鹿島中学校 125

 人員（人）   援助費（千円）

学用品費 12 124

通学用品費 6 7

校外活動費（宿泊なし） 8 7

修学旅行費 1 23

新入学学用品費 5 57

学校給食費 12 319

合　　　　計 537

特別支援教育就学奨励費
区　　　　　　　分



10 教育費
 04 幼稚園費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 幼稚園費 051-20 幼稚園就園奨励費補助金 37,063 特定財源 30,789 　私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対し、補助金を交付することにより保護者負担を軽減し 260

 　国庫支出金 2,237 幼稚園の就園を奨励した。                                                              

 　県支出金 28,552 事業内容                                                                              

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 6,274 　補助対象者　私立幼稚園に在籍する園児の保護者で、市民税額が基準額以下の者          

 30,061 　補助率　　　定額（国基準）                                                        

 　認定者数　　３０９人                          

 

 

01 幼稚園費 052-20 私立幼稚園振興事業補助金 684 特定財源 684 　私立幼稚園が実施する預かり保育等に係る経費に対し補助を行い、私立幼稚園の振興を図った。 260

 　その他 684 事業内容                                                                              

 　事業主体　市内私立幼稚園（３園）                                                    

 (幼児教育課) (前年度) 　補助率　　定額（３，０００円×園児数）＋園割１００，０００円                        

 609 　園児数　　青葉幼稚園　　　　６２人

　　　　　　原町みなみ幼稚園　４８人

　　　　　　さゆり幼稚園　　　１８人

 

 

01 幼稚園費 053-20 私立幼稚園保護者助成事業補助金 452 特定財源 452 　幼稚園就園奨励費補助金の適用を受けない保護者に助成金を交付し、保護者負担を軽減した。 260

 　その他 452 事業内容                                                                              

 　対象者　　私立幼稚園に在籍する園児の保護者のうち、幼稚園就園奨励費補助金の適用を受け

 (幼児教育課) (前年度) 　　　　　　ない者                                                            

 　　　　― 　助成金額　２０，０００円／年                                                    

 　園児数　　青葉幼稚園　　　　１５人

　　　　　　原町みなみ幼稚園　　７人

　　　　　　さゆり幼稚園　　　　２人

 

 

01 幼稚園費 600-60 幼稚園預かり保育事業（鹿島区） 10,699 特定財源 1,042 　市立幼稚園に入園する園児の保護者の子育てを支援するため、預かり保育を実施した。      260

 　使用料及び 1,042 事業内容                                                                              

 　　　手数料 　実施幼稚園　鹿島幼稚園、八沢幼稚園、上真野幼稚園

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 9,657 　保育時間　　月曜日から金曜日まで　　幼稚園終了から午後６時まで                      

 145,000 　　　　　　　長期休業（夏期休業等）　午前８時から午後６時まで                        

 　利用者延人数　４４１人

 

 

01 幼稚園費 600-80 幼稚園預かり保育事業（原町区） 8,406 特定財源 641 　市立幼稚園に入園する園児の保護者の子育てを支援するため、預かり保育を実施した。      260

 　使用料及び 641 事業内容                                                                              

 　　　手数料 　実施幼稚園　大甕幼稚園、高平幼稚園

 (幼児教育課) (前年度) 一般財源 7,765 　保育時間　　月曜日から金曜日まで　　幼稚園終了から午後６時まで                      

 　　　　― 　　　　　　　長期休業（夏期休業等）　午前８時から午後６時まで                        

 　利用者延人数　２６３人

 

10 教育費　　　04　幼稚園費
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 社会教育総務費 054-20 生涯学習講演会開催事業補助金 640 一般財源 640 　地域住民が広く参加できる講演会を開催し、地域の中で人としての優しさや豊かさ、幸せに生 260

 きることの大切さを考える機会を提供した。                                              

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　事業主体　　生涯学習講演会実行委員会

 　　　　― 　開催日　　　平成２５年２月１７日（日）

 　場　所　　　鹿島生涯学習センター（さくらホール）

 　講　師　　　宇宙飛行士　山崎直子氏

 　演　題　　　夢をあきらめないで

 　入場者数　　３８４人

 

 

01 社会教育総務費 501-20 生涯学習まちづくり事業 565 一般財源 565 　市民ボランティア及び行政職員が、市民の学習要求に応じて講師として講演する出前講座を核 260

 として、市民と行政が一体となった生涯学習のまちづくりの推進を図った。                    

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　生涯学習まちづくり出前講座の開催

 　　　　― 　開催回数　２１５回

 　参加者数　４，８５７人

 

 

01 社会教育総務費 502-20 報徳精神がいきづくまちづくり事業 253 一般財源 253 　報徳仕法のいきづく本市において、その教えを時代を超えて継承し、現代的視点で見つめ直し 260

 て心豊かなまちづくり・ひとづくりを進めた。                                            

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　第１８回全国報徳サミット御殿場市大会への参加                                          

 59 　　開催日　平成２４年１１月１６日（金）～１７日（土）

 　　会　場　静岡県御殿場市

　報徳のまちづくり講演会の開催                                                        

　　開催日　平成２５年２月２３日（土）

　　講　師　富山県南砺市　大福寺住職　太田浩史氏

　　演　題　『報徳仕法に学ぶ！』～復興への懸け橋～

　　会　場　市民情報交流センター

　　参加者　１３１人

 

 

01 社会教育総務費 600-20 成人式事業 1,478 特定財源 1,478 　成人に達した青年の自覚を促すとともに新成人を祝い励ますため、成人式を挙行した。        260

 　その他 1,478 事業内容                                                                              

 　開催日　平成２５年１月１３日（日）                                                  

 (文化スポーツ課) (前年度) 　会　場　南相馬市民文化会館（ゆめはっと）                                            

 890   対象者　平成４年４月２日～平成５年４月１日までに生まれた方

 　該当者　６９２人                                                            

 　出席者　５６０人

 

10 教育費　　　05　社会教育費

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

01 社会教育総務費 701-20 家庭教育支援総合推進事業 384 特定財源 214 　学校・家庭・社会との連携を図り、親としての役割の学習や健全な親子関係、地域環境づくり 260

 　その他 214 を推進するため、各種講座を実施するとともに、家庭教育講座を実施する団体等へ助成を行った。

 一般財源 170 事業内容                                                                              

(文化スポーツ課) (前年度) 　大学公開講座「キラキラ子育て講座」

　　　　― 　　テーマ：「親子でたのしもう！堺先生のあそび講座」

　　　開催日　平成２４年８月１１日（土）

　　　講　師　桜の聖母短期大学准教授　堺秋彦氏

　　　場　所　ひばり生涯学習センター

 　　　参加者　３７人（保護者１６人、子ども２１人）

　家庭教育講座　保育園１園２回、幼稚園３園

　　かしま保育園　１回目　園児１３０人、保護者９０人、職員２６人

　　　　　　　　　２回目　保護者７０人、職員２７人

　　鹿島幼稚園　　園児と保護者１９６人

　　さゆり幼稚園　　　〃　　　　５５人

　　青葉幼稚園　　　　〃　　　　８４人

　就学時検診子育て講座：市内小学校１０件

　　小高区（４校合同開催）２０人、鹿島区（４校合同開催）６２人、

 　　原町区（原一小３６人、原二小１３人、原三小２７人、高平小１８人、

　　　　　　大甕小２２人、太田小８人、石一小７人、石二小２０人）

 

 

01 社会教育総務費 702-20 青少年ボランティア活動推進事業 653 一般財源 653 　人間豊かな青少年の育成を図るため、地域で子どもを育てる環境の整備と青少年のボランティ 262

 ア・体験活動を推進した。                                                              

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　中学生職場体験・福祉活動の支援                                                      

 　　　　― 　体験活動・ボランティア情報誌「のびのびボランてぃあ！」の発行　５，０００部

 　学校支援ボランティアの活用・人材発掘                                                

 

 

02 生涯学習センター費 025-80 市民情報交流センター管理運営事業 16,800 特定財源 2,531 　情報受発信機能、市民交流機能、生涯学習機能を併せ持つ生涯学習拠点施設として、市民が心 262

 （原町区） 　使用料及び 2,362 豊かで生きがいのある生活を享受できる生涯学習の環境整備を図った。                        

 　　　手数料 事業内容                                                                              

 (前年度) 　その他 169 　情報交流センター会議室利用人数　１０，８４８人

 (中央図書館) 11,118 一般財源 14,269

 

 

02 生涯学習センター費 500-20 生涯学習講座事業 1,462 一般財源 1,462 　自ら学ぶ楽しさを実感するため、市民の多様化する学習意欲に対応する学習機会及び学習情報 262

 を提供し、生涯学習事業の推進を図った。                                                  

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　編み物教室　　　　　　　　７回開催　　　１７０人

 164 　原町成人大学　　　　　　１０回開催　　　７２７人

 　家族ふれあい広場事業　　　５回開催　　　　６９人

 　　ほか４９事業　　　　５０６回開催　８，７５３人　　

 

 

10 教育費　　　05　社会教育費
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10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

03 図書館費 021-60 図書館管理運営事業（鹿島区） 1,045 一般財源 1,045 　図書館資料の閲覧及び貸出利用、図書館資料の分類配列及び目録整備、幼稚園・保育所 264

 支援サービス、相互貸借並びに図書館資料の参考相談等を行った。                      

 事業内容                                                                              

 (中央図書館) (前年度) 　図書館運営に要する一般経費                                                          

 300 　　年間利用人数　　　　４，５２９人                                                

 　　年間貸出総点数　　１８，０５６点

 

 

03 図書館費 021-80 図書館管理運営事業（原町区） 60,655 特定財源 92 　図書館資料の閲覧及び貸出利用、図書館資料の分類配列及び目録整備、幼稚園・保育所 264

 　その他 92 支援サービス、相互貸借並びに図書館資料の参考相談等を行った。                      

 一般財源 60,563 事業内容                                                                              

 (中央図書館) (前年度) 　図書館運営に要する一般経費                                                          

 46,512 　　年間利用人数　　　７９，２８２人                                                

　　年間貸出総点数　３１７，０３９点

 

 

03 図書館費 500-20 図書館ブックスタート事業 174 一般財源 174 　保健センターと図書館が連携し、赤ちゃんの心とことばの発達を育むことを目的にそれぞれの 264

 専門性を活かしながら事業を実施した。                                  

 事業内容                                                                              

 (中央図書館) (前年度) 　赤ちゃんと保護者を対象に、保健センターでの検診等で乳幼児向けの絵本の配布、読み聞か

 　　　　― 　せ及び読書支援の実施                                                                

　絵本配布数　１５８冊

 

 

03 図書館費 501-20 学校図書館支援事業 7,060 特定財源 6,964 　小中学生が学校や図書館などで本と出合い、読書の楽しさを実感できる環境を整えること及び 264

 　その他 6,964 学校図書館の充実を図ることを目的に学校図書館支援を行った。                                

 一般財源 96 事業内容                                                                              

 (中央図書館) (前年度) 　学校司書の配置　４小学校                                                           

 413

 

 

03 図書館費 701-70 図書整備事業（原町区） 23,852 特定財源 23,852 　市民の多様な資料要求に応えるとともに、市民の学習、文化、教養、調査研究等に寄与するこ 264

 　その他 23,852 とを目的に図書館資料の整備を図った。                                                    

 事業内容                                                                              

 (中央図書館) (前年度) 　図書館蔵書用図書等購入                                                              

 17,222 　購入ＣＤ・ＤＶＤマーク作成業務委託                                                  

 　図書等購入点数　１５，２３４点

 

10 教育費　　　05　社会教育費
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10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

04 文化振興費 051-20 市総合芸術祭事業補助金 1,550 一般財源 1,550 264

 の普及と団体活動を支援した。  

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　原町区（南相馬市原町区芸術文化協会）

 　　　　― 　　芸術文化協会文化祭

　　　開催日　　平成２４年１１月１０日～１１日

 　　　出演団体　３８団体　３２９人

 　　機関誌発行　芸文協だより　年２回発行　

　鹿島区（南相馬市鹿島区文化協会）

　　鹿島区文化祭                                              

 　　　開催日　　平成２４年１１月３日～４日

　　　展示数　　１，１８３点

 　　万葉の里短歌大会

 　　　開催日　　平成２４年５月２６日

　　　投稿数　　５６首

 　　芸能発表会

　　　開催日　　平成２４年６月２４日

　　　出演団体　１６団体　１９６人

 

 

04 文化振興費 058-20 地域文化振興助成事業補助金 885 一般財源 885 　市民の文化活動事業の振興育成を図る事業に対し補助金を交付した。                    264

 事業内容                                                                              

 　地区文化祭　　５件                                                

 (文化スポーツ課) (前年度) 　成果発表　　１５件                                              

 257 　文化財　　　　１件

 　大会出場　　　１件

 

 

04 文化振興費 061-20 学校等芸術文化活動支援事業補助金 1,290 一般財源 1,290 　学校等の芸術文化及び教育活動の振興を図るため、市民文化会館を利用する際の利用料金の  264

 一部を助成した。                                                                      

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　学校行事　４件                        

284 　部活動　　５件

 

 

04 文化振興費 602-20 市総合美術展覧会事業 1,082 一般財源 1,082 　小学生から大人までの作品を公募展示し、美術への理解と関心を高め、創作活動を促し、美術 266

 の振興と情操の育成を図ることで、地方文化の向上に努めた。                              

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　第６回南相馬市総合美術展覧会の開催                                                  

 　　　　― 　　開催日　　平成２４年１１月３０日（金）～１２月３日（月）（４日間）            

 　　開催場所　市民文化会館・銘譲館                                                      

 　　出品展数　一般の部　　　１５９点

 　　　　　　　小中学校の部　５４４点

 　  入場者　　２，３３０人

10 教育費　　　05　社会教育費
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　市民の自主的な芸術文化活動の活性化を図るため、芸術文化団体に補助金を交付し、芸術文化



10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

05 文化財保護費 520-20 大悲山石仏保存修理事業 3,890 特定財源 3,299 　毀損等により保全が危ぶまれている国史跡薬師堂石仏、観音堂石仏の保存修理を行い、史跡の 266

 　国庫支出金 2,717 恒久的な保存を図る。                                                                  

 　県支出金 582 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 一般財源 591 　事業期間　平成２４年度～平成２８年度                                                    

 　　　　― 　保存修理指導委員会　委員６人、１回開催                               

 　薬師堂石仏

 　　保存施設応急修繕工事、除湿機の新調

 　観音堂石仏

 　　倒壊施設の撤去、応急雨水処理業務委託、保存柵の設置

 

 

05 文化財保護費 522-20 世界無形文化遺産登録事業 1,397 一般財源 1,397 　国指定重要無形民俗文化財である相馬野馬追を世界に発信するため、世界無形文化遺産登録事 266

 前審査用の概要映像を制作した。                                                        

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　相馬野馬追概要映像編集　映像時間　約１０分                                            

 　　　　― 　ＤＶＤ制作　１０枚、ＢＤ制作　５枚                                                  

 

 

06 市史編纂費 700-40 市史編纂事業（小高町史）（小高区） 1,775 特定財源 226 　小高町の歴史、文化、自然、民俗等の資料を収集して調査研究し、整理集約して広く周知する      268

 　その他 226 ことにより、生まれ育った人に郷土の誇りや愛着心を育み、将来の豊かな地域文化を創造させると

 一般財源 1,549 ともに、小高の郷土の豊かさと深さを広く周知する。                              

 (文化財課) (前年度) 事業内容                                                                              

181 　事業期間　平成１４年度～平成２９年度   

　小高町史編さん専門委員会の開催　委員６人、１回開催

 　『資料の調査と記録』の刊行　１，０００部                                            

 

 

06 市史編纂費 700-60 市史編纂事業（鹿島町史）（鹿島区） 158 特定財源 21 　鹿島町の歴史、文化、自然、民俗等の資料を収集して調査研究し、整理集約して広く周知する      268

 　その他 21 ことにより、生まれ育った人に郷土の誇りや愛着心を育み、将来の豊かな地域文化を創造させると

 一般財源 137 ともに、鹿島の郷土の豊かさと深さを広く周知する。                              

 (文化財課) (前年度) 事業内容                                                                              

 169 　事業期間　昭和６３年度～平成２７年度 

　鹿島町史編さん専門研究委員会の開催　委員１０人、１回開催

 　『通史編』の編集                                                            

 

 

06 市史編纂費 700-80 市史編纂事業（原町市史）（原町区） 28,134 特定財源 624 　原町市史（昭和４２年度刊行）の改訂を行い、原町市の歴史や文化、および自然や民俗等を  268

 (事故繰越予算) 8,085 　その他 624 調査・整理、研究してまとめ、公開することにより郷土に生まれ育った人に誇りと愛着心を育み 、 

 一般財源 27,510 将来の地域づくりを創造させるとともに、郷土の豊かさを広く周知する。                

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　事業期間　平成１４年度～平成２８年度

 4,993 　原町市史編さん関係部会の開催　委員４２人、８回開催

　『近代』資料編の刊行　１，５００部                                                 

　『現代』資料編に係る調査と編集                                              
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10 教育費
 05 社会教育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

07 博物館費 600-60 鹿島歴史民俗資料館解体事業 1,733 一般財源 1,733 　施設の老朽化及び東日本大震災等災害被害のため、鹿島歴史民俗資料館の解体を行う。      270

 事業内容                                                                              

 (文化財課) (前年度) 　事業期間　平成２４年度～平成２５年度   

　　　　― 　施設解体設計業務委託                                                                  

 　収蔵資料等移転作業業務委託                                                            

 

 

07 博物館費 701-80 博物館企画展示事業（原町区） 2,683 一般財源 2,683 　自然・考古・歴史・民俗・野馬追の各分野に関する調査研究の成果等を公開展示した。      270

 事業内容                                                                              

 　特別展示事業

 (文化財課) (前年度) 　「阿武隈高地の生き物たち」　　　　　　　　　　　　　　　　                        

206 　　　平成２４年４月２８日～６月１０日　入館者数９２０人　　　　

 　「相馬のたから　相馬野馬追」　

　　　平成２４年６月３０日～８月１９日　入館者数１，８３６人

 　　県立美術館移動美術館「ふるさとの記憶　安らぎの美術」　                 

　　　平成２４年９月１日～９月２３日　入館者数５９３人　       

　　県立博物館移動展「ジュラシック相馬」　　　　　　　　　　　　                        

　　　平成２４年１０月１３日～１２月２４日　入館者数１，３５０人

　「ふるさと小高」

　　　平成２５年１月２６日～３月２０日　入館者数１，１６３人

 

08 市民文化会館費 021-21 市民文化会館施設管理事業（債務負担） 177,460 一般財源 177,460 　市民文化会館運営管理業務を安全かつ効率的に行い、地域の文化振興の拠点としての適正な管 270

 理運営を行った。                                                                        

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　指定管理者制度の導入                                                                

 119,130 　指定管理者　（財）南相馬市文化振興事業団                                            

 　指定期間　　平成２１年４月１日～平成２６年３月３１日                                

　利用人数　　９２，１０９人

　実施事業　　鑑賞普及事業　１５件、育成交流事業　１１件　
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10 教育費
 06 保健体育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 保健体育総務費 050-20 県縦断駅伝競走大会補助金 1,300 一般財源 1,300 　本市長距離選手の強化育成を図るため、第２４回市町村対抗福島県縦断駅伝競走大会の参加に 272

 必要な経費の補助を行った。                                                       

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　事業主体　南相馬市陸上競技協会                                          

 1,400 　開催日　　平成２４年１１月１８日（日）                                         

 　成　績　　総合１２位／５１市町村、市の部１０位／１３市

 

01 保健体育総務費 054-20 健康マラソン大会補助金 2,500 特定財源 2,500 　市民の健康増進を図ることを目的に第２５回野馬追の里健康マラソン大会を開催するため、        272

 　その他 2,500 必要な経費の補助を行った。                                                

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　事業主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会

 　　　　― 　開催日　　平成２４年１２月２日（日）

 　部　門　　１．５ｋｍ、２ｋｍ、３ｋｍ、５ｋｍ、１０ｋｍ、ハーフ 、親子ペア、

　　　　　　ウオーキング

 　参加者　　２，４５７人

 

 

01 保健体育総務費 059-20 スポーツ少年団選手派遣事業補助金 719 一般財源 719 　スポーツ少年団活動を通した少年少女の健全育成と競技力向上に資するため、県大会以上の大 272

 会に参加するスポーツ少年団に対し、必要な経費の補助を行った。                         

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　補助率　　８／１０                                                                  

 223 　交付件数　１１件                                                                    

 

 

01 保健体育総務費 060-20 いわい将門ハーフマラソン大会補助金 506 一般財源 506 　相馬氏の祖「平将門」終焉の地であり歴史的に縁のある茨城県坂東市とマラソンを通した交流 272

 を図るため、必要な経費の補助を行った。

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　事業主体　野馬追の里健康マラソン大会実行委員会

 99 　大会名　　第２２回いわい将門ハーフマラソン大会                                      

 　開催日　　平成２４年１１月１１日（日）                                              

　派遣者　　選手・スタッフ　２１人                                          

 

01 保健体育総務費 501-20 スポーツ大会等出場激励金 430 一般財源 430 　市民スポーツの普及・振興と技術の向上を図るため、全国大会並びに国際大会などに参加出場 272

 する選手に対し激励金を交付した。                                                  

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　全国総合体育大会・全国選抜大会（高校生）出場激励金：５件　１５０千円             

 430 　上記大会を除く各種スポーツ大会出場激励金：２８件　２８０千円
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
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10 教育費
 06 保健体育費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 学校保健費 501-20 小児生活習慣病健康診断事業 1,512 一般財源 1,512 　小中学生の生活習慣病の早期発見と改善指導を行い、将来にわたる健康保持に努めた。      274

 事業内容                                                                              

 　小児生活習慣病検査業務委託                                                          

 (学校教育課) (前年度) 　受診人数　　小学校４年生　３１２人

 1,147 　　　　　　　小学校５年生　　２８人

　　　　　　　小学校６年生　　　１人

　　　　　　　中学校１年生　３８４人

　　　　　　　中学校２年生　　１３人

 

 

03 体育施設費 021-21 体育施設管理事業（債務負担） 61,416 一般財源 61,416 　市民の心身の健全な発達と明るく豊かな生活形成に寄与するために設置されたスポーツ施設の    274

 管理運営を行った。                                                                      

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) （原町区）                                                                          

 10,744 　指定管理者　太田大甕スポーツクラブ                                                

 　指定期間　　平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日                              

 　施設名　　　南相馬市スポーツセンター、南相馬市テニスコート、南相馬市民プール、

 　　　　　　　南相馬市相撲場、南相馬市サッカー場、北新田野球場、南相馬市野球場、

 　　　　　　　北新田運動場、雲雀ヶ原陸上競技場、南相馬市弓道場、原町ふれあいドーム、

 　　　　　　　小川町体育館、夜の森公園テニスコート、栄町柔剣道場                    

 （鹿島区）                                                                          

 　指定管理者　かしま元気スポーツクラブ                                              

 　指定期間　　平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日                              

 　施設名　　　千倉体育館、前川原体育館                                              

 

 

04 馬事公苑費 021-21 馬事公苑管理事業（債務負担） 11,716 一般財源 11,716 　馬事振興及び市民の体育並びにスポーツの普及に資するため設置された馬事公苑の管理運営を 274

 行った。                                                                                

 事業内容                                                                              

 (文化スポーツ課) (前年度) 　指定管理者　ＮＰＯ法人はらまち交流サポートセンター                                  

 11,716 　指定期間　　平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日                                
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11 災害復旧費
 01 厚生労働施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 民生施設災害復旧費 606-20 過年発生公共災害復旧事業 17,437 特定財源 5,028 　東日本大震災により被災した小高老人福祉センターの復旧を行った。                        276

 （小高老人福祉センター） 　県支出金 5,028 事業内容                                                                              

 一般財源 12,409 　小高老人福祉センター地震被害改修工事

　　内外装工事、外構工事、電気設備工事、給排水工事外一式　１５，０２２，３５０円

(長寿福祉課) (前年度) 　小高老人福祉センター地震被害改修設計業務委託　　１，５７５，０００円

 　　　　― 　小高老人福祉センター地震被害改修工事監理業務委託　　８４０，０００円

 

 

01 民生施設災害復旧費 608-20 過年発生公共災害復旧事業 5,799 一般財源 5,799 　東日本大震災により被災した、おだか保育園の復旧を行った。（一部繰越明許事業有り） 276

 （おだか保育園） 事業内容

 　おだか保育園                                                                        

 (教育総務課) (前年度) 　　復旧工事管理業務委託及び修繕工事                                                  

　　　　―

 

02 衛生施設災害復旧費 605-20 過年発生公共災害復旧事業（小高保健 6,182 一般財源 6,182 　東日本大震災により被災した小高保健福祉センター(保健衛生施設分)の復旧を行った。 276

 福祉センター・保健衛生分） 事業内容                                                                              

 　小高保健福祉センター地震被害改修工事

 (前年度) 　　排水溝設置工事、舗装工事、室内壁クラック修繕工事外一式

 (健康づくり課) 　　　　― 　　全体契約額　　　　　３１，３５６，１５０円

　　うち保健衛生施設分　１１，６０１，７７５円

　　うち平成24年度支払額　５，１４６，７００円

　小高保健福祉センター地震被害改修設計業務委託

　　全体契約額　　　　　　１，７８５，０００円

　　うち保健衛生施設分　　１，０３５，３００円

　　うち平成24年度支払額　１，０３５，３００円

　小高保健福祉センター地震被害改修工事監理業務委託

　　全体契約額　　　　　　１，７５３，５００円

　　うち保健衛生施設分　　　　６４８，７９５円

　　うち平成24年度支払額　　　　　　　　　０円

 

11　災害復旧費　　01　厚生労働施設災害復旧費

- 236 - - 237 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



11 災害復旧費
 01 厚生労働施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 衛生施設災害復旧費 605-21 過年発生公共災害復旧事業 9,513 一般財源 9,513 　東日本大震災により被災した小高保健福祉センター（老人福祉施設分）の復旧を行った。 276

 （小高保健福祉センター・社会福祉分） 事業内容                                                                              

 　小高保健福祉センター地震被害改修工事

　　排水溝設置工事、舗装工事、室内壁クラック修繕工事外一式

 (長寿福祉課) (前年度) 　　全体契約額　　　　　３１，３５６，１５０円

　　　　― 　　うち老人福祉施設分　１９，７５４，３７５円

　　うち平成24年度支払額　８，７６３，３００円

　小高保健福祉センター地震被害改修設計業務委託

　　全体契約額　　　　　　１，７８５，０００円

　　うち老人福祉施設分　　　　７４９，７００円

　　うち平成24年度支払額　　　７４９，７００円

　小高保健福祉センター地震被害改修工事監理業務委託

　　全体契約額　　　　　　１，７５３，５００円

 　　うち老人福祉施設分　　１，１０４，７０５円

　　うち平成24年度支払額　　　　　　　　　０円

 

11　災害復旧費　　01　厚生労働施設災害復旧費

- 238 - - 239 -



11 災害復旧費
 02 農林水産施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 農地農業用施設災害復旧費600-20 現年発生公共災害復旧事業 258,005 特定財源 163,288 　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧を行なった。      278

 （東日本大震災）(繰越明許予算) 258,005 　県支出金 163,288 事業内容                                                                              

 一般財源 94,717 　工事                                                                                

 　　津波箇所　除塩工事　３２．５ｈａ                                                    

 (農林水産課) (前年度) 　　農地・農業用施設災害復旧工事　１６か所                                

 　　　　―

 

01 農地農業用施設災害復旧費604-20 現年発生単独災害復旧事業 1,439 特定財源 900 　平成２４年６月２０日の台風４号により被災した農地農業用施設の復旧を行った。            278

 （農地農業用施設・台風４号） 　地方債 900 事業内容                                                                              

 一般財源 539 　原町区（旧警戒区域外）                                                              

 (農林水産課) (前年度) 　　農業用施設　５か所（水路２か所、横川ダム管理道路３か所） 

 　　　　―

 

01 農地農業用施設災害復旧費605-20 過年発生公共災害復旧事業 186,370 特定財源 142,820 　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の復旧を行なった。                            278

 （農地農業用施設） 　県支出金 142,820 事業内容                                                                              

 一般財源 43,550 　工事                                                                                

 (農林水産課) (前年度) 　　津波箇所　農地・農業用施設災害復旧工事　７２ｈａ                                

 　　　　―

 

01 農地農業用施設災害復旧費606-20 過年発生公共災害復旧事業 654 一般財源 654 　東日本大震災により被災した農地・農業用施設の県営災害復旧事業に対し市負担金を拠出した。 278

 （農地農業用施設・県営） 事業内容

 　県営災害復旧事業（排水機場）                                                        

 (農林水産課) (前年度) 　　地　区　８排水機場（八沢、八沢浦、金沢、金沢第二、泉、前向、渋佐、小高）      

 　　　　― 　県営災害復旧事業（施設災害）                                                        

 　　５地区（高ノ倉、横川、渋佐第一、鹿島第二、江垂第三）      

　　負担率　国：９９．９％、県：補助残２５／３５、市：補助残１０／３５                    

 

 

 

01 農地農業用施設災害復旧費607-20 過年発生小災害復旧事業 9,305 特定財源 1,713 　東日本大震災により被災した農地農業用施設の復旧を行った。                              278

 （農地農業用施設） 　その他 1,713 事業内容                                                                              

 一般財源 7,592 　原町区　農地　２１か所、農業用施設　１１か所                                  

 (農林水産課) (前年度) 　鹿島区　農地　　１か所、農業用施設　　１か所

 　　　　―

11　災害復旧費　　02　農林水産施設災害復旧費

- 240 - - 241 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



11 災害復旧費
 02 農林水産施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 林業施設災害復旧費 600-20 現年発生公共災害復旧事業 28,581 特定財源 25,886   東日本大震災により被災した林業施設の復旧を行った。 278

 (繰越明許予算) 28,581 　県支出金 25,886 事業内容

 一般財源 2,695 　鹿島区　林道２路線　８か所　L=５３３ｍ

 

 (農林水産課) (前年度)

　　　　―

 

02 林業施設災害復旧費 602-20 現年発生単独災害復旧事業 13,840 特定財源 8,700 　平成２４年６月２０日の台風４号により被災した林業施設の復旧を行った。                  278

 （林業施設・台風４号） 391 　地方債 8,700 事業内容                                                                              

 （繰越明許予算） 一般財源 5,140 　小高区　林道復旧　３路線　　３か所                                                  

 　鹿島区　林道復旧　３路線　１４か所                                                  

 (農林水産課) (前年度) 　原町区　林道復旧　９路線　２０か所                                                  

 3,374 　平成２３年９月２１日の台風１５号により被災した林業施設の復旧を行った。（繰越明許予算）

 事業内容                                                                              

 　原町区　林道復旧　１路線　　３か所                                                  

 

11　災害復旧費　　02　農林水産施設災害復旧費

- 242 - - 243 -



11 災害復旧費
 03 公共土木施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 道路橋梁災害復旧費 600-20 現年発生公共災害復旧事業 403,443 特定財源 125,233 　東日本大震災により被災した道路施設の復旧を行った。 280

 (繰越明許予算) 403,443 　国庫支出金 125,233 事業内容

 一般財源 278,210 　鹿島区　地震災　道路災害復旧工事　２４か所　Ｌ=２，４５６．３ｍ　

 　　　　　地震災　橋梁災害復旧工事　　１か所　Ｌ=　　　２８．６ｍ　

 (土木課) (前年度) 　原町区　地震災　道路災害復旧工事　２１か所　Ｌ=２，２５０．５ｍ　

 177,824 　　　　　用地購入　木工団地１号線　１筆　３２９．６５㎡

 

01 道路橋梁災害復旧費 603-20 現年発生単独災害復旧事業 8,911 一般財源 8,911 　東日本大震災により被災した道路施設の復旧を行った。   280

 (繰越明許予算) 8,911 事業内容

 　地震災

 　　復旧工事　鹿島区　　５か所　

 (土木課) (前年度) 　　　　　　　原町区　１３か所

 1,474

 

01 道路橋梁災害復旧費 604-20 道路橋梁施設線量低減化事業 8,130 特定財源 7,213 　南相馬市内の子供たちや一般市民が、公共施設で安全に利用できるようにするため、空間線量 280

 (繰越明許予算) 8,130 　県支出金 7,213 の低減を図った。

 一般財源 917 事業内容

 　県道浪江鹿島線　高松グリーンプラザ除染

 (土木課) (前年度)

　　　　―

 

01 道路橋梁災害復旧費 605-20 過年発生公共災害復旧事業 15,690 一般財源 15,690 　東日本大震災により被災した道路橋梁施設の復旧を行った。 280

 （道路橋梁施設） 事業内容                                                                              

 　鹿島区　津波災　道路災害復旧工事　　５か所　Ｌ＝１，５４３．７ｍ         

 (土木課) (前年度) 　原町区　津波災　道路災害復旧工事　１５か所　Ｌ＝３，２６０．７ｍ

　　　　― 　　　　　橋梁災　道路災害復旧工事　　１か所　Ｌ＝　　　１０．４ｍ

 

 

01 道路橋梁災害復旧費 606-20 過年発生小災害復旧事業 14,435 一般財源 14,435 　東日本大震災により被災した道路施設の復旧を行った。                          280

 （道路橋梁施設） 事業内容                                                                              

 　小高区　地震災　道路災害復旧　　３か所　Ｌ＝３０．０ｍ                                

 (土木課) (前年度) 　鹿島区　地震災　道路災害復旧　１３か所　Ｌ＝７０７．８ｍ                                

　　　　― 　原町区　地震災　道路災害復旧　１５か所　Ｌ＝２２２．７ｍ

 

11　災害復旧費　　03　公共土木施設災害復旧費

- 244 - - 245 -

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明



11 災害復旧費
 03 公共土木施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

決 算 書
ペ ー ジ

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

 

01 道路橋梁災害復旧費 607-20 過年発生単独災害復旧事業 6,113 一般財源 6,113 　東日本大震災により被災した道路橋梁施設の復旧を行った。                            280

 （道路橋梁施設） 事業内容

 　鹿島区　地震災　道路災害復旧工事　１３か所　Ｌ＝１８４．３ｍ

 (土木課) (前年度) 　原町区　地震災　道路災害復旧工事　１０か所　Ｌ＝　７６．０ｍ          

 　　　　―

 

02 河川災害復旧費 601-20 現年発生単独災害復旧事業（河川施設） 1,199 特定財源 1,100 　平成２４年６月２０日の台風４号により被災した河川施設の復旧を行った。                 280

 　地方債 1,100 事業内容                                                                              

 一般財源 99 　原町区　河川災害復旧　１河川　３か所                                              

 (土木課) (前年度)

　　　　―

 

02 河川災害復旧費 603-20 過年発生公共災害復旧事業（河川施設） 28,522 特定財源 1,632 　東日本大震災により被災した河川施設の復旧を行った。                                  280

 　国庫支出金 1,632 事業内容                                                                              

 一般財源 26,890 　鹿島区　津波災　河川災害復旧測量設計業務委託　１か所　Ｌ＝５５０ｍ                  

 (土木課) (前年度) 　原町区　津波災　河川災害復旧測量設計業務委託　１か所　Ｌ＝２，０００ｍ              

 　　　　―

 

03 住宅災害復旧費 604-20 過年発生公共災害復旧事業（公営住宅） 394 特定財源 394 　東日本大震災により被災した公営住宅の復旧を行った。                                    280

 　国庫支出金 394 事業内容                                                                              

 　北長野団地室内修繕（ハウスクリーニング）　１件

 (建築住宅課) (前年度)

 　　　　―

11　災害復旧費　　03　公共土木施設災害復旧費

- 246 - - 247 -



11 災害復旧費
 04 文教施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 公立学校施設災害 603-20 仮設校舎整備事業 82,683 特定財源 36,348 　東日本大震災により被災した公立学校施設の復旧を行う上で、仮設校舎や特別教室用仮設校舎                                282

　 復旧費 (繰越明許予算) 54,529 　国庫支出金 36,348 を建設し、教育環境の充実を図った。

 一般財源 46,335 事業内容                                                                              

 　鹿島小学校敷地内仮設校舎に係る建設工事                                          

 (教育総務課) (前年度) 　　仮設校舎構造等　鉄骨プレハブ造２階建（延床面積１，８６０㎡）                      

 160,233 　鹿島中学校敷地内仮設校舎に係る建設工事                                          

 　　仮設校舎構造等　鉄骨プレハブ造２階建（延床面積１，８６０㎡）                      

 　鹿島中学校敷地内仮設校舎増設に係る建設工事                                          

　　増設校舎構造等　鉄骨プレハブ造平屋建（延床面積４６６．２９㎡）                      

 

 

01 公立学校施設災害 604-21 校庭等表土改善事業（単独） 36,664 一般財源 36,664 　東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故に伴い、児童生徒に影響を及ぼす放射線量を 282

　 復旧費 (繰越明許予算) 36,664 低減化するため、学校施設等の除染を行った。

 事業内容

 　中学校テニスコート表土改善（鹿島中学校、原町第二中学校、原町第三中学校）

(教育総務課) (前年度) 　中学校野球場内野表土改善（鹿島中学校、原町第二中学校、原町第三中学校）

 388,335 　東町児童センター表土改善

 

 

01 公立学校施設災害 606-20 過年発生公共災害復旧事業（学校等施設） 78,467 特定財源 6,610 　東日本大震災により被災した公立学校施設の復旧を行った。（一部繰越明許事業有り） 282

　 復旧費 　国庫支出金 6,610 事業内容                                                                              

 一般財源 71,857 　復旧工事設計業務委託                                                                

 (教育総務課) (前年度) 　　小高小学校、福浦小学校、金房小学校、鳩原小学校、小高中学校 

 　　　　― 　　小高幼稚園、福浦幼稚園、金房幼稚園、鳩原幼稚園

 　修繕工事                                                                            

 　　原町第二小学校、太田小学校、小高小学校、福浦小学校、金房小学校、鳩原小学校

 　　鹿島中学校、小高中学校

 

 

01 公立学校施設災害 607-20 過年発生単独災害復旧事業（公立学校 4,393 一般財源 4,393 　東日本大震災により被災した公立学校施設の復旧を行った。（一部繰越明許事業有り） 282

　 復旧費 施設） 事業内容                                                                              

 　学校施設修繕（小規模修繕）

 (前年度) 　　鹿島小学校、石神第一小学校、石神第二小学校、太田小学校、小高小学校

(教育総務課) 　　　　― 　　鹿島中学校、原町第二中学校、原町第三中学校、小高中学校

 

11　災害復旧費　　04　文教施設災害復旧費

- 248 - - 249 -

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



11 災害復旧費
 04 文教施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ

 

02 公立社会体育施設 602-21 社会体育施設表土改善事業 152,841 特定財源 152,841 　福島第一原子力発電所事故に伴い、市民に影響を及ぼす放射線量の低減化を図るため、社会体 282

 　災害復旧費 (繰越明許予算) 　県支出金 152,841 育施設の除染を行った。

 事業内容

 　表土改善業務委託

 (文化スポーツ課) (前年度) 　　栄町柔剣道場、北新田多目的広場、雲雀ヶ原陸上競技場、市野球場、北新田野球場、

32,929 　　市相撲場

 

02 公立社会体育施設 603-20 過年発生公共災害復旧事業（体育施設） 5,828 一般財源 5,828 　東日本大震災により被災した体育施設の復旧を行った 。                                282

 　災害復旧費 事業内容                                                                             

 　小高体育センター災害復旧に係る実施設計

 (文化スポーツ課) (前年度) 　小川町体育館震災被害改修設計

 　　　　― 　小川町体育館震災被害改修工事

 

 

03 公立社会教育施設 603-20 過年発生公共災害復旧事業（生涯学習 4,263 一般財源 4,263 　東日本大震災により被災した生涯学習施設の復旧を行った。 282

　 災害復旧費 施設） 事業内容

 　小高区内生涯学習施設の実施設計及び修繕工事                                       

 (前年度) 　　小高生涯学習センター「浮舟文化会館」

 (文化スポーツ課) 　　　　― 　　南相馬市就業改善センター

 　　小高コミュニティセンター

11　災害復旧費　　04　文教施設災害復旧費

- 250 - - 251 -



 

 

 

 

 

 

 

第 ３  特 別 会 計 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



08 保健事業費
 01 特定健康診査等事業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 特定健康診査等事業費 600-20 健康診査事業 29,829 特定財源 14,487 　生活習慣病を予防するために、受診者が生活習慣を振り返る機会とすることと行動変容につながる 310

 　国庫支出金 8,218 特定保健指導者の把握につとめた。

 　県支出金 6,269 事業内容                                                                              

 (健康づくり課) (前年度) 一般財源 15,342 　メタボリックシンドロームの概念に着目した特定健康診査を実施

 10,482 　特定健診受診者数　４，０４５人

 

 

 

01 特定健康診査等事業費 601-20 特定保健指導事業 345 一般財源 345 　生活習慣病を予防し健康の保持増進を図るため、保健指導対象者が健診結果を理解し、生活習 310

 慣を振り返り、生活習慣を改善するための行動目標を設定し、自分の健康に関するセルフケア（

 自己管理）ができるよう支援した。

 (健康づくり課) (前年度) 事業内容                                                                              

 187 　メタボリックシンドロームに着目した生活習慣の改善に視点を置き、対象者の考えや行動変容

 を考慮し、個別性を重視した保健指導の実施                                              

 

国民健康保険特別会計　　08 保健事業費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



04 地域支援事業費
 01 介護予防事業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 介護予防特定高齢者 101-20筋力向上トレーニング事業 4,899 特定財源 2,188 　転倒骨折の防止及び加齢に伴う運動機能の低下防止及び向上のため、高齢者向けのトレーニン 334

　 施策事業費 　国庫支出金 823 グ機器を使用した介護予防に資する運動教室を実施した。                                  

 　県支出金 411 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 　その他 954 　対象者　　概ね６５歳以上の市民等で、介護状態に陥る恐れのある高齢者                    

 1,099 一般財源 2,711 　参加者　　９３人（延１，４７１人）                                 

 　開催場所　原町老人福祉センター                                                      

 

 

 

01 介護予防特定高齢者 102-20転倒予防教室事業 37 特定財源 23 　身体機能低下の防止と向上を図るため、運動機能改善等を行う教室を実施した。            334

　 施策事業費 　国庫支出金 9 事業内容                                                                              

 　県支出金 4 　対象者　　概ね６５歳以上の市民等で、介護状態に陥る恐れのある高齢者                    

 (長寿福祉課) (前年度) 　その他 10 　参加者　　１３人（延９３人）                                 

 374 一般財源 14 　開催場所　鹿島保健センター                                                          

 

 

02 介護予防一般高齢者 100-50介護予防普及啓発事業（鹿島区） 127 特定財源 85 　高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生活できるように、認知症予防や口腔に関する介護予防   336

　 施策事業費 　国庫支出金 32 の知識の普及啓発を図った。                                          

 　県支出金 16 事業内容                                                                              

　その他 37

一般財源 42

 (健康づくり課) (前年度)

 199

 

 

02 介護予防一般高齢者 100-70介護予防普及啓発事業（原町区） 222 特定財源 147 　高齢者が住み慣れた地域でいきいきと生活できるように、老人会等の地域の集まりや市の広報 336

　 施策事業費 　国庫支出金 55 誌等を利用しながら、介護予防（転倒予防や認知症予防等）に関する正しい知識の普及啓発を図

 　県支出金 28 った。                                             

 (健康づくり課) (前年度) 　その他 64 事業内容                                                                              

 68 一般財源 75

 　健康相談　７７回　延１，１６３人

 

介護保険特別会計　　04 地域支援事業費 

　　　　　　　自由参加型サロン　１９回　延３５８人　　　                                                                            

　健康教育　老人会・地域サロン等　１１４回　延２，３１５人                                                                     

　　　　　　お口さわやかサロン　　　１６回　　　延２６９人

　　　　　　自由参加型サロン　　　　９２回　延１，５３６人
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　健康教育　　認知症予防講演会　　１回　　延８０人

　　　　　　　お口さわやかサロン　４回　　延７６人　

決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



04 地域支援事業費
 02 包括的支援事業・任意事業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 包括的支援事業費 100-20包括的支援事業 79,638 特定財源 47,185 　地域包括支援センターを設置し、介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護 336

 　国庫支出金 31,457 事業、包括的・継続的マネジメント事業を実施した。

 　県支出金 15,728 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 一般財源 32,453 　委託先　社会福祉法人南相馬市社会福祉協議会 (１０人・３地域）５７，０２０千円

 64,650 　　　　　社会福祉法人南相馬福祉会          （  ４人・１地域）２２，６１８千円  

 

 

02 任意事業費 101-20介護用品等支給事業 2,998 一般財源 2,998 　在宅で介護を要する寝たきり高齢者等が介護用品を使用する場合、その購入に要する費用の一 336

 部を助成することにより、経済的負担の軽減を図るとともに、在宅福祉の増進を図った。

 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 　対象者　　市民税非課税世帯に属する要介護４，５の認定を受けた高齢者を介護している家族

 2,725 　給付内容　介護用品（紙おむつ・尿取りパット等）購入費用の一部助成                    

 　給付額　　月１０千円以内の利用券                                                    

 　対象者数　４９人（原町区２６名、鹿島区１４名、小高区９名）

 

 

 

02 任意事業費 104-20配食サービス事業 5,078 一般財源 5,078 　調理が困難なひとり暮らし高齢者等に配食サービスを行い、健康保持への支援と安否の確認を 336

 行った。

 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 　対象者　概ね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等で、心身の障がい、傷病等の理由により食事

 1,207 　　　　　の調理が困難な者                                                        

 　内　容　弁当の配達及び当該高齢者の安否の確認                                      

 　延利用者数　１，０８４人

 　延配食数　　４，００２食

 

02 任意事業費 107-20紙おむつ助成事業 21,135 特定財源 3,649 　在宅で介護を要する者が紙おむつを使用する場合、その購入費用の一部を助成することにより 336

 　国庫支出金 2,433 経済的負担の軽減を図るとともに、在宅福祉の増進を図った。

 　県支出金 1,216 事業内容                                                                              

 (長寿福祉課) (前年度) 一般財源 17,486 　対象者　　６５歳以上で寝たきり又は認知症の状態にある高齢者で紙おむつを使用している者

 16,052 　　　　　　を介護している家族                                                        

 　給付内容　紙おむつ購入費用の一部助成                                                

 　給付額　　月３千円の利用券                                                          

 　対象者数　９２５人（原町区５４３名、鹿島区１９４名、小高区１８８名）

 

 

介護保険特別会計　　04 地域支援事業費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



02 貸付金
 01 貸付金 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 貸付金 120-10育英資金貸付金 58,050 特定財源 58,050 　経済的理由により就学困難と認められる市内に住所を有する学生・生徒に、無利子で貸付を行 344

 　その他 58,050 った。                                                                                  

 事業内容                                                                              

 (教育総務課) (前年度) 　奨学金の貸付　（カッコ内は前年度）                                    

 68,913 　　学校種別　　　　　　　継続　　　　　　　　新規　　　　　　　　　　計              

 　　大学（医師・獣医）　０人（　　１人）　　０人（　　０人）　　　０人（　  １人）    

 　　大学　　　　　　　７６人（　８０人）　１７人（　２６人）　　９３人（１０６人）    

 　　高専・専修学校　　　８人（　１０人）　　３人（　　５人）　　１１人（　１５人）    

 　　高校　　　　　　　　１人（　　４人）　　０人（　　２人）　　　１人（　　６人）    

 　　　　　　計　　　　８５人（　９５人）　２０人（　３３人）　１０５人（１２８人）    

 

 （参考） 

 　貸付者　　当初予定　　　　確定                                                            

 　　新規　　　４４人　　　　２０人                                                          

 　　継続　　　９１人　　　　８５人                                                          

 　　計　　　１３５人      １０５人                                                          

 

育英資金貸付特別会計　　02 貸付金 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



01 簡易水道費
 02 維持管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

03 小高北部簡易水道費 700-20 小高北部簡易水道事業（避難解除等区域 701 特定財源 701 　福島復興再生特別措置法に基づく福島避難解除等区域生活環境整備事業により、小高北部簡易 352

 生活環境整備事業） 　国庫支出金 701 水道施設の復旧等を行った。                                                              

 一般財源 0 事業内容                                                                            

 (水道課) (前年度) 　水質検査業務委託                                              

 　　　　― 　ろ過装置タンク塗装等復旧工事

 

04 小高西部簡易水道費 700-20 小高西部簡易水道事業（避難解除等区域 6,791 特定財源 6,730 　福島復興再生特別措置法に基づく福島避難解除等区域生活環境整備事業により、小高西部簡易 354

 生活環境整備事業） 　国庫支出金 6,730 水道施設の復旧等を行った。                                                              

 一般財源 61 事業内容                                                                            

 (水道課) 　水質検査業務委託                         

 (前年度) 　ろ過装置タンク塗装等復旧工事            

 　　　　― 　急速ろ過機ろ材交換工事                                

簡易水道事業特別会計　　01 簡易水道費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



02 災害復旧費
 01 水道施設災害復旧費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 簡易水道施設災害復旧費500-20 小高北部簡易水道施設応急復旧事業 292 一般財源 292 　東日本大震災により被災した小高北部簡易水道施設の被害状況調査のための台帳整備、水質検 354

 査及び復旧工事に要する放射性物質濃度測定等を実施した。

 事業内容

 (水道課) 　小高北部簡易水道施設台帳整備業務委託

 (前年度) 　水質検査業務委託

2,373 　放射性物質濃度測定用コアー採取等業務委託

 

01 簡易水道施設災害復旧費501-20 小高西部簡易水道施設応急復旧事業 159 一般財源 159 　東日本大震災により被災した小高西部簡易水道施設の被害状況調査のための台帳整備及び水質 354

 検査を実施した。

 事業内容 

 (水道課) (前年度) 　小高西部簡易水道施設台帳整備業務委託 

 3,938 　水質検査業務委託

 

01 簡易水道施設災害復旧費502-20 現年発生公共災害復旧事業（小高北部） 1,626 一般財源 1,626 　東日本大震災により被災した小高北部簡易水道施設の復旧等を行った。  354

 (繰越明許予算) 1,626 事業内容                                                                              

 　漏水調査業務委託

 　給水管修繕工事                                         

 (水道課) (前年度) 　配水管修繕工事

 　　　　― 　舗装修繕工事

 

01 簡易水道施設災害復旧費503-20 現年発生公共災害復旧事業（小高西部） 2,651 一般財源 2,651 　東日本大震災により被災した小高西部簡易水道施設の復旧等を行った。  354

 (繰越明許予算) 2,651 事業内容                                                                              

 　配水管修繕工事

 (水道課) (前年度) 　漏水調査業務委託

 　　　　―

 

01 簡易水道施設災害復旧費504-20 過年発生公共災害復旧事業（小高北部） 3,570 一般財源 3,570 　東日本大震災により被災した小高北部簡易水道施設の復旧等を行った。 354

 事業内容                                                                              

 　急速ろ過機ろ材交換・内部塗装修繕工事

 (水道課) (前年度)

 　　　　―

 

01 簡易水道施設災害復旧費505-20 過年発生公共災害復旧事業（小高西部） 1,659 一般財源 1,659 　東日本大震災により被災した小高西部簡易水道施設の復旧等を行った。                  354

 事業内容                                                                              

 　浄水設備配管修繕工事

 (水道課) (前年度) 　エアードライヤー交換修繕工事                                          

 　　　　― 　コンプレッサー交換修繕工事

簡易水道事業特別会計　　02 災害復旧費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



01 施設管理費
 01 施設管理費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

02 水処理施設管理費 021-50水処理施設管理一般経費 11,088 特定財源 11,088 　亜炭鉱山の古洞水（坑内水：多量の硫化鉄等を含む強酸性の赤水）が被圧水となって水田表面 364

 　その他 11,088 に湧出して農地が湿田とならないようにするために当該施設を稼働し、農家経営の安定を図った。

 事業内容

 　維持管理に係る一般経費

 (鹿島区産業建設課) (前年度) 　　　需要費　　　　　　　２，２８８千円

 4,184 　　　役務費　　　　　　　　　２４１千円

 　　　委託料　　　　　　　１，６８４千円

 　　　使用料及び賃借料　　　　１５４千円

 　　　工事請負費　　　　　６，７２０千円

 　　　負担金　　　　　  　　　　　１千円　　　

 

亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計　　01 施設管理費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



02 公債費
 01 公債費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 元金 500-10 元金 7,254 特定財源 3,382 　工場用地等取得に伴う市債借入の償還を行った。                                          380

 　財源収入 3,382 事業内容                                                                              

 一般財源 3,872 　平成２０年工場建築償還金                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　　借入額　　　９６，７００，０００円                                              

 7,218 　　返還期間　　平成２１年度から平成３５年度                                          

 　　利率　　　　０．５０％                                                            

 

 

02 利子 500-10 利子 447 特定財源 447 　工場用地等取得に伴う市債借入の償還を行った。                                          380

 　財源収入 447 事業内容                                                                              

 　平成２０年工場建築償還金                                                              

 (商工労政課) (前年度) 　　借入額　　　９６，７００，０００円                                              

 967 　　返還期間　　平成２１年度から平成３５年度                                          

 　　利率　　　　０．５０％                                                            

 

工場用地等整備事業特別会計　　02 交債費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



03 諸支出金
 01 普通財産取得費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 貸工場用地取得費 500-20 貸工場用地取得事業 26,047 特定財源 3,780 　現行の貸工場整備事業実施に伴う土地購入費の償還を行った。                              380

 　財源収入 3,780 事業内容                                                                              

 一般財源 22,267 　土地購入費償還金                                                                    

 (商工労政課) (前年度) 　　借入事業費　　２４９，９３５，０００円                                                

 26,375 　　返還期間　　　平成１７年度から平成２７年度                                            

 　　利　率　　　　１．３％                                                                

 

 

02 工場用地取得費 501-20 工場用地取得事業 53,640 特定財源 43,970 　工場用地取得事業（信田沢地区）に伴う土地購入・造成工事費の償還を行った。              380

 　財源収入 43,970 事業内容                                                                              

 一般財源 9,670 　土地購入費償還金                                                                    

 (商工労政課) (前年度) 　　借入事業費　　４２２，４９９，５００円                                                

 54,500 　　返還期間　　　平成２０年度から平成３０年度                                            

 　　利　　率　　　１．６３２％～１．９１３％ 

 

工場用地等整備事業特別会計　　03 諸支出金 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



05 下太田工業用地整備事業費
 01 工業用地造成事業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 工業用地造成事業費 500-20 下太田工業用地造成事業 935,909 特定財源 935,909 　企業誘致の促進を図るため、企業及び研究施設などが立地できる土地を取得した。 382

 　地方債 603,000 事業内容                                                                              

 　財源収入 332,909 　土地の所在　南相馬市原町区下太田字川内地内                                        

 (商工労政課) (前年度) 　取得面積　　４７０，２８７．５２㎡                                                  

 　　　　― 　・工業用地の取得（用地取得費　９１５，２７０千円）                                  

 　・工業用地測量、造成計画設計業務委託（２０，３６０千円）                

 　　　工業用地として造成可能な土地の地積測量、造成計画及び工事設計業務委託            

 　・印紙代、旅費（２７９千円）                                                

 

工場用地等整備事業特別会計　　05 下太田工業用地整備事業費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



03 保健事業費
 01 保健事業費 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

01 保健衛生普及費 100-20後期高齢者医療広域連合分賦金 714 特定財源 108 　後期高齢者医療被保険者（７５歳以上）の保険料の軽減を図るため、後期高齢者医療広域連合 394

 　その他 108 が実施した健康診査に対し一部負担を行った。

 一般財源 606 事業内容                                                                              

 (市民課) (前年度) 　集団健診（課税）　　１，７２３円×２５８人＝４４４，５３４円

 673 　集団健診（非課税）　１，５９４円×  ９１人＝１４５，０５４円

 　施設健診（課税）　　１，５８３円×    ７人＝  １１，０８１円

 　施設健診（非課税）　１，４１４円×    ４人＝    ５，６５６円

　事務費　　　　　　　　　３００円×３６０人＝１０８，０００円

後期高齢者医療特別会計　　03　保健事業費 
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



01 総合病院事業費用
 01 医業費用 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

03　経費 脳卒中センター整備事業 8,673 一般財源 8,673 　二次医療圏域である相双地方の脳卒中死亡率が全国平均より高いこと、脳卒中の急性期医療を

 担う医療機関が当地方で当院のみとなっていることから、今後の脳卒中医療に十分対応できるよ

 う当地方における中核施設として整備拡充に向けて事業を実施した。

 (前年度) 事業内容

　　　　― 　【全体計画】

　　建設位置　南相馬市立総合病院敷地内（本館南側）予定

　　診療科　　脳神経外科、神経内科、リハビリテーション科

　　建設スケジュール（平成２５年度～平成２７年度）

　　・基本設計業務委託　平成２５年７月～平成２５年１２月完了予定

　　・実施設計業務委託　平成２６年５月～平成２７年１月完了予定

　　・建設工事　　　　　平成２７年１月～平成２８年１月

　　・開院　　　　　　　平成２８年４月

　【平成２４年度事業実績】

　　脳卒中センター整備基本計画を策定した。

 

03　経費 放射線健康カウンセリング外来設置事業 5,252 特定財源 2,475 　放射線一般に対する不安、疑問に答え、健康被害に対する不安を取り除くため、全国から著名

 　県支出金 2,475 な協力医師を迎え、市民や里帰り出産をする妊婦を対象にカウンセリング外来を設置した。

 一般財源 2,777 事業内容

 (前年度) 　カウンセリング外来　延べ３１回実施

　　　　― 　受診者数　　　　　　延べ４６人受診

 

病院事業会計　　01　総合病院事業費用
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決 算 書
ペ ー ジ

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明財　源　内　訳目 事　　業　　名 事 業 費



01 小高病院事業費用
 01 医業費用 （単位 ： 千円） （単位 ： 千円）

 

03　経費 小高病院地震被害改修事業 1,575一般財源 1,575 　小高病院について、東京電力福島第一発電所事故により設定された警戒区域が見直されたこと

 に伴い、復旧に向けて地震被害箇所の改修工事を要する部分の内、外溝等の調査・設計を行った。

 事業内容

 (前年度) 　地震被害による外溝等の改修工事設計書を作成した。

　　　　―

病院事業会計　　01　小高病院事業費用
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目 事　　業　　名 事 業 費 財　源　内　訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
決 算 書
ペ ー ジ



 

 

 

 

 

 

 

第 ４  基金の運用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



400,000,000円

（１）当初現金残高 327,279,290円

（２）本年度支払額 0円

（３）本年度振替額 72,720,710円

（４）期末現金残高 400,000,000円

（１） （２） （３） （４）

327,279,290 － 0＋ 72,720,710 ＝ 400,000,000円

（５）月別運用状況

（単位：円）

差   引 備   考

327,279,290

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

72,720,710

400,000,000

0

400,000,000

（６）当期運用益金

0 0

0 0

0

0 0

0 0

12

327,279,290 0

0 0

0 0

0 0

08

9

10

11

4

5

6

7

　　　な　し

（Ａ）のうち預金利子（Ｂ） 0 0

差引（Ａ）－（Ｂ） 400,000,000 0

3 72,720,710 0

計   （Ａ） 400,000,000 0

1 0 0

2 0 0

平成２４年度南相馬市土地開発基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月   別 収   入 支   出
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（単位：円）
23年度末 24年度 24年度末 24 年  度 24年度末

未振替額 契約額 23年度以前分 24年度分 未  払  額 振  替  額 未振替額

用   地 52,054,202 0 0 0 52,054,202 0

補   償 20,666,508 0 0 0 20,666,508 0

計 72,720,710 0 0 0 72,720,710 0

用   地 0 0 0 0 0 0

補   償 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0

用   地 52,054,202 0 0 0 0 52,054,202 0

補   償 20,666,508 0 0 0 0 20,666,508 0

計 72,720,710 0 0 0 0 72,720,710 0

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ）

原　資 － 支払済額 ＋ 振替額 ＝ 収支差引残額
（Ｈ） （ （Ａ）＋（Ｄ） ） （F）

400,000,000円 － 72,720,710円 ＋ 72,720,710円 ＝ 400,000,000円

原資（H)400,000,000円

支   払   額
区   分

計

本年度中の異動状況及び本年度末現在の状況

契　約
年  度

24

2３以前

（単位：㎡）

994.66 11.12 291.51 783.51 2,384.25 4,465.05

増 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

減 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

計 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

994.66 11.12 291.51 783.51 2,384.25 4,465.05

増 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

減 994.66 11.12 291.51 783.51 2,384.25 4,465.05

計 △ 994.66 △ 11.12 △ 291.51 △ 783.51 △ 2,384.25△ 4,465.05

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

保 有 地 の 状 況

地目別
山林・原野 田 畑

契約年度別
宅    地 そ の 他 計 備    考

24
24　年　度

24年度末現在

23
以
前

22年度末現在

23年度末現在

23　年　度
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16,097,540円

（１）繰越資金額 14,829,517円

（２）本年度積立金 0円

（１）期末現金残高 15,832,540円

（２）期末未償還残高 265,000円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

14,829,517 0 0 0 14,829,517

0 0 0 0 14,829,517

0 0 0 0 14,829,517

0 0 0 0 14,829,517

0 0 0 0 14,829,517

0 0 0 0 14,829,517

1,000,000 2 0 0 15,829,517

0 0 0 0 15,829,517

0 0 0 0 15,829,517

0 0 0 0 15,829,517

0 0 0 0 15,829,517

3,023 0 0 0 15,832,540預金利子3,023円

15,832,540 2 0 0 15,832,540

（４）当期運用益金

計

4

8

  運用益金３，０２３円については、南相馬市農林漁業後継者育成資金貸付基金
の設置、管理及び処分に関する条例第５条の規定に基づき、基金に繰り入れ処理
した。

11

12

1

2

3

平成２４年度南相馬市農林漁業後継者育成資金貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

9

10

5

6

7
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6,775,124円

（１）繰越資金額 6,773,760円

（２）本年度積立金 0円

（１）期末現金残高 6,775,124円

（２）期末未償還残高 0円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

6,773,760 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

0 0 0 0 6,773,760

1,364 0 0 0 6,775,124預金利子1,364円

6,775,124 0 0 0 6,775,124

（４）当期運用益金

8

１．基本原資額

1

2

3

計

11

12

２．運 用 状 況

月　別

4

10

 平成２４年度南相馬市高齢者等に対する肉用雌牛貸付基金運用状況調書

　運用益金１，３６４円については、南相馬市高齢者等に対する肉用雌牛貸付基
金条例第５条の規定に基づき、基金に繰り入れ処理した。

9

5

6

7
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8,500,000円

（１）繰越資金額 8,339,000円

（２）本年度積立金 0円

（１）期末現金残高 7,166,000円

（２）期末未償還残高 1,334,000円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

8,500,000 4 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 0 0 8,500,000

0 0 1,334,000 1 7,166,000

0 0 0 0 7,166,000

0 0 0 0 7,166,000

0 0 0 0 7,166,000

0 0 0 0 7,166,000

0 0 0 0 7,166,000

8,500,000 4 1,334,000 1 7,166,000

（４）当期運用益金

な　　し

   平成２４年度南相馬市国民健康保険出産資金等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

計
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2,500,000円

（１）繰越資金額 2,500,000円

（２）本年度積立金 0円

（１）期末現金残高 2,500,000円

（２）期末未償還残高 0円

（３）月別運用状況

（単位：円）

収　入 償還件数 支　出 貸付件数 月別基金残高 備　考

2,500,000 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

0 0 0 0 2,500,000

2,500,000 0 0 0 2,500,000

（４）当期運用益金

な　　し

平成２４年度南相馬市高額介護サービス費等貸付基金運用状況調書

１．基本原資額

２．運 用 状 況

月　別

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

3

計
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（単位：千円）

№ 基金名 23年度末残高 積立額 取崩額 24年度末残高

1 財政調整基金 1,535,697 1,718,383 1,287,404 1,966,676

2 減債基金 470,379 618,985 55,087 1,034,277

3 公共用施設維持基金 418,070 209 0 418,279

4 社会福祉基金 61,726 19 2,729 59,016

5 教育振興基金 90,210 30 0 90,240

6 亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 843,175 143 13,078 830,240

7 市有建物等維持補修基金 327,531 87 0 327,618

8 職員退職手当基金 300,042 250,071 0 550,113

9 国民健康保険給付準備基金 9,138 2 0 9,140

10介護保険給付準備基金 100,362 168,125 159,561 108,926

11浦尻簡易水道事業財政調整基金 13,826 435 0 14,261

12村上簡易水道事業財政調整基金 3,185 424 0 3,609

13農業集落排水処理施設維持管理基金 26,917 8 0 26,925

14地域振興基金 1,813,889 23,984 238,060 1,599,813

15小高区自治振興基金 215,341 88 0 215,429

16鹿島区自治振興基金 256,664 102 0 256,766

17原町区自治振興基金 717,937 208 25,770 692,375

18ふるさと応援基金 25,004 26,334 12,313 39,025

19子育て応援基金 195,126 51 3,159 192,018

20学校図書館支援基金 6,962 2 6,964 0

21東日本大震災復旧・復興基金 2,410,601 7,122,928 191,144 9,342,385

22東日本大震災遺児等支援基金 40,958 201,891 19,100 223,749

23みらい夢基金 240,080 339,207 115,000 464,287

24東日本大震災復興交付金基金 19,611,24211,106,141 3,169,535 27,547,848

25 介護保険財政安定化基金特例交付金基金 0 18,382 0 18,382

26太田財産区運営基金 27,449 463 0 27,912

合　　　計 29,761,51121,596,702 5,298,904 46,059,309

その他の基金の運用状況
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第 ５  資   料  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                 区   分

    

平成24年度
予算現額

平成24年度
収入済額

比較
平成24年度
予算現額

平成24年度
支出済額

比較 （B）-（C） （D）-（E）

会計名 （A） （B） （B）-（A） （A） （C） （A）-（C） （D） （E） （F）

一般会計 83,997,74969,494,066△ 14,503,68383,997,74964,865,63119,132,118 4,628,435 2,469,950 2,158,485

国民健康保険 11,137,48412,772,722 1,635,23811,137,48410,760,163 377,321 2,012,559 0 2,012,559

介護保険 5,998,440 5,991,816 △ 6,624 5,998,440 5,832,445 165,995 159,371 0 159,371

育英資金貸付 58,683 77,174 18,491 58,683 58,127 556 19,047 0 19,047

簡易水道事業 106,047 89,408 △ 16,639 106,047 83,587 22,460 5,821 0 5,821

介護サービス事業 11,474 11,472 △ 2 11,474 11,472 2 0 0 0

亜炭鉱害復旧施設維持管理事業 24,763 22,598 △ 2,165 24,763 22,002 2,761 596 0 596

農業集落排水事業 783,180 784,770 1,590 783,180 738,922 44,258 45,848 0 45,848

工場用地等整備事業 1,026,538 693,535△ 333,003 1,026,538 1,026,444 94△ 332,909 0△ 332,909

太田財産区 1,144 1,142 △ 2 1,144 955 189 187 0 187

後期高齢者医療 258,077 252,895 △ 5,182 258,077 251,343 6,734 1,552 0 1,552

小   計 19,405,83020,697,532 1,291,70219,405,83018,785,460 620,370 1,912,072 0 1,912,072

103,403,57990,191,598△ 13,211,981103,403,57983,651,09119,752,488 6,540,507 2,469,950 4,070,557

表－１　　会計別決算の状況

合   計

（単位：千円）

歳          入 歳          出
歳入歳出
差引額

翌年度へ繰
越すべき財

源
実質収支

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計
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表－２　　歳入歳出決算額等の推移

（単位：千円）

H20 H21 H22 H23 H24

A 33,448,97832,886,23329,394,82668,387,330 69,501,726

B 31,173,74031,745,29027,743,75062,497,061 64,853,648

C 2,275,238 1,140,943 1,651,076 5,890,269 4,648,078

D 1,685,074 477,104 785,938 3,778,629 2,470,101

E 590,164 663,839 865,138 2,111,640 2,177,977

F ▲ 190,425 73,675 201,299 1,246,502 66,337

G 1,149,824 434,771 339,330 1,642,825 1,718,384

H 92,023 603 30,260 1,020 0

Ｉ 641,000 412,809 326,901 1,577,870 1,287,404

410,422 96,240 243,988 1,312,477 497,317

J 17,863,68118,233,13319,107,02918,360,424 18,101,282

3.3% 3.6% 4.5% 11.5% 12.0%

93.2% 90.2% 85.4% 118.1% 87.1%

10.3% 10.5% 9.7% 7.9% 5.9%

0.67 0.65 0.62 0.59 0.57

区　　　　　　分

決算収支の状況（普通会計）

経常収支比率

起債制限比率

　財政調整基金取崩金

　繰上償還金

　財政調整基金積立金

単年度収支

実質収支（C-D)

翌年度に繰り越すべき財源

差引（A-B)

歳出決算額

歳入決算額

財政力指数

実質収支比率（E/J×100）

標準財政規模

実質単年度収支（F+G+H-I）
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2,000
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3,000
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H20 H21 H22 H23 H24

収支：百万円決算額：百万円

年度

歳入歳出決算額等の推移

歳入決算額 歳出決算額 実質収支 実質単年度収支
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表－３　　市税の決算の状況

　区　分　

　税　目　 現年度 滞納繰越 計 現年度
(還付未済額)

滞納繰越
(還付未済額)

計

6,278,466 884,535 7,163,001 6,209,687 211,792 6,421,479

(4,112) (65) (4,177)

1． 市民税 2,976,307 337,662 3,313,969 2,930,067 86,453 3,016,520

(3,679) (37) (3,716)

（１）個人市民税 2,397,851 284,121 2,681,972 2,366,932 81,304 2,448,236

(3,599) (37) (3,636)

（２）法人市民税 578,456 53,541 631,997 563,135 5,149 568,284

(80) (80)

2． 固定資産税 2,714,336 507,156 3,221,492 2,695,121 122,221 2,817,342

(301) (9) (310)

（１）純固定資産税 2,685,217 507,156 3,192,373 2,666,002 122,221 2,788,223

(301) (9) (310)

（２）交納付金 29,119 0 29,119 29,119 0 29,119

(0)

3． 軽自動車税 147,716 14,509 162,225 144,392 3,060 147,452

(132) (19) (151)

4． 市たばこ税 440,107 58 440,165 440,107 58 440,165

5． 鉱産税 0 0 0 0 0 0

6． 特別土地保有税 0 25,150 25,150 0 0 0

0 9,637 9,637 0 2,616 2,616

1． 都市計画税 0 9,637 9,637 0 2,616 2,616

6,278,466 894,172 7,172,638 6,209,687 214,408 6,424,095

 （ Ⅰ ＋ Ⅱ ）

235,096 774,830 1,009,926 218,908 165,889 384,797

(261) (182) (443)

調    定    額 収 入 済 額

Ⅰ 法定普通税

Ⅱ 目   的   税

Ⅲ　 合         計

  国民健康保険税
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現年度 滞納繰越 計 現年度 滞納繰越 計

46,434 72,891 626,374 699,265 98.9 23.9 89.6

12,606 49,919 238,640 288,559 98.4 25.6 91.0

10,584 34,518 192,270 226,788 98.7 28.6 91.3

2,022 15,401 46,370 61,771 97.4 9.6 89.9

32,777 19,516 352,167 371,683 99.3 24.1 87.5

32,777 19,516 352,167 371,683 99.3 24.1 87.3

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

1,051 3,456 10,417 13,873 97.7 21.1 90.9

0 0 0 0 100.0 0.0 100.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0

0 0 25,150 25,150 0.0 0.0 0.0

742 0 6,279 6,279 0.0 27.1 27.1

742 0 6,279 6,279 0.0 27.1 27.1

47,176 72,891 632,653 705,544 98.9 24.0 89.6

42,703 16,449 566,420 582,869 93.1 21.4 38.1

（単位：千円）

不納欠損
処分額

収入未済額 収入歩合（％）
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表－４　　普通会計及び公営企業会計地方債現在高の状況

（単位：千円）

20,533,596 541,300 2,140,092 340,801 2,480,893 18,934,804 5,503,262 13,431,542

うち合併特例事業債 8,558,958 179,500 644,385 134,182 778,567 8,094,073 8,094,073

65,580 10,700 12,162 660 12,822 64,118 64,118

1 50,656 10,700 7,595 519 8,114 53,761 53,761

2 14,924 4,567 141 4,708 10,357 10,357

552,800 19,400 8,132 27,532 533,400 533,400

22,810 3,088 1,094 4,182 19,722 19,722

1,300,550 39,800 138,188 20,238 158,426 1,202,162 499,309 702,853

6,275 6,275 209 6,484

1,005,446 184,795 12,935 197,730 820,651 820,651

161,164 25,542 3,096 28,638 135,622 135,622

10,095,654 1,586,100 399,825 127,610 527,435 11,281,929 9,789,917 1,492,012

2,104 1,027 90 1,117 1,077 1,077

357,033 13,700 93,591 1,281 94,872 277,142 277,142

34,103,012 2,191,600 3,023,985 516,146 3,540,131 33,270,627 16,813,956 16,456,671

24,007,358 605,500 2,624,160 388,536 3,012,696 21,988,698 7,024,039 14,964,659

89,482 603,000 7,254 447 7,701 685,228 685,228

748,615 31,000 31,104 16,853 47,957 748,511 608,971 139,540

125,048 9,614 1,840 11,454 115,434 61,101 54,333

1,479,079 49,300 91,393 28,651 120,044 1,436,986 766,784 670,202

1,805,496 129,250 40,866 170,116 1,676,246 1,099,100 577,146

2,472,736 102,100 348,043 82,591 430,634 2,226,793 1,504,248 722,545

33,396 11,952 909 12,861 21,444 21,444

12,742,458 260,600 745,805 283,808 1,029,613 12,257,253 7,354,140 4,903,113

19,496,310 1,046,000 1,374,415 455,965 1,830,380 19,167,895 11,394,344 7,773,551

53,599,321 3,237,600 4,398,400 972,111 5,370,511 52,438,522 28,208,300 24,230,222

43,503,667 1,651,500 3,998,575 844,501 4,843,076 41,156,593 18,418,383 22,738,210

表－５　　地方債現在高の推移

　　 ※端数処理の影響で、残高合計が一致しない場合があります。

退職手当債

市債　　　　合計

公有林整備事業債

臨時財政特例債

福島県貸付金

普通会計　　　　　　　計

減税補てん債

臨時税収補てん債

平成24年度
発行額

平成24年度償還額
平成24年度
末現在高

左の借入先別内訳

元金 利子 計
財政融資資金・
旧郵政公社資金 その他

区   分

普通債

平成23年度
末現在高

実市債残高（臨財債除く）計　Ａ

公営企業会計　計

介護サービス施設整備事業債

災害復旧事業債

単独災害復旧事業債

工場用地等整備事業

調整債

下水道事業債（公共下水道・特定環境
保全公共下水道）

工業用水道事業債

財源対策債

水道事業債（上水道事業分）

臨時財政対策債（臨財債）

普通会計実市債残高　　計
（臨財債除く）

病院事業債

水道事業債（簡易水道分）

補助災害復旧事業債

下水道事業債（農業集落排水施設）

280.5 283.5 264.2 240.1 219.9

68.1 76.5 89.8 101.0 112.8

215.4 210.9 204.8
195.0 191.7

348.6 360.0 354.0 341.1 332.7

564.1 570.9 558.9
536.0 524.4

71.8 90.8 89.6 85.6
80.9

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

H20 H21 H22 H23 H24

億円

市債残高の推移

普通会計債残高（ア除く） 臨時財政対策債残高 ア 公営企業債残高

普通会計債残高 市債残高 うち合併特例債
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表－６　　基金残高の推移（普通会計）
（単位：千円）

H20 H21 H22 H23 H24

1,436,351 1,458,313 1,470,742 1,535,697 1,966,676

34,440 34,470 34,490 470,379 1,034,277

5,577,710 5,205,518 5,508,200 27,574,558 42,849,201

公共用施設維持基金 417,184 415,245 416,697 418,070 418,279

社会福祉基金 69,768 67,133 64,430 61,726 59,016

教育振興基金 89,956 90,082 90,161 90,210 90,240

庁舎建設基金 24,135 0 - - -

亜炭鉱害復旧施設維持管理基金 886,689 871,193 858,096 843,175 830,240

市有建物等維持補修基金 208,011 182,522 327,469 327,531 327,618

職員退職手当基金 186,421 3,814 345,595 300,042 550,113

図書館建設基金 49,095 0 - - -

地域振興基金 2,225,167 2,064,453 1,931,374 1,813,889 1,599,813

小高区自治振興基金 259,770 215,249 215,325 215,341 215,429

鹿島区自治振興基金 258,593 258,445 256,579 256,664 256,766

原町区自治振興基金 819,362 781,203 743,748 717,937 692,375

ふるさと応援基金 2,145 2,265 960 25,004 39,025

子育て応援基金 -         198,800 195,088 195,126 192,018

定住自立圏構想推進基金 81,414 55,114 55,253 0 -

学校図書館支援基金 -         -         7,425 6,962 0

東日本大震災復旧・復興基金 - - - 2,410,601 9,342,385

東日本大震災遺児等支援基金 - - - 40,958 223,749

みらい夢基金 - - - 240,080 464,287

東日本大震災復興交付金基金 - - - 19,611,242 27,547,848

7,048,501 6,698,301 7,013,432 29,580,634 45,850,154計

積
立
基
金

財政調整基金

減債基金

その他特定目的基金

財政調整基金 減債基金 その他の特定目的基金

- 291 -


